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Ⅰ．財 政 状 況 

１．決算の概要 

 平成 20 年度 鹿島市会計別決算状況   

    (単位：千円）

会 計 区 分 歳 入 歳 出 差引額 

一
般
会
計 

一般会計（会計決算） 12,618,167 11,909,260  708,907 

※決算統計（地方財政状況調査） 12,610,812 11,901,905  708,907 

特
別
会
計 

公 共 下 水 道 事 業 2,038,824 2,034,074  4,750 

谷田工場団地造成・分譲事業 14,812 14,812  0 

国 民 健 康 保 険 3,953,583 4,271,494 (赤字)△317,911 

老 人 保 健 424,954 431,156  (赤字)△6,202 

後 期 高 齢 者 医 療 327,525 326,079  1,446 

合  計 19,377,865 18,986,875  390,990 

※一般会計の数値は、決算統計（地方財政状況調査）と実際の会計決算とは分類方法の違いがあり、集計上の差異が

生じる場合がある。（対外的には、決算統計の数値を使用するのが通例） 

○一般会計の決算概要 （※決算統計数値より） 

歳入では、地方交付税 3.9％増（普通 4.0％、特別 3.2％）、国庫支出金 48.4％増、繰入金 161.7％増

などにより、歳入全体で対前年比7.8％増（一般財源ベース1.7％増）となった。 

歳出では、人件費 3.8％（主に退職手当の増）、物件費 0.7％、補助費 22.9％（主に償還助成の繰上実

施）、公債費△0.1％、扶助費 3.2％となった。また投資的経費は、普通建設事業△17.0％（補助△

18.2％、単独△21.1％）となり、歳出全体では3.5％増（一般財源ベース△6.1%減）となった。 

このような状況のなか、財源不足補てんのため財政調整基金（積立金）から、一旦は 100,000 千円を繰

り入れたが、年度末までに同額を積立て実質的には財政調整基金（積立金）の取崩しを回避することがで

き黒字決算を維持し、さらに減債基金に 110,000 千円を積み増して後年度の財政運営に備えることとした。 

なお、財政調整基金（積立金）は、平成１２年度以降は取り崩していない。（→P12を参照） 

○今後の展望と課題 

平成１７年度に策定した「財政基盤強化計画（行革大綱）」の実施など本格的な行政改革への取組みに

よる職員採用の抑制、各種事務事業の見直しなどにより、歳出面の削減効果は徐々に現れており、今後、

各種の財政指標も改善される見込みである。市債残高も大きく減少傾向に転じている。 

しかしながら、今後主要な一般財源である地方交付税（国の交付金）などの動向が不透明なため、鹿島

市の重点施策である定住化促進（雇用確保、子育て支援等）、交流人口の活用などの事業展開により、市

税等の自主財源の確保を図りながら、改革の手を緩めず、収支のバランスをとり、今後いかにして市民生

活に直結する福祉、教育、産業振興、都市基盤整備などの財源を捻出して、鹿島市のまちづくりを推進し

ていくかが引き続きの課題である。 

また、一般会計ばかりでなく、公共下水道事業、国民健康保険などの特別会計や水道事業なども含め、

鹿島市全体の財政状況を的確に把握して市政運営を行っていくことがますます重要になってきている。 
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２．主な財政指標 （※決算統計指標：過去5ヵ年） 

○経常収支比率 

区  分 比率（％） 増 減 要 因 等 

平成２０年度 94.2 歳入では、地方消費税交付金（△8.5％）等の減少はあったものの、市

税（0.4％）、普通交付税（4.0％）の増など主要一般財源は若干増加し

た。（経常一般財源1.6％増） 

歳出では、人件費、公債費は順調に減少したが、公民館の指定管理に

伴う物件費の増、一部事務組合負担金の増、後期高齢者医療への繰出金

の増により経常収支比率は、全体で0.3ポイントの指標悪化となった。 

人件費、公債費等は減少傾向にあるが、少子高齢化対策や障害者支

援、医療費助成など長期的には扶助費の伸びが続くと見込まれる。ま

た、これまで都市基盤整備や総合経済対策等の財源に市債を活用し、そ

の元金償還も本格化している公債費や、公共下水道会計、後期高齢者医

療会計、工場団地会計、介護保険事業、国保財政支援などの繰出金、一

部事務組合負担金（補助費等）なども、高い水準で推移することが見込

まれる。 

平成１９年度 93.9 

平成１８年度 95.3 

平成１７年度 93.4 

平成１６年度 96.8 

○実質赤字比率  （※この指標は、平成１9 年度決算統計から新設された） 

区  分 比率（％） 増 減 要 因 等 

平成２０年度 
－ 

（△2.58） 
｢実質赤字比率｣は、平成１９年度決算から新設され、標準財政規模

（臨時財政対策債発行可能額を含む。以下同じ。）に対する歳入総額か

ら歳出総額を差し引いた額の割合で、一般会計が黒字か赤字かを判断す

る財政指標である。 

黒字なら「－（０）」となる。 

早期健全化基準を超えると「財政健全化計画」を、財政再生基準を超

えると「財政再生計画」を策定・公表しなければならない。 

早期健全化基準 13.98 

財政再生基準  20.00 

平成１９年度 
－ 

（△2.72） 

平成１８年度  

平成１７年度  

平成１６年度  

○連結実質赤字比率  （※この指標は、平成１9 年度決算統計から新設された） 

区  分 比率（％） 増 減 要 因 等 

平成２０年度 
－ 

（△4.95） 
｢連結実質赤字比率｣は、平成１９年度決算から新設され、一般会計と

水道事業会計や国民健康保険特別会計等の特別会計を含む全会計の赤字

額から黒字額を引いた額（「連結実質赤字額」）の標準財政規模に対す

る割合で、全会計をまとめて黒字か赤字かを判断する財政指標である。 

黒字なら「－（０）」となる。 

一部事務組合、土地開発公社、広域連合などは対象以外となってい

る。 

早期健全化基準を超えると「財政健全化計画」を、財政再生基準を超

えると「財政再生計画」を策定・公表しなければならない。 

早期健全化基準 18.98 

財政再生基準  40.00 

平成１９年度 
－ 

（△7.48） 

平成１８年度  

平成１７年度  

平成１６年度  
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○実質公債費比率  （※この指標は、平成１７年度決算統計から新設された） 

区  分 比率（％） 増 減 要 因 等 

平成２０年度 18.1 
｢実質公債費比率｣は、平成１７年度決算から新設され、公債費に関

し、一般会計ばかりでなく特別会計や公営企業、一部事務組合などを含

めた総合的な財政指標である。 

一般会計は、標準財政規模の縮小傾向の中、平成１８年度に債務負担

に係る償還助成（ほ場整備等）を指標算定に加える算定方法変更の影響

や、公共下水道事業の公債費への一般会計繰出が指標を押し上げる要因

になっている。 

公共下水道事業は、建設途上であるが今後とも計画的な事業実施、接

続率の向上、適正な使用料設定などに努め、可能な限り一般会計繰出に

依存しない経営体質をめざしていく。 

なお、市町村の起債は、従来の許可制度から協議制度になるが、｢実質

公債費比率｣が１８％を超えると、起債適正化計画の策定が義務付けら

れ、起債に際しては県知事の許可（許可団体）が必要となる。 

早期健全化基準 25.0 財政再生基準  35.0 

平成１９年度 18.5 

平成１８年度 18.6 

平成１７年度 16.7 

平成１６年度  

○将来負担比率  （※この指標は、平成１9 年度決算統計から新設された） 

区  分 比率（％） 増 減 要 因 等 

平成２０年度 79.4 「将来負担比率」は、平成１９年度決算から新設され、一般会計など

の地方債現在高、上下水道事業などの公営企業や一部事務組合などの元

利償還金に充てる一般会計からの繰入見込額、全職員の退職手当支給予

定額など、一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対

する比率である。 

早期健全化基準を超えると「財政健全化計画」を策定・公表しなけれ

ばならない。 

早期健全化基準 350.0 

 

平成１９年度 91.4 

平成１８年度  

平成１７年度  

平成１６年度  
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○歳入（科目別）
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○歳出（目的別）



人件費

2,206,896

19%

扶助費

2,155,210

18%

公債費

1,586,267

13%

物件費

977,077
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維持補修費
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0%

補助費等
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積立金

269,780
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投資・出資・貸付金

229,959
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繰出金

1,846,750

16%

投資的経費（建設

事業）

949,806

8%

○歳出（性質別）※決算統計数値

○平成２０年度決算（参考資料）
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維持補修費
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0%

補助費等

1,637,204

14%

積立金

269,780

2%

投資・出資・貸付金

229,959

2%

繰出金

1,846,750

16%

投資的経費（建設

事業）

949,806

8%

○歳出（性質別）※決算統計数値



・歳入（款別）

決 算 額 ( Ａ ) 構 成 比 決 算 額 ( Ｂ ) 構 成 比
増 減 額
(A)-(B)

増 減 率
(A)/(B)

1  ○市　税 3,079,266 24.4 3,068,142 26.2 11,124 0.4

2  地方譲与税 141,312 1.1 147,342 1.3 △ 6,030 △ 4.1

3  利子割交付金 12,085 0.1 12,285 0.1 △ 200 △ 1.6

4  配当割交付金 2,744 0.0 7,597 0.1 △ 4,853 △ 63.9

5  株式等譲渡所得割交付金 1,959 0.0 3,919 0.0 △ 1,960 △ 50.0

6  地方消費税交付金 270,041 2.1 295,211 2.5 △ 25,170 △ 8.5

7  自動車取得税交付金 45,553 0.4 52,276 0.4 △ 6,723 △ 12.9

8  地方特例交付金 32,705 0.3 22,920 0.2 9,785 42.7

9  地方交付税 4,176,817 33.1 4,019,845 34.4 156,972 3.9

　・普通交付税 3,503,978 27.8 3,367,817 28.8 136,161 4.0

　・特別交付税 672,839 5.3 652,028 5.6 20,811 3.2

10  交通安全対策特別交付金 6,748 0.1 7,371 0.1 △ 623 △ 8.5

11  ○分担金及び負担金 317,271 2.5 317,306 2.7 △ 35 0.0

12  ○使用料及び手数料 180,496 1.4 184,892 1.6 △ 4,396 △ 2.4

13  国庫支出金 1,564,567 12.4 1,057,444 9.0 507,123 48.0

14  県支出金 902,215 7.2 841,998 7.2 60,217 7.2

15  ○財産収入 24,253 0.2 19,998 0.2 4,255 21.3

16  ○寄附金 2,007 0.0 31,921 0.3 △ 29,914 △ 93.7

17  ○繰入金 694,860 5.5 248,858 2.1 446,002 179.2

18  ○繰越金 198,818 1.6 250,341 2.1 △ 51,523 △ 20.6

19  ○諸収入 406,408 3.2 409,463 3.5 △ 3,055 △ 0.7

20  市債（借入金） 558,042 4.4 702,216 6.0 △ 144,174 △ 20.5

　・臨時財政対策債 276,042 2.2 294,716 2.5 △ 18,674 △ 6.3

　・その他（建設事業債等） 282,000 2.2 407,500 3.5 △ 125,500 △ 30.8

     合         計 12,618,167 100.0 11,701,345 100.0 916,822 7.8

4,903,379 38.9 4,530,921 38.7 372,458 8.2

内
訳

※構成比（％）は小数点第２位を四捨五入

うち自主財源（○印）

内
訳

○一般会計決算状況（款別）   ※決算額は会計決算より

平 成 20 年 度 平 成 19 年 度
区分（款）

比　　　較
備　　　　考

  （単位：千円、％）



・歳出（款別）

決 算 額 ( Ａ ) 構 成 比 決 算 額 ( Ｂ ) 構 成 比
増 減 額
(A)-(B)

増 減 率
(A)/(B)

1  議会費 140,165 1.2 139,981 1.2 184 0.1

2  総務費 1,566,729 13.2 1,598,126 13.9 △ 31,397 △ 2.0

3  民生費 3,230,460 27.1 3,202,020 27.8 28,440 0.9

4  衛生費 1,120,834 9.4 1,044,740 9.1 76,094 7.3

5  労働費 60,225 0.5 60,118 0.5 107 0.2

6  農林水産業費 1,115,046 9.4 715,822 6.2 399,224 55.8

7  商工費 282,253 2.4 247,912 2.2 34,341 13.9

8  土木費 1,240,839 10.4 1,264,264 11.0 △ 23,425 △ 1.9

9  消防費 402,257 3.4 392,914 3.4 9,343 2.4

10  教育費 1,145,221 9.6 1,225,437 10.7 △ 80,216 △ 6.5

11  災害復旧費 0 0.0 3,341 0.0 △ 3,341 皆減

12  公債費（借入金償還） 1,586,267 13.3 1,587,564 13.8 △ 1,297 △ 0.1

13  諸支出金 18,964 0.2 20,288 0.2 △ 1,324 △ 6.5 水道事業会計出資金ほか

14  前年度繰上充用金

      合        計 11,909,260 100.0 11,502,527 100.0 406,733 3.5

備　　　　考

  （単位：千円、％）

区　分（款）
平 成 20 年 度 平 成 19 年 度

○一般会計決算状況（款別）   ※決算額は会計決算より

※構成比（％）は小数点第２位を四捨五入

比　　　較



決 算 額 決 算 額 決 算 額

（A） 充当額（B） 構 成 比 （C） 充当額（D） 構 成 比 （A）－（C） 充当額(B)-（D） 構 成 比

2,206,896 18.5 2,049,720 23.3 2,126,097 21.2 1,958,458 23.7 80,799 3.8 91,262 4.7

う ち 職 員 給 1,333,671 11.2 1,220,689 13.9 1,364,561 12.4 1,236,127 15.0 △ 30,890 △ 2.3 △ 15,438 △ 1.2

2,155,210 18.1 694,134 7.9 2,088,298 19.1 672,081 8.1 66,912 3.2 22,053 3.3

1,586,267 13.3 1,561,069 17.7 1,587,564 14.5 1,561,468 18.9 △ 1,297 △ 0.1 △ 399 0.0

5,948,373 50.0 4,304,923 48.9 5,801,959 54.7 4,192,007 50.7 146,414 2.5 112,916 2.7

977,077 8.2 774,384 8.8 969,374 7.7 754,392 9.1 7,703 0.8 19,992 2.7

42,956 0.4 37,654 0.4 47,540 0.4 41,406 0.5 △ 4,584 △ 9.6 △ 3,752 △ 9.1

1,637,204 13.8 1,417,529 16.1 1,332,319 11.6 1,118,858 13.5 304,885 22.9 298,671 26.7

一 部 事 務 組 合 740,038 6.2 727,420 8.3 755,733 6.5 740,776 9.0 △ 15,695 △ 2.1 △ 13,356 △ 1.8

そ の 他 897,166 7.5 690,109 7.8 576,586 5.1 378,082 4.6 320,580 55.6 312,027 82.5

269,780 2.3 245,700 2.8 407,471 2.1 349,033 4.2 △ 137,691 △ 33.8 △ 103,333 △ 29.6

14,959 0.1 14,959 0.2 13,973 0.6 2,489 0.0 986 7.1 12,470 501.0

215,000 1.8 0.0 215,000 1.9 0.0 0 0.0 0 0.0

1,846,750 15.5 1,678,126 19.1 1,566,158 13.9 1,433,133 17.3 280,592 17.9 244,993 17.1

5,003,726 42.0 4,168,352 47.3 4,551,835 38.2 3,699,311 44.7 451,891 9.9 469,041 12.7

362,570 3.0 38,841 0.4 443,263 1.2 12,454 0.2 △ 80,693 △ 18.2 26,387 211.9

465,904 3.9 284,002 3.2 590,310 4.1 342,132 4.1 △ 124,406 △ 21.1 △ 58,130 △ 17.0

121,332 1.0 8,882 0.1 110,934 1.3 22,200 0.3 10,398 9.4 △ 13,318 △ 60.0

0 0.0 0 0.0 3,341 0.4 16 0.0 △ 3,341 皆減 △ 16 皆減

949,806 8.0 331,725 3.8 1,147,848 7.1 376,802 4.6 △ 198,042 △ 17.3 △ 45,077 △ 12.0

11,901,905 100.0 8,805,000 100.0 11,501,642 100.0 8,268,120 100.0 400,263 3.5 536,880 6.5

比 較

増減率
一 般 財 源う ち 一 般 財 源 う ち 一 般 財 源

構成比

2009/9/25 13:24
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積 立 金

　

歳 出 合 計

貸 付 金

構成比

そ
の
他
の
経
費

人 件 費

扶 助 費

維 持 補 修 費

義
務
的
経
費

公 債 費

平成１９年度

前年度繰上充用金

投 資 及 び 出 資

繰 出 金

内
訳

計

補助事業（受託補助含む）

計

区 分 （ 性 質 別 ）

平成２０年度

（決算統計：13表資料）

※構成比(％）は、少数第2位を四捨五入

単独事業（受託単独含む）

県営事業負担金(同級他団体含む）

災 害 復 旧 事 業

※数値は、決算統計（地方財政状況調査）による分類であり、会計決算とは集計上の差異がある場合がある。

○一般会計（決算統計対比） 性質別経費（歳出）及び一般財源充当状況
（単位：千円、％）



（単位：千円）

借入額 償還額（返済）

一般会計(A) 10,673,008 558,042 1,364,231 9,866,819 償還費の交付税措置率（66.6％）

うち臨時財政対策債(B) 2,533,401 276,042 135,628 2,673,815 償還費の交付税措置率（100％）

差引（A-B) 8,139,607 282,000 1,228,603 7,193,004 実質負担相当額（3,293,156千円）

2 公共下水道事業 6,787,426 868,400 1,038,356 6,617,470 償還費の交付税措置率（約50％）

3 谷田工場団地造成・分譲事業 2,130 2,130 0

4 水道事業（企業債） 4,293,830 433,800 849,462 3,878,168

21,756,394 1,860,242 3,254,179 20,362,457

○積立基金（積立金）現在高の状況 （単位：千円）

積立額 取崩（繰入）額

1 財政調整基金 1,099,638 102,547 100,000 1,102,185 年度間の財源不均衡調整

2 減債基金 1,017,353 123,051 548,774 591,630 公債費（借入金)償還財源

3 公共施設建設基金 726,587 4,574 731,161 公共施設の建設資金積立

4 ふるさと創生基金 36,940 35,876 3,700 69,116 地域づくりソフト事業（歴史、文化、産業等）

5 地域振興基金 4,729 19 4,748 福祉活動推進、快適な生活環境の形成

6 地域福祉基金 333,140 4,111 5,481 331,770 高齢者等の健康福祉、地域福祉の充実

7 ふるさと水と土保全基金 5,000 5,000 良好な農村環境確保（啓発、普及）

8 スポーツ振興基金 8,760 35 569 8,226 スポーツ団体、個人の育成

9 愛野青少年スポーツ振興基金 10,055 48 47 10,056 　〃　（故愛野代議士遺族寄附が原資）

10 青少年健全育成基金 3,492 14 2,000 1,506 青少年の健全育成事業（寄附金原資）

11 ふるさと人材育成支援基金 30,000 224 2,006 28,218 青少年等人材育成の支援(東亜工機寄附を原資）

12 ふるさと納税基金 0 600 600 図書購入ほか７事業に使用（ふるさと納税寄附金が原資）

3,275,694 271,099 662,577 2,884,216

13 国民健康保険基金（国保会計） 0 0 給付費等の財源補てん（年度間調整）

14 減債積立金（水道事業） 306,963 50,851 203,762 154,052 水道事業企業債償還

15 建設改良積立金（水道事業） 135,613 135,613 水道施設整備資金積立

3,718,270 321,950 866,339 3,173,881

備　考（基金の目的等）

平成２０年度中増減額平成１９年度末
現在高

平成２０年度末
現在高

備　考（交付税措置率等）

平成２０年度中増減額 平成２０年度末
現在高

※定額運用基金を除く積立基金(地方財政状況調査より：出納整理期間中の増減を含む）

普通会計（一般会計）計

(参考資料）平成２０年度決算統計（地方財政状況調査）より

合　　　　計

○地方債（借入金）現在高の状況（元金）

基　　金　　名
平成１９年度末

現在高

合　　　　計

1

会　計　区　分



A （ A ´ ） B C＝ A´ × B D＝ A - C
臨時財政対策債 2,673,815 ( 2,673,815 ) 27.1 100 2,673,815 0
臨時税収補てん債 113,464 ( 113,464 ) 1.1 100 113,464 0
減収補てん債 75

特 減税補てん債 513,731 ( 513,731 ) 5.2 100 513,731 0
臨時財政特例債 10,880 ( 10,880 ) 0.1 100 10,880 0
一般公共（財源対策債等分） 892,374 ( 863,046 ) 9.0 50・80 540,321 352,053

別 旧地域総合整備事業債（財源対策債） 274 ( 274 ) 0.1 100 274 0
一般廃棄物処理事業債（財源対策債） 50
義務教育施設整備事業債（財源対策債） 50

分 臨時地方道整備（地方特定）（財源対策債） 47,063 ( 47,063 ) 0.5 50・100 34,517 12,546
臨時地方道整備 （ふるさと農林道）（財源対策債） 24,815 ( 24,815 ) 0.3 50・100 21,512 3,303
臨時河川等整備（地方特定）（財源対策債） 50
　　　　　（  特  別  分  計  ） 4,276,416 ( 4,247,088 ) 43.4 3,908,514 367,902
補正予算債 603,503 ( 459,822 ) 6.1 50・80 328,824 274,679
臨時地方道整備（地方特定） 260,462 ( 260,462 ) 2.6 30・54.4 110,946 149,516
　　　〃　　 （ふるさと農林道） 136,749 ( 136,749 ) 1.4 30・54.4 66,119 70,630
臨時河川等整備（地方特定） 30・54.4
旧地域総合整備事業債 731,344 ( 730,853 ) 7.4 54.4 397,584 333,760
補助災害復旧事業債 14,757 ( 14,757 ) 0.2 95 14,019 738
単独災害復旧事業債 4,302 ( 4,302 ) 0.1 47.5 2,043 2,259
鉱害復旧事業債 57
かんまん災 57
自然災害防止事業債 14,338 ( 14,338 ) 0.1 28.5 4,086 10,252
一般公共（通常分） 250,726 ( 8,405 ) 2.5 30 2,522 248,204
義務教育施設整備事業債（施設分、用地分） 437,550 ( 437,550 ) 4.4 60・70 286,370 151,180
　　　　　〃　　　　（水泳プール分） 5,610 ( 5,610 ) 0.1 30 1,683 3,927
　　　　　〃　　　　（大規模改造分・単独事業） 104,217 ( 104,217 ) 1.1 30・50 33,939 70,278
　　　　　〃　　　　（給食施設） 50
一般廃棄物処理事業債 20・40・50

平成２０年度末
起 債 残 高

通

総務部　財政課2009/9/25 13:28

 （ 単位 ： 千円、％ ）

○平成２０年度末起債残高の状況（交付税措置額一覧）

実負担
相当額

財源措置
相 当 額

交付税
算入率区

分

構
成
比

事　　　　業　　　　債　　　　名

１１

一般廃棄物処理事業債 20・40・50
辺地対策事業債 690,129 ( 690,129 ) 7.0 80 552,103 138,026
過疎対策事業債 70
地域改善対策特定事業債 80
公園緑地事業債 614,268 ( 614,268 ) 6.2 20・30 181,227 433,041
臨時地方道整備（一般分） 227,114 ( 227,114 ) 2.3 30 68,134 158,980
臨時河川等整備（一般分） 99,848 ( 99,848 ) 1.0 30 29,954 69,894
都市生活環境整備特別対策債 40,347 ( 40,347 ) 0.4 40 16,139 24,208

40
臨時地域基盤整備事業債 30
臨時経済対策事業債 99,328 ( 99,328 ) 1.0 45 44,698 54,630
発展基盤緊急整備事業債 11,425 ( 11,425 ) 0.1 50 5,713 5,712
日本新生緊急基盤整備事業 12,484 ( 12,484 ) 0.1 50 6,242 6,242
緊急防災基盤整備事業債 50
地域活性化事業債 116,050 ( 112,650 ) 1.2 30・50 34,935 81,115
合併特例事業債 50
防災対策事業債 30,388 ( 30,388 ) 0.3 30・50 13,335 17,053
地域再生事業債 ―
住宅宅地関連公共施設整備促進事業債 20

　 30

　　　　　　　　（　小　計　） 4,504,939 ( 4,115,046 ) 45.6 2,200,615 2,304,324
公営住宅建設事業債 126,885 ( 0 ) 1.3 ― 0 126,885
厚生福祉施設整備事業債（普通会計分） ―
社会福祉施設整備事業債（普通会計分） ―

―

転貸債（住宅資金貸付等） ―
公共用地先行取得債 ―

33,830 ( 1,800 ) 0.3 40 720 33,110

地域総合整備資金貸付事業債 ―
市町村振興資金貸付金 ―
公営競技収益金貸付金 ―

18,880 ( 18,880 ) 0.2 100 18,880 0
889,869 ( 889,869 ) 9.0 50 444,934 444,935
16,000 ( 0 ) 0.2 ― 0 16,000

（ 小 計 ） 1 085 464 ( 910 549 ) 11 0 464 534 620 930

一般単独事業債 （一般分のうち上記以外のもの）

そ  の  他   （　上水道出資債　)

そ  の  他   （　一般補助施設整備等事業（一般分）　

常

分

義務教育施設整備事業債
（大規模改造分・補助事業）

そ  の  他   （　調　整　債　)

ふるさと一般農道、ふるさと一般林道
備事業債（単独実施分）

一般単独事業債 （一般分のうち地域経済対策分）

１１

　　　　　　　　（　小　計　） 1,085,464 ( 910,549 ) 11.0 464,534 620,930
　　　 　　　（　通　常　分　計　） 5,590,403 ( 5,025,595 ) 56.6 　 2,665,149 2,925,254

9,866,819 ( 9,272,683 ) 100.0 66.6 6,573,663 3,293,156

※交付税算入率（措置率）

※これは、平成２０年度決算時における一般会計の起債残高と、償還費を普通交付税で算入される額との割合を示す資料である。

合　　　　　　　　計

１１



（単位：円）

※現在高 借入先 借入期間 借入利息

4 1,666,744,552 1,195,724,630 471,019,922 ①4/3 600,000,000 ①4/30 600,000,000 0 財政調整基金 ○4/3～4/30 27 0.30 133,150

5 1,434,043,961 1,497,195,559 407,868,324 ②5/26 500,000,000 500,000,000 財政調整基金 5/26～6/6 0

6 1,539,136,575 1,760,731,022 186,273,877 ②6/6 500,000,000 0 財政調整基金 ○5/26～6/6 11 0.30 45,205

7 1,249,592,583 1,160,408,712 275,457,748 0 0

8 1,548,541,476 1,553,156,855 270,842,369 ③8/25 200,000,000 200,000,000 財政調整基金 8/25～9/8 0

9 2,561,685,266 2,624,612,494 207,915,141 ③9/8 200,000,000 0 財政調整基金 ○8/25～9/8 14 0.30 23,013

④9/25 600,000,000 600,000,000 財政調整基金 9/25～11/7

10 1,511,063,203 1,474,306,453 244,671,891 ⑤10/21 280,000,000 880,000,000 財政調整基金 10/21～3/30 0

⑥10/31 200,000,000 1,080,000,000 減債基金 10/31～3/16

11 1,308,640,764 1,273,678,783 279,633,872 ④11/7 600,000,000 480,000,000 財政調整基金 ○9/25～11/7 43 0.30 212,054

12 1,839,785,565 1,795,572,493 323,846,944 ⑦12/25 200,000,000 680,000,000 財政調整基金 12/25～3/30 0

1 1,523,401,747 1,705,102,206 142,146,485 ⑧1/26 400,000,000 1,080,000,000 財政調整基金 1/26～ 3/30 0

⑨1/30 220,000,000 1,300,000,000 財政調整基金 1/30～3/30

2 1,535,918,254 1,416,678,829 261,385,910 1,300,000,000 0

3 4,726,471,902 3,928,037,431 1,059,820,381 ⑥3/16 200,000,000 1,100,000,000 減債基金 ○10/31～ 3/16 136 0.30 223,561

⑤3/30 280,000,000 820,000,000 財政調整基金 ○10/21～ 3/30 160 0.30 368,219

⑦3/30 200,000,000 620,000,000 財政調整基金 ○12/25～ 3/30 95 0.20 104,109

⑧3/30 400,000,000 220,000,000 財政調整基金 ○1/26～ 3/30 63 0.20 138,082

⑨3/30 220,000,000 0 財政調整基金 ○1/30～ 3/30 59 0.20 71,123

⑩3/30 1,500,000,000 1,500,000,000 ※佐賀銀行 3/30～ 4/3 0

4 597,486,402 1,499,940,412 157,366,371 ⑩4/3 1,500,000,000 0 ※佐賀銀行 ○3/30～ 4/3 5 0.80 164,383

5 3,118,915,283 2,885,290,779 390,990,875 0 0

計
借入
累計 4,700,000,000

返済
累計 4,700,000,000 0 1,482,899

　

一　時　借　入　金　の　状　況
月

鹿島市 総務部 財政課（決算審査資料）

※一般会計予算で認められた一時借入金の限度額（現在高）は、1,500,000千円である。

2009/9/25 13:26○一時借入金の借入状況（平成２０年度）

※例月出納検査（現金出納状況）の数値（全会計）より

日数・利率借入額 返済額

利息計

歳入総額 歳出総額 月末現金残高



鹿島市（一般会計）　財政状況の推移（過去１０年間）

※数値は決算統計資料から

№ ８ 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

1 　 市税（税収） 2,842,342 2,799,211 2,824,658 2,827,182 2,777,776 2,676,141 2,694,475 2,772,972 3,068,142 3,079,266

2 　 地方交付税（計） 5,425,468 5,340,487 5,071,288 4,857,428 4,462,019 4,161,516 4,136,634 4,102,492 4,019,845 4,176,817

3 ・うち普通交付税 4,403,436 4,270,445 4,068,126 3,886,937 3,558,978 3,347,427 3,411,582 3,413,451 3,367,817 3,503,978

4 ・うち特別交付税 1,022,032 1,070,042 1,003,162 970,491 903,041 814,089 725,052 689,041 652,028 672,839

5 臨時財政対策債（一般財源） 176,400 375,000 681,500 492,900 376,800 324,800 294,716 276,042

6 5,425,468 5,340,487 5,247,688 5,232,428 5,143,519 4,654,416 4,513,434 4,427,292 4,314,561 4,452,859

7 歳入（総額） 13,950,229 14,566,200 12,907,045 13,419,206 12,458,447 11,828,900 11,798,033 11,434,078 11,701,345 12,610,812

8 ・うち一般財源（総額） 9,335,980 9,315,160 9,453,431 9,067,837 9,080,403 8,672,975 8,444,006 8,551,246 8,466,938 9,513,907

9 歳出（総額） 13,682,144 14,324,578 12,645,301 13,153,741 12,207,565 11,606,078 11,594,939 11,183,737 11,502,527 11,901,905

(単位：千円）

2009/9/25 13:26

計（地方交付税＋臨財債）

平成２０年度(決算資料）

区　　分

財
政
規
模

10 市債（借入金）残高 13,064,090 13,817,407 13,058,724 12,749,430 12,730,493 12,359,617 11,984,307 11,311,871 10,673,008 9,866,819

11 ・うち臨時財政対策債 176,400 551,400 1,232,900 1,725,800 2,093,341 2,348,442 2,533,401 2,673,815

12 差引（市債残高） 13,064,090 13,817,407 12,882,324 12,198,030 11,497,593 10,633,817 9,890,966 8,963,429 8,139,607 7,193,004

13 基金（積立金）残高 2,812,860 2,927,609 2,722,522 2,707,731 2,923,815 2,933,221 3,123,358 3,095,700 3,275,694 2,884,216

14 　・うち財政調整基金 1,080,897 1,084,953 1,087,278 1,088,049 1,088,928 1,089,801 1,090,543 1,092,058 1,099,638 1,102,185

15 　・うち減債基金 631,709 742,081 793,390 778,141 815,900 951,682 992,658 977,789 1,017,353 591,630

16 　・うち公共施設建設基金 714,127 714,529 455,799 456,290 456,764 482,237 617,786 622,212 726,587 731,161

17 2,830,312 4,129,064 1,698,129 2,537,336 1,295,054 869,677 1,219,194 788,687 1,147,848 949,806

18 経常収支比率（％） 85.8 86.2 88.1 92.9 91.6 96.8 93.4 95.3 93.9 94.2

19 起債制限比率（％） 12.7 12.8 12.7 12.4 12.1 12.1 12.1 12.2 12.0 11.6

20 実質公債費比率（％） 16.7 18.6 18.5 18.1

21 財政力指数（３ヵ年平均） 0.389 0.384 0.382 0.394 0.407 0.423 0.434 0.441 0.442 0.443

22 人口（３月年度末現在） 34,189 33,954 33,882 33,757 33,648 33,352 32,786 32,384 32,038 31,849

23 職員数（人）　※全会計 300 295 294 293 290 285 274 268 261 257

議 数

基
金
残
高

財
政
指
標

投資的経費（建設事業費）

市
債
残
高

24 議員数（人） 24 24 24 22 22 22 22 22 16 16

鹿島市総務部財政課（資料）



 

 国 １７年  就

１２年  業

 調 増 加 率  人

住台 21･3･31  口

基帳 20･3･31

2,235 520,537

公 債 費 負 担 比 率

 ４ 翌年度へ繰越すべき財源 (Ｄ)

 ３ 歳入歳出差引額         (Ｃ)

 ２ 歳  出  総  額         (Ｂ)

 １ 歳  入  総  額         (Ａ) 11,700,460 12,610,812

11,501,642 11,901,905

198,818 708,907

 ５ 実質収支(C)-(D)        (Ｅ) 196,583 188,370

△ 19,799 △ 8,213

 介護保険

 し尿処理

伝染病関係

2.6%

16.4%

事務の共同
処理の状況

 ごみ処理

(△2.58%)

(△4.95%)

実 質 公 債 費 比 率 18.1%

79.4%

11.6%

15.0%

将 来 負 担 比 率

起 債 制 限 比 率

Ⅰ－１

種 地

Ｉ－２

112.10k㎡

第 ２ 次第 １ 次 第 ３ 次

  2,820人

公 債 費 比 率

  4,325人   9,368人

区           分 平成19年度

 ６ 単 年 度 収 支         (Ｆ)

指定団体
等の状況6,239,204千円

実 質 収 支 比 率

基 準 財 政 需 要 額

基 準 財 政 収 入 額

標 準 財 政 規 模

平成20年度

31,849人 国  調    17.7％

32,098人

財 政 力 指 数

2,732,490千円

 　29.3％    52.9％

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

区分 指数等

 低開発地域

－%

－%

地区人口

  3,022人   4,995人   9,027人

7,283,305千円

0.443

 35･10･1以降の合併状況

 33,215人    17.1％  　26.2％    56.7％

  △3.3%

都 道 府 県 名

１２年

 コ－ド番号

 鹿 島 市  種 地  区 分

人 口 密 度
人口集中 産      業      構      造

  9,814人

区 分

１７年

2009/9/25 16:03

4 1 2 0 7 4  市 町 村 類 型

決 算 状 況  ふりがな  かしまし  20年度交付税

平 成 20 年 度

佐 賀 県

 市町村名

296人   9,659人 国  調

 32,117人 287人

人 口 面 積

(14人)

職員数 千円

(人) 千円

9 世帯

11 人

15 円

0 円

H19 ･ 7 ･ 1

収  支  額 (千円)

被保険者一人当り保険税調定額 (現年)

普通会計からの繰入額(千円)

加入世帯数 (年平均)

被保険者数 (年平均)

一世帯当り保険税調定額 (現年)

改定実施

特 別 職 等

積 立 金 現 在 高

内財政調整基金

公 債 費 負 担 比 率

上 水 道 有 57,592 46,745

の 有 無

199,989

99,627

593,000円

416,000円

350,000円

331,000円

公

営

事

業

の

状

△ 317,911

317,718

5,030

10,097

国民健康保険 無

老人保健医療 無 △ 6,201 31,388

△ 317,911 317,718

751,589

（千円）  繰入金  (千円)
事 業 名

法 適 用 収 支 額 普通会計からの

100,000

合 計 214 71,769

   議  会  議  員

    消  防  職  員

335,369

   議  会  議  長

8,373

 ８ 繰 上 償 還 金         (Ｈ) 8,287 66,987

    教 育 公 務 員 3 1,239 413,000

(334,222)

 ９ 積立金取りくずし額     (Ｉ) 126,000

国

保

会

計

の

状

   議 会 副 議 長

    臨  時  職  員

公 共 下 水 道 無 0

364,043    教    育    長 H16 ･ 1 ･ 1

H19 ･ 7 ･ 1

H19 ･ 7 ･ 1

 10 実質単年度収支         (Ｊ)
         (F)+(G)+(H)-(I)

△ 4,649 60,226

一 般 職 員 等

区 分
職員数（Ａ） 給料月額（Ｂ）

 (単位：人)

１人当り支給月額
(B)/(A)
　　（単位：円） (単位：千円)

一人当り平均給料

伝染病関係

 ふるさと市町村圏

2,884,216千円

 電    算

地 方 債 現 在 高

収 益 事 業 収 入 額

内減債基金

区 分
年 月 日

H17 ･ 10 ･ 1

内その他特目基金

9,866,819千円

（報　酬）月　額

1,102,185千円

16.4%

591,630千円

1,190,401千円

631,000円H17 ･ 10 ･ 1

183,866千円

 火 葬 場

(216) (72,192)

132,863 ７ 積    立    金         (Ｇ)

うち技能労務職 23

334,265 　 副　　市　　長

可 処 分 資 産 額

   市          長

（ ） は 前 年 度 211 70,530

    一  般  職  員

債 務 負 担 行 為 額

778,000円

 常備消防

 後期高齢者医療

101,452

2 円

0

※「歳入総額」欄及び「歳出総額」欄には、地方財政状況調査に基づく純計を計上している。
※「標準財政規模」欄には臨時財政対策債を含まない金額を計上している。
※職員数、給料及び報酬は、平成21年年4月1日現在を計上している。

被保険者一人当り費用 308,814

谷田工場団地 無 0 14,292

後期高齢者医療 無
状

況 1,446 398,005
状

況



                                            （単位：千円、％）

経常収

支比率

2,206,896 24.9

1,333,671 16.1

2,155,210 9.3

1,586,267 20.2

1,584,784 20.2

1,483 0.0

5,948,373 54.5

977,077 9.6

42,956 0.5

1,637,204 11.9

740,038 9.1

269,780 0.0

229,959 0.0

1,846,750 17.7

949,806

23,923

949,806

内 362,570 ％

465,904

訳 121,332 千円

2009/9/25 16:03平成20年度

経 常 一 般

財 源 等

18.5

11.2

1,843,570

672,625

115,952

79,460

1,556,015

910,767

2,744 0.0 2,744 0.0

 地方消費税交付金

3,079,266

141,312

12,085

1,959

 地  方  税

 地方譲与税

 利子割交付金

 株式等譲渡所得割交付金

 配当割交付金

経 常 一 般

財 源 ( Ｋ )

市 町 村 名 鹿 島 市 類 型

区 分

270,041

5.3

Ⅰ － １

45,553

4,176,817

3,503,978 27.8 3,503,978

決 算 額 構 成 比

33.1

23,006

672,839

7,762,482

6,748

363,190

61.6

0.1

2.9

0.9

24.4

1.1

0.1

0.0

2.2

0.4

3,503,978

0.0

5.6

0.6

12.3

7.2

0.2

3,079,266

141,312

12,085

1,959

270,041

45,553

3,743

7,089,643

6,748

12,995

3.8

0.6

49.3

49.3

0.0

99.7

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.0

0.0

 人    件    費

う ち 職 員 給

  うち 人件費

 普通建設事業費

 補    助

 単    独

 県工事負担金

(Ｋ)の

構成比
区 分

 維 持 補 修 費

43.3

2.0

0.2

0.0

決 算 額 構成比
一 般

財 源 等

 補  助  費  等

 扶    助    費

 公    債    費

元利償還金

一時借入金利子

小 計

1,190,860

13.8

18.1

13.3

13.3

0.0

687,541

1,494,082

1,492,599

1,483

3.0

2.3

1.9

15.5

0.0

0.2

8.0

3.9

1.0

2,049,720

1,220,689

694,134

1,561,069

1,559,586

1,483

4,304,923

331,725

12,662

331,725

284,002

8,882

38,841

4,025,193

709,447

内

訳

49.9

8.2

 前年度繰上充当金

774,384

37,654

1,417,529

6.2 727,420

 積    立    金

 投資及び出資金貸付金

うち一部事務組合

0.4

経常一般財源（歳出）

1,310,302

臨時財政対策債を含まない率

97.8

94.2 ％
 投 資 的 経 費

37,654

876,693

245,700

8.0

14,959

1,678,126 繰    出    金

  小    計

 交通安全交付金

 分担金･負担金

 使  用  料

 自動車取得税交付金

 地方交付税

 普  通

 特  別

地方特例交付金

 手  数  料

 国庫支出金

 都道府県支出金

 財 産 収 入

 寄  附  金

 繰  入  金

1,800

性      質      別      歳      出歳                        入

経常収支比率

6,959,289

32,705 0.3 0.432,705  物    件    費

706,136

千円

※

※ 千円

　

4.6 1.2

△ 3.9 12.7

0.1 30.9

△ 19.3 6.0

1.9 0.5

△ 10.3 9.4

2.4

　特別土地保有税 　 10.4

4.2 3.6

 入  湯  税 4.2 9.6

内  都市計画税 0.0

 水利地益税 13.3

訳  共同施設税

0.4 100.0

市 個  50,000円  ～

民 人

税 分

100.0 8,805,000

一般財源等総額（歳入）

(7,389,320)

1,584

2,967,520

 3,000,000円

14.7/100

適 用 税 率 の 状 況

　

9,513,907
合 計 11,901,905

558,042 0.0

合 計 12,610,812 100.0 100.0

合        計 3,079,266

民

税

市均 等 割

100.0

　

基準税額
×100/75

1,584

決 算 額

個人分

/

市 町 村 税

市町村

民  税 法人分

標準税率に

1.6

2.6 149

0.0

0.0

 災害復旧事業費 0.0198,818 繰  越  金

 諸  収  入

7,113,278

9.6

増 減 率

4.4 (276,042) 地  方  債

1,009,692

295,694

区 分

1,427,437

超過課税分

収入済額

99,249

986,849

37,532

構成比 一般財源等

  議    会    費

  総    務    費

構 成 比

32.8

3,677,606

709,354

60,225

1,114,740

目 的 別 歳 出

140,165

1,514,418

区 分 決 算 額

389,274

1,586,267

287,909

1,242,034

428,175

1,141,012

  消    防    費

8,805,000

140,165

1,306,237

1,914,969

622,872

15,225

734,744

122,167

1,013,057

  民    生    費

  衛    生    費

  労    働    費

  農 林 水 産 業 費

  商    工    費

  土    木    費

  教    育    費

  災 害 復 旧 費

  公    債    費

  諸  支  出  金

985,221

1,561,069

  前年度繰上充用金

合          計

現     年

課 税 分

0.0

11,901,905136,781

滞     納

 3,000円

  市  民  税

市 税 計

96.8%

96.8%  固定資産税対する比率

人

7.9%

90.2%

86.0%

徴

収

率

区 分 合 計
繰 越 分

12.3%

所 得 割

均 等 割

法 人 税 割

固 定 資 産 税

法

48.7

7,389,320

経常一般財源（歳入）

328,396

0.0

0.1

0.1

0.0

　軽自動車税

263,029

0.2

2.4

1,498,755

74,777

旧法による税

191,772

 宅地開発税

　市町村たばこ税

　鉱  産  税

分

目 的 税

0.0

6.2

0.0

純固定資産税

交納付金

固  定

資産税

0.0

207,953

0.0

7,4757,475

74,294

※地方債（　）書きは臨時財政対策債発行額。
※合計（　）書きは臨時財政対策債を含む経常一般財源（歳入）の額。

1.5/1001.00   市  税  計 97.3% 9.4% 89.4%固 定 資 産 税
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Ⅱ．一 般 会 計 

1款．議会費  （１項）議会費 

 本格的な地方分権時代にあって、地域分権の推進を踏まえ、市民生活の更なる向上を図るため、条例、予

算関連議案や市政の重要な課題について積極的かつ慎重な審議を行った。また、議会だよりの発行や定例

会や臨時会の会議録を鹿島市のホームページに掲載し、議会情報の提供に努め、議会への関心を高めた。 

○議会費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 議会定例会・臨時会の開催 
所管課 議会事務局 

費 目 議会費 

事業費 

（千円） 
136,333 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    136,333 

事業内容 

住民福祉の向上、地域の活性化等様々な課題に適切に対処していくために、議会に上程された案件に

ついて審議を行った。 

○平成２０年度における本会議開催状況 

議会名 会    期 会期日数 本会議 委員会

 ６月定例会 ６月６日～２０日 １５  ５ １ 

 ７月臨時会    ７月２９日 １  １  

 ９月定例会 ９月５日～２６日 ２２  ６ ３ 

１２月定例会 １２月５日～２４日 ２０  ７ １ 

１月臨時会 １月２９日  1  １  

３月定例会  ２月２７日～３月２４日 ２６  ７ ４ 

合 計  ８５  ２７ ９ 

  

○議決状況 
 付   議   事   件 

議
決
件
数
計 

結     果 

市 長 提 出 議 員 提 出 

選

挙

原
案
可
決 

原
案
同
意 

承

認 

認

定 

継
続
審
査 

否

決 

そ

の

他 

条 

例

予 

算

決 

算

そ
の
他

報 

告

条 

例

意
見
書

決 

議 

そ
の
他

６月定例会 １ ２  ７ ３  ４    17 ８  ６    ３

７月臨時会  １         1 １       

９月定例会 ４ ５  ７  １  １    18 10   １ ６  １

12 月定例会 ６ ４ ６ ９ １  1 1   28 10 ３  ６ ６  ３

１月臨時会 ３    ３       ６ ６       

３月定例会 ６ 18  ２       26 26       

合   計 20 30  13 21 ５  ６ １   ９６ ６１ ３ ６ ７ １２  ７

  

○請願の審議結果 

区 分 
件    数 審  議  結  果 

新 規 継 続 合 計 採 択 不採択 撤 回 継続審査 審議未了

６月定例会    １  １ １     

合  計 １  １ １     
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○議会費の主な事業（続き）   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 常任委員会及び特別委員会による行政視察
所管課 議会事務局 

費 目 議会費 

事業費 

（千円） 
2,956 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    2,956 

事業内容 

各常任委員会及び特別委員会委員による行政視察を行い、全国の各自治体における取組みを参考と

して、市政施策への有効な活用と方策を考察した。 

 

委員会名 視察日 視察先 視察事項 

議会運営委員会 

８月２１日 湯河原町(神奈川県) 議会基本条例の制定とその後の対

応、議会運営・改革について 

８月２２日 鉾田市 (茨城県) 議会基本条例の制定とその後の対

応、議会運営・改革について 

文教厚生産業委

員会 

１０月１４日 旭工業株式会社、トヨタ

紡織猿投工場(愛知県)

会社訪問及び施設視察  

１０月１５日 飛騨市(岐阜県) 子育て支援手帳について 

１０月１７日 伊賀市(三重県) 農林業、商工業分野等の創業者、

起業者支援について 

伊賀の里モクモク手づ

くりファーム(三重県) 

施設視察 

総務建設環境委員

会 

１１月１２日 西予市(愛媛県) 卯之町のまちなみ保存及び宇和米

博物館について 

１１月１３日 新居浜市(愛媛県) 行政評価システムについて 

１１月１４日 倉敷市(岡山県) 倉敷川畔伝統的建造物群保存につ

いて 

交通体系等特別委

員会 

７月 ８日 水俣市(熊本県) コミュニティバスの運行について 

７月 ９日 菊池市(熊本県) コミュニティバス、乗り合いタクシー

の運行について 

７月１０日 由布市(大分県) コミュニティバスの運行について 

人口増対策特別委

員会 

平成２１年 

２月 ９日

多久市(佐賀県) 多久市定住促進条例、定住促進事

業について 
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○議会費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 議会だよりの編集及び発行 
所管課 議会事務局 

費 目 議会費 

事業費 

（千円） 
877 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    877 

事業内容 

 

○かしま議会だよりの発行(年４回) 

毎号各議員より原稿を寄稿してもらい、議員のみで構成す

る議会だより編集委員会(３名)を中心に本会議における審議

状況、各委員会活動について読みやすい紙面づくりに取り

組み、地域住民と議会を結ぶ情報誌として議会活動をわかり

やすく広報するよう務めた。 

Ａ４版(１２ページ) １０,６００部を市内全世帯及び県内外

市議会ほか主要関連機関に配布。  
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２款．総務費 （１項）総務管理費 

 

○総務費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（総務管理事業） 

一般管理事業 
所管課 総務部 調整室 

費 目 一般管理費 

事業費 
（千円） 355 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    355 

事業内容 

○ ハイブリッド車の賃貸借 

２０１２年の京都議定書による二酸化炭素排

出量の削減が求められており、庁用車の更新時

に、低燃費のハイブリッド車を導入した 

：契約相手（導入）…西九州トヨタ自動車（株）

（リース）…（株）キューコーリース 

５年間  ４４，４１５〔円/月〕（税込） 

事業名 
（総務管理事業） 

庁舎管理事業 

所管課 総務部 調整室 

費 目 庁舎管理費 

事業費 
（千円） 60 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    60 

事業内容 

○ 遊歩道外灯改修工事 

中川沿いの遊歩道に、防犯灯が設置してある

が、公園の木が繁っていたため、市民会館西側

の中川沿い遊歩道にある外灯を移設した。 

：契約相手  （株）宮園電工 

 

 

事業名 
（総務管理事業） 

市民会館管理事業 

所管課 総務部 調整室 

費 目 市民会館費 

事業費 
（千円） 116 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    116 

事業内容 

 

市民会館は、建設されて約４０年が経過し

て、全体的に老朽化している。また平成２１年

度より、指定管理者による管理・運営に移行す

るため、検討・協議を行い、かしま市民立楽修

大学を指定管理者に指定した。 

平成２０年度は、引渡しをするために施設の

修繕および備品の整備を行った。 

 

 

 
金額

（千円）
備考 

需用費 

（修繕料） 
８６

ターボ冷凍機パッキン製作

加工修理など 

備品購入費 ３０ 圧力鍋など 
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○総務費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（総務管理事業） 

ふるさと納税推進事業 

所管課 総務部 調整室 

費 目 ふるさと納税推進費 

事業費 
（千円） 681 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   600 81 

事業内容 

 
平成２０年度の地方税法の改正により、都道府県・市区

町村に対する寄附金税制が拡充され、｢ふるさと納税制度｣

が創設された。 
市民および鹿島市出身の市外居住者からの寄附の受け

入れのため、「鹿島市ふるさと納税基金」を設け、寄附金

を活用し、特色ある鹿島のまちづくりを行うこととした。

平成２０年度中は、７名から計６０万円の寄付が寄せら

れ、平成２１年度において、各事業に活用することとした。

寄附金の活用事業 金額 

図書の整備 10 万円

公園の整備 10 万円

海の森の整備 5 万円

文化財の保護 10 万円

郷土芸能振興 5 万円

ガタリンピック開催 3 万円

少子化・高齢化対策 17 万円

合計 ６０万円

事業名 
（総務管理事業） 

定額給付金交付事業 

所管課 総務部 調整室 

費 目 定額給付金交付費 

事業費 
（千円） 4,549 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

4,545    4 

事業内容 

 
国の生活対策のひとつとして、家計への

緊急支援を行うことを目的とし、あわせて

地域の経済対策に資するために、定額給付

金交付事業を行った。 
交付対象世帯数および交付予定金額は、

平成２１年２月１日基準日時点で、１０，

６００世帯，４９８，９４８千円となって

いる。 
なお、交付については、平成２１年度へ

繰越し、４月１日から１０月１日までの申

請受付により交付することとしている。 
 

 金額（千円） 備考 

賃金 172 臨時職員 1 人 

消耗品 349 申請書受付事務用品 

印刷製本費 290 定額給付金申請書、送

付用・返信用封筒等 

通信運搬費 3,231 申請書郵送代(簡易書

留) 

委託料 507 管理システム作成、申

請書等封入封緘 

合計 4,549  
 

○総事業費 

《給付事業費》 対象者（人） 金額（千円） 備考 

（１９歳～６４歳） 17,784 213,408 支給額： 12,000〔円/人〕 

（１８歳以下、６５歳以上） 14,277 285,540 支給額： 20,000〔円/人〕 

計 32,061 498,948  

《事務費》 18,795  

合計 517,743  
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○総務管理費の主な事業（続き）   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 文書管理（ファイリング）事業 
所管課 総務部 総務課 行政係 

費 目 一般管理費 

事業費 

（千円） 
1,733 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    1,733 

事業内容 

 

公文書は、市民との共有財産との意識のもと、 

文書の発生から保存、廃棄にいたるまで、文書の 

適正な維持・管理、さらなる活用のために、ファイ 

リング講師による全課・全職員を対象とした年２回 

の事前研修、年１回の実地指導を行った。 

 また、前期の各課確認は、職員で構成する自主 

管理委員会による実地確認を行った。 

 平成１１年度から始まったファイリング講師を招い 

ての、文書管理事業は最終年度となり、平成２１年 

からは、職員による自主管理へと完全移行する。 

 

・前期事前研修 ５月２７日 

  各課実地確認（職員自主管理委員会による） 

  ６月２７、７月２、４日（３日間） 

 

・後期事前研修 １２月１２日 

  各課実地指導（ファイリング講師による） 

  １月１５日～１６日、２８～３０日 

  （５日間） 

 

事業名 交通安全対策費 
所管課 総務部 総務課 消防交通係 

費 目 交通安全対策費 

事業費 

（千円） 
3,027 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    3,027 

事業内容 

平成２０年度は、交通安全の啓発・普及に関する事業と

して次の事業を行った。 

１．春、夏、秋、冬の交通安全運動期間中における諸事業

２．交通安全対策に関する会議、研修会の実施 

３．交通安全指導員の研修及び視察研修 

４．高齢者を対象としたシルバーリーダー養成研修会の開

催 

５．チャイルドシートの購入（６台）及び無料貸出し事業

６．幼児・児童を対象とした交通安全教室の開催 

７．交通安全啓発のチラシの作成、配布 

８．交通安全施設等の設置に関する要望受付 

 

 

 

 

 

 

 

○交通安全教室 
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○総務管理費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 杵藤広域市町村圏負担金 
所管課 総務部 企画課 企画係 

費 目 企画費 

事業費 

（千円） 
13,146 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    13,146 

事業内容 
○杵藤広域総務費負担金       12,500 

○杵藤広域庁舎建設費負担金      646 

事業名 地方バス路線維持 
所管課 総務部 企画課 企画係 

費 目 企画費 

事業費 

（千円） 
25,151 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 5,376   19,775 

事業内容 

地域における公共交通機関としてのバス路線の運行を確保し、地域住民の福祉の向上と地域の活性

化を図るため、廃止路線・生活路線の運行を行う補助対象事業者（乗合バス事業者）に対し、運行費補

助金交付要綱により、補助金を交付しました。 

○事業内訳 
 

№ 事 業 名 事業費（千円） 事 業 概 要 

１ 廃止路線代替バス運行費補助金 15,652 8路線10系統（運行費補助及び欠損補助）

２ 生活交通路線維持費補助金 9,499 4 路線 6 系統（運行費補助） 

○鹿島ＢＣの様子 ○バス運行の様子 

 

 

事業名 
ふるさと創生基金積立金（生活対策臨時交付

金） 

所管課 総務部 企画課 企画係 

費 目 企画費 

事業費 

（千円） 
35,700 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

35,700     

事業内容 ○生活対策臨時交付金をふるさと創生基金へ積立、２１年度事業に活用する。 
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○総務管理費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

業名 地域活性化・国際交流事業 
所管課 総務部 企画課 企画係 

費 目 地域振興費 

事業費 

（千円） 
13,002 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   9,101 3,901 

事業内容 

○地域活性化推進事業（45,739） 

ふるさと活性化事業では、年々申請件数が多くなっており、地域活性化の取り組みが定着しつつある。そ

こで、今年度は假屋﨑省吾特別花展を含む７件の申請があった。 

№ 事  業  名 事業費 事 業 概 要 

１ コミュニティ助成事業 5,000 下記の 2 事業へ交付 

(1) 本城区公園整備 (2,500) ベンチ、テント等の設置 

(2) 新籠区遊具設置 (2,500) ブランコ、滑り台等の設置 

２ まちづくり活動事業交付金 780 下記の 2 事業へ交付 

(1) 第２４回鹿島ガタリンピック (680) 第２４回鹿島ガタリンピックの開催 

(2) 
県立鹿島実業高等学校バレー部 

全国大会出場 
(100) 鹿実バレー部が全国大会に出場 

３ ふるさと活性化事業奨励金 3,700 下記の５事業へ交付 

(1) 第８回花と酒まつりと第２回まちなかミュージアム (500) 重伝建地区の浜宿で地域活性化のイベントを開催 

(2) 「能古見百景パート３」出版事業 (300) 自然豊かな能古見の風景を紹介 

(3) 第 2 回酒蔵音まつり (500) 東の蔵（重伝建）を利用した音を絡めたイベントの開催

(4) かしま童謡の郷づくり (600) 童謡やそれに係る講演会の開催 

(5) 東京で見つけた鹿島出版事業 (300) 東京都鹿島の関りをまとめた本の出版 

(６) (第 2 回)郷土活性化事業 (500) 商店街活性化のため「ほとめき祭」を開催 

(７) 
春繚乱 

花と咲け假屋﨑省吾肥前浜宿酒蔵通りに挑む 
(1,000) 浜宿での假屋﨑省吾の花展の開催 

 

○新籠区遊具設置（コミュニティ助成事業） 

 

○東京で見つけた鹿島出版事業（ふるさとづくり交付金）

 

 ○国際化推進事業（2,963） 

友好結縁を締結している全羅南道高興郡より郡守をはじめ芸術団を含めた２６人が来日、釜山外大から

は総長をはじめ学生等４８人が来日されました。１１月には鹿島市からも民間を含む１１人で「高興郡民の

日」に表敬訪問を行いました。 

№ 事  業  名 事業費 事 業 概 要 

１ 日韓交流事業交付金 1,700 第２４回鹿島ガタリンピック 

２ 定期訪韓交流事業 658 高興郡・釜山外大を訪問 
 

○第２４回鹿島ガタリンピック 

 

○定期訪韓交流事業（高興郡：表敬訪問式にて） 
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○総務管理費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 情報システム管理一般経費 
所管課 総務部 企画課 情報統計係 

費 目 情報システム管理費 

事業費 

（千円） 
61,456 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   500 60,956 

事業内容 

鹿島市における情報システムは、大きく次の３つに分類されます。 

①住民情報系システム 

住民票、印鑑証明、税情報などのオンラインシステムが平成 4 年 1 月より稼動しています。これらの大規

模なシステムは、杵藤電子計算センタ－の共同処理により開発・運用しています。 

②内部情報系システム 

  財務会計オンラインシステムが平成 4 年 4 月より稼動しています。平成 13 年度には、財務会計システム

を行政情報システムと共有統合して庁内 LAN システムを構築しています。その後、パソコンの導入整備

を年度ごとに行っています。今年度は新規に５０台導入し全体で約２５０台が庁内 LAN システムに接続し

ています。 

③地域情報系システム 

  インタ－ネットを活用した行政情報提供システムの構築を推進しています。平成 13 年 10 月に「藤津・鹿

島地区テレトピア計画」を策定し、平成 14 年 3 月に総務省から「テレトピア地域」の指定を受けました。 

○内部情報系システムの強化（庁内情報共有システムの構築および情報セキュリティの強化） 

今年度の事業は、これまでの内部情報系システムの問題点を整理し、ネットワークセグメント構築を行い

より多くの端末を庁内 LAN へ接続する事が可能となりました。                       ４００ 

○杵藤広域電算センタ－運営負担金                                   ４２，４１８ 

○佐賀県公共ネットワ－ク運用管理負担金                                 １，３４０ 

事業名 地域情報通信基盤整備事業 
所管課 総務部 企画課 情報統計係 

費 目 情報システム管理費 

事業費 

（千円） 
56,170 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

18,427  37,300    443 

事業内容 

○地域情報系システム（地域情報化） 

地域情報系システムの基盤整備はＣＡＴV 網により整備をしています。 

中山間地域等の条件不利地域は地理的・地形的な制約や採算性等の理由から民間事業者による情報

網整備が容易に進まない現状にあります。 

そこで、地域間の情報格差の是正や地域の活性化を図るため地域情報通信基盤整備事業として条件

不利地域に対し光ファイバーによるケーブルテレビ情報網の延伸整備を行いました。 

整備を行った地区は、山浦・竹ノ木庭・鮒越・金原・広平地区で、延伸距離は約１１Ｋｍ、新たに２８３世帯

がケーブルテレビ及びブロードバンド通信が接続可能となりました。 

現段階では、市全体のカバー率は約９８％、加入率は約３０％です。 

  ①設計・施工監理 3,217 ②ケーブル敷設工事 52,512 ③電柱補強に関する手数料 387 

○ 地域情報通信基盤整備（光送受信設備） 

 

○地域情報通信基盤整備（ノードアンプ機器） 
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２款 総務費（２項）徴税費 

市税の賦課徴収業務については、「公平で適正な課税・徴収」を基本理念として、業務運営を行った。 

賦課に関する事業として、住民税の税制改正に伴い、住民税の公的年金からの特別徴収が平成２１年１０

月から実施されることとなった。これに対応するためにエルタックス（公的年金の特別徴収）システムの導入を

行い、本稼動に向けた準備を行った。固定資産税については、平成２１年度の評価替に向けて不動産鑑定

士による路線価の見直し作業、H１９年撮影の航空写真による地目照合作業など評価替えに向けた準備を行

った。 

徴収においては、収納率向上のため更なる納税相談の徹底と徴収活動の強化を図った。国保税滞納者を

対象とした納税相談の回数を増やすとともに、徴収強化月間を設定し、市民部合同及び部課長による臨戸徴

収などを強化した。また、徹底した滞納者の財産調査を行い、差押等滞納処分を行うとともに、悪質な滞納者

に対しては、捜索、動産差押、タイヤロックを行った。差し押さえた動産は、インターネット公売や公売会を通じ

て換価した。その他、滞納者情報の一元管理、滞納事務作業の軽減・省力化及び迅速な滞納処分の行使等

を目的として滞納管理システムを導入した。 

１．市税決算状況 

 平成２０年度の市税及び国民健康保険税の収納率は、第一次産業の不振、景気後退等の影響により主要

税目で平成１９年度より減となった。市税は、現年度課税分で０．１４ポイント減の９７．３０％、過年度分を含め

た全体では０．７２ポイント減の８９．４０％となった。現年度分の税目では、個人市民税が０．０９ポイント、法人

市民税が０．１１ポイント、固定資産税が０．１０ポイント、軽自動車税が０．２６ポイントそれぞれ減となった。 

 また、国民健康保険税は、現年度課税分が１．１６ポイント、過年度分を含めた全体では２．７０ポイントの減と

なった。 

【市税収納状況】                                            H２１．５月末現在 

科   目 予算額 調定額 収入額 収入未済額 不納欠損額 滞納繰越額 収納率

款 項 目 節 （Ａ）千円 （Ｂ）円 （Ｃ）円 （Ｅ）＝（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ）円 （F）＝（E）－（D） （Ｃ）/（Ｂ）

1   市     税 3,056,660 3,444,267,128 3,079,266,519 365,000,609 25,394,646 339,605,963 89.40

  1   市 民 税 1,295,260 1,418,038,788 1,305,386,290 112,652,498 7,188,642 105,463,856 92.06

     1  個    人 1,010,000 1,119,471,388 1,009,691,690 109,779,698 6,868,642 102,911,056 90.19

      １ 現年課税分 1,000,000 1,031,682,000 998,907,366 32,774,634 0 32,774,634 96.82

      ２ 滞納繰越分 10,000 87,789,388 10,784,324 77,005,064 6,868,642 70,136,422 12.28

     2  法    人 285,260 298,567,400 295,694,600 2,872,800 320,000 2,552,800 99.04

      １ 現年課税分 285,000 296,395,000 295,569,100 825,900 0 825,900 99.72

      ２ 滞納繰越分 260 2,172,400 125,500 2,046,900 320,000 1,726,900 5.78

  2   固定資産税 1,496,400 1,749,726,541 1,506,230,230 243,496,311 17,087,104 226,409,207 86.08

     1  固定資産税 1,489,000 1,742,251,341 1,498,755,030 243,496,311 17,087,104 226,409,207 86.02

      １ 現年課税分 1,475,000 1,530,297,100 1,482,021,150 48,275,950 0 48,275,950 96.85

      ２ 滞納繰越分 14,000 211,954,241 16,733,880 195,220,361 17,087,104 178,133,257 7.90

     2  交・納付金 7,400 7,475,200 7,475,200 0 0 0 100.00

  3  1  軽自動車税 73,600 83,145,900 74,294,100 8,851,800 1,118,900 7,732,900 89.35

     １ 現年課税分 72,000 75,659,700 72,964,000 2,695,700 0 2,695,700 96.44

      ２ 滞納繰越分 1,600 7,486,200 1,330,100 6,156,100 1,118,900 5,037,200 17.77
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  4   市たばこ税 190,000 191,772,349 191,772,349 0 0 0 100.00 

  5  入 湯 税 1,400 1,583,550 1,583,550 0 0 0 100.00 

 （再掲）        

現年課税分 3,030,800 3,134,864,899 3,050,292,715 84,572,184 0 84,572,184 97.30 

滞納繰越分 25,860 309,402,229 28,973,804 280,428,425 25,394,646 255,033,779 9.36 

 

【国民健康保険税収納状況】 

科   目 予算額 調定額 収入額 収入未済額 不納欠損額 滞納繰越額 収納率 

款 項 目 節 （Ａ）千円 （Ｂ）円 （Ｃ）円 （Ｄ）＝（Ｂ）－（Ｃ） （Ｅ）円 （Ｆ）＝（E）－（D） （Ｃ）/（Ｂ）

1 1 国民健康保険税 946,002 1,279,780,652 954,042,750 325,737,902 39,258,001 286,479,901 74.55 

   １一般被保険者分 885,251 1,204,265,869 885,878,042 318,387,827 37,974,666 280,413,161 73.56 

   医療給費分 667,150 945,617,585 669,879,413 275,738,172 34,694,024 241,044,148 70.84 

     １ 現年課税分 643,000 702,800,004 647,332,173 55,467,831 0 55,467,831 92.11

     ３ 滞納繰越分 24,150 242,817,581 22,547,240 220,270,341 34,694,024 185,576,317 9.29

   後期高齢者支援金分 138,001 150,234,792 138,377,652 11,857,140 0 11,857,140 92.11

     １ 現年課税分 138,000 150,234,792 138,377,652 11,857,140 0 11,857,140 92.11

     ３ 滞納繰越分 1 0 0 0 0 0 - 

   介護給付金分 80,100 108,413,492 77,620,977 30,792,515 3,280,642 27,511,873 71.60

     １ 現年課税分 78,000 85,474,058 75,962,683 9,511,375 0 9,511,375 88.87

     ３ 滞納繰越分 2,100 22,939,434 1,658,294 21,281,140 3,280,642 18,000,498 7.23

   ２退職被保険者分 60,751 75,514,783 68,164,708 7,350,075 1,283,335 6,066,740 90.27

   医療給費分 42,700 53,924,218 47,468,611 6,455,607 1,183,262 5,272,345 88.03

     １ 現年課税分 42,000 46,459,896 45,577,860 882,036 0 882,036 98.10

     ３ 滞納繰越分 700 7,464,322 1,890,751 5,573,571 1,183,262 4,390,309 25.33

    後期高齢者支援金分 8,001 9,918,708 9,730,403 188,305 0 188,305 98.10

     ２ 現年課税分 8,000 9,918,708 9,730,403 188,305 0 188,305 98.10

     ３ 滞納繰越分 1 0 0 0 0 0 - 

   介護給付金分 10,050 11,671,857 10,965,694 706,163 100,073 606,090 93.95

     ２ 現年課税分 10,000 11,041,342 10,812,782 228,560 0 228,560 97.93

      ３ 滞納繰越分 50 630,515 152,912 477,603 100,073 377,530 24.25

 （再掲）           

現年課税分 919,000 1,005,928,800 927,793,553 78,135,247 0 78,135,247 92.23 

滞納繰越分 27,002 273,851,852 26,249,197 247,602,655 39,258,001 208,344,654 9.59 
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 ２ 収入未済額の処理状況 

            単位：上段件、下段千円 

区分 
市県民税 

固定資産税 国保税 軽自動車税 計 実件数 
個人 法人 

差押（参加） 
52  1  50 52 13 168  

71  
12,263  470  24,560 28,456 132 65,881  

交付要求 
12  0  29 14 8 63  

37  
989  0  56,578 4,083 123 61,773  

納付誓約 
12  0  6 7 4 29  

18  
23,543  0  1,035 4,212 241 29,031  

執行停止 
78  0  88 141 67 374  

249  
5,998  0  39,933 20,222 765 66,917  

その他 
22  0  16 13 4 55  

43  
458  0  1,041 788 26 2,313  

合計 
176  1  189 227 96 689  

418  
43,251  470  123,147 57,761 1,287 225,916  

 

※ その他： 時効中断の措置を行っているもの 

上段：件数（税目ごとの実数）、下段：金額 

 

３ 滞納処分（差押え）の実施状況 

（単位:件、千円） 

区分 不動産 動産 
所得税

還付金

生 命 

保 険 
預貯金

賃 貸 

借 料 

電 話 

加入権 
計 

前年度繰越 56 4 0 12 2 0 14 88 

H20 年度実績 0 13 40 2 17 0 0 72 

H20 年度解除 2 16 40 2 17 0 1 78 

累 計 件 数 54 1 0 12 2 0 13 82 

H  20 年 度 

充 当 金 額 
0 2,965 1,014 340 1,681 0 769 6,769 

 



 - 27 -

 

○徴税費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 エルタックス（公的年金特別徴収）導入事業 
所管課 市民部 税務課 課税係 

費 目 賦課徴収費 

事業費 

（千円） 
1,361 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    1,361 

事業内容 

平成２０年度の地方税法改正により、平成２１年１０月から、個人住民税の公的年金からの特別徴収が

実施されることになり、業務遂行のために(社)地方税電子化協議会が運営するエルタックス（公的年金特

別徴収）システムを導入した。これにより、年金の支払報告書が社会保険庁から電子データで提供される

ことになり課税事務や徴収事務の効率化が図られることになる。 

鹿島市は税の基幹事務を杵藤電算センターで行っていることから、構成市町の３市３町で統一したシス

テムの導入を図り、経費の削減に努めた。 

№ 事 業 概 要 事業費（千円） 備 考 

１ 委託料（システム構築経費） 1,239  

２ 使用料及び賃借料（システム・端末使用料） 75  

３ 負担金･補助及び交付金（地方税電子化協議会負担金） 47  
 

事業名 固定資産評価替事業 
所管課 市民部 税務課 課税係 

費 目 賦課徴収費 

事業費 

（千円） 
7,104 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    7,104 

事業内容 

平成 21 年度の固定資産（土地）の評価替に向けて、今年度は下記の業務について社団法人佐賀県不

動産鑑定士協会と(株)パスコに業務委託を行い、確実な評価替のための準備を行った。 

№ 事 業 概 要 事業費（千円） 備 考 

１ 平成２１年度固定資産路線価調書作成業務 3,444 不動産鑑定士協会 

２ 平成２１年度公開用路線価図作成業務 332 ㈱パスコ 

また、固定資産税評価基準による時点修正を行い、平成 21 年度の宅地等の評価額の下落修正を行っ

た。 

№ 事 業 概 要 事業費（千円） 備 考 

１ 固定資産標準宅地時点修正業務 3,328 不動産鑑定士協会 
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個人情報保護への関心の高まりや戸籍、住民票の写しの不正取得、虚偽の届出を防ぐため、戸籍法と住

民基本台帳法が改正された。具体的には、平成２０年５月１日から戸籍、住民票の写しを請求する時や戸籍、

住民票の届出をする時に本人確認の実施が義務付けられた。改正の趣旨を踏まえつつ、正確かつ迅速な窓

口業務に努めた。 

○ 戸籍住民基本台帳費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 戸籍住民基本台帳事務 
所管課 市民部 市民課 市民・年金係 

費 目 戸籍住民基本台帳費 

事業費 

（千円） 
66,825 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

241 29  16,266 50,289 

事業内容 

○窓口取扱件数 

戸籍届出 １，１０３ 住民基本台帳届出     ５，２６６ 

戸籍、住民基本台帳手数料関係 ３０，２１３ 総務管理手数料関係    ２３，２００ 

印鑑登録申請 １，１０６ 旅券発給申請 ５５０ 

○住民基本台帳人口異動状況 

区分 
H２０.3.31 

現 在 

記       載 消         除 H2１.3.31

現 在 転入 出生 その他 転出 死亡 その他 

人口 ３２，０３８ ９０１ ２８０ １５ １，０６８ ３５４ ２２ ３１，７９０

世帯数 １０，５１２       １０，５３６

○戸籍届出件数内訳   （本籍数１７，８８１戸籍、本籍人口４５，７６５人、    H2１.3.31 現在） 

種   類 件  数 種   類 件  数 種   類 件 数 

出   生 ５０２ 親権・後見・後 

見監督・保佐 
２ 

国籍選択 １ 

国籍留保 ４ 氏の変更 ３ 

認   知 １１ 失   踪 ０ 名の変更 ２ 

養子縁組 ４１ 復   氏 ０ 転   籍 １８７ 

養子離縁 １３ 姻族関係終了 ０ 訂正・更正 ４１ 

法７３条の２ １ 入   籍 ９９ 追   完 ０ 

婚   姻 ５３７ 分   籍 ８ 不受理申出 １０ 

離   婚 １００ 国籍取得 ０ そ の 他 １ 

法７７条の２ ３９ 帰   化 １   

死   亡 ５０７ 国籍喪失 ０ 計 ２，１１０ 
 

○市民課窓口 ○パスポート申請・交付 

 

２款 総務費（３項）戸籍住民基本台帳費 
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○ 戸籍住民基本台帳費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

 

○戸籍・住民票証明及び諸証明等交付状況 

区      分 
件   数 

金 額（円） 
有    料 無   料    計 

戸籍住民基本 

台帳手数料 

戸籍全部（個人）事項  １２，６２０  １，５３１  １４，１５１  ７，２５１，８５０

住民票全部（一部）事項  １４，９７９  １，０８３  １６，０６２  ４，５１７，５００

  小    計  ２７，５９９  ２，６１４  ３０，２１３ １１，７６９，３５０

 

 

 

総務管理手数

料 

 

印鑑登録証明  １２，２５６    １１６  １２，３７２  ３，６７６，８００

臨時運行許可     ５７０      ０     ５７０    ４２７，５００

身分証明     ４９５      ０     ４９５    １４８，５００

外国人登録証明      ２８      ０      ２８      ８，４００

その他の証明      ３９      ９      ４８     １１，７００

印鑑登録証再交付     ４４８      ０     ４４８    ２２４，０００

税務証明   ５，９５６  ３，２８３   ９，２３９  １，７８６，８００

  小    計  １９，７９２  ３，４０８  ２３，２００  ６，２８３，７００

      合     計  ４７，３９１  ６，０２２  ５３，４１３ １８，０５３，０５０

 

○ 交通災害共済加入状況                       ○ 交通災害見舞金支給状況 

 加入者    ６，１０５人  請求件数 ３７件

 加入率（H20.4.1 現在人口比）   １９．０％ 支給件数 ３７件

掛金総額 ３，０５２千円 支給総額 ２，５５５千円
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２款 総務費（４項）選挙費 

平成２０年度は、任期満了に伴う佐賀県有明海区漁業調整委員会委員選挙を執行した。 
選挙啓発事業は、常時啓発として小・中・高校生を対象とした｢明るい選挙啓発ポスター｣の募集や

新成人へ新有権者パンフレットを配布した。また、学校選挙（生徒会長選挙）支援事業として、鹿島

実業高等学校、西部中学校及び東部中学校に投票箱や投票記載台を貸し出し、若年時からの選挙に対

する関心の高揚に努めるとともに、啓発記事を市報に掲載し啓発事業を実施した。 

○選挙費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 佐賀県有明海区漁業調整委員会委員選挙 
所管課 選挙管理委員会 

費 目 有明海区漁業調整委員会委員選挙費

事業費 

（千円） 
0 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 ０   ０ 

事業内容 

○有権者数及び投票率                                     (  )内は投票率 
 

選 挙 名 
選挙執行 

年 月 日 
選挙当日の有権者数 

備 考 
男 女 計 

佐賀県有明海区漁業

調整委員会委員選挙 
Ｈ20.7.31

340 
（－） 

233 
（－） 

573 
（－） 

無投票 

事業名 選挙啓発事業 
所管課 選挙管理委員会 

費 目 選挙啓発費 

事業費 

（千円） 
54 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    54 

事業内容 

○明るい選挙啓発ポスターコンクール作品応募状況 
 

学校別 
応募状況 市入選数 

（人） 
備 考 

男 女 計（人）

小学校 ２１ ２５  ４６ １０ 県特選１人、県入選２人

中学校 ３５ ２４  ５９ １５ 県入選１人 

高等学校  ０  １  １  １  

計 ５６ ５０ １０６ ２６  

  

○ポスターコンクール応募作品 
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２款 総務費（５項）統計調査費 

調査員報酬をはじめ、統計法に基づく指定統計調査を実施するために必要な経費です。 
統計調査結果報告書は各種行政施策などの基礎資料として利用されます。 

○統計調査費の主な事業  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 諸統計事業 
所管課 総務部 企画課 情報統計係 

費 目 諸統計費 

事業費 

（千円） 
4,242 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 4,242    

事業内容 

○事業内訳 

以下の指定統計調査を実施した。 

№ 事 業 名 事業費（千円） 事業内容 

１ 学校基本調査 9
各種学校に関する基本的事項について調査し、学校教

育行政上の基礎資料を得ることを目的に実施しました。 

２ 住宅・土地統計調査 2,881

住生活関連諸施策の基礎資料を得るとともに、住宅の

改修の実態や耐震性、防火性、防犯性など、住宅の質に

関する事項の把握の充実を図ることを目的に実施しまし

た。 

(統計調査員４２人 指導員７人   調査対象：世帯) 

３ 漁業センサス 1,110

漁業の生産構造、就業構造及び、漁業を取りまく実態を

明らかにし、我が国の水産行政の推進に必要な基礎資料

を整備することを目的に実施しました。 

(統計調査員１１人 指導員４人  調査対象：漁業経営体)

４ 工業統計調査 228

我が国の工業の実態を明らかにし工業に関する施策の基

礎資料を得ることを目的に実施しました。 

(統計調査員 ７人  調査対象：製造業事業所) 

５ 
経済センサス－基礎

調査(調査区設定) 
14

平成２１年経済センサス－基礎調査の実施に先立って調

査員が担当する調査区域を明確にし、調査の円滑な実施

と結果精度の向上を図ることを目的に実施しました。 
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３款．民生費 

 全国的な少子・高齢化の傾向は本市においても例外でなく、平成１５年度以降は出生数は、常に３００人を

割り込む状況で、過去最低水準となっている。 

65 歳以上の高齢者人口は、平成 20 年度末で 8,054 人であり、人口に占める割合は２５％を超えている。子

どもの出生数は 80 歳の年齢別人口を下回る数字であり、少子高齢化に対する対策は鹿島市にとって緊急の

課題である。 

また母子家庭の数は、依然高水準で推移している状況であり、児童福祉・母子福祉・高齢者福祉に課せら

れた課題は非常に大きいものがある。 

平成 20 年度は少子化対策として、3 歳から小学校就学前までの児童の医療費の助成について、平成 19

年度までの半額から全額（一部負担金を除く）に拡大した。 

一方、障害者福祉については、障害者自立支援法が平成 18 年 10 月に完全施行され、制度が大きく変更

された。施行後約３年余りが経過した現在、新たな制度でのサービス提供が定着しつつある一方、施設入所

者の地域社会生活への移行問題や障害者のサービス利用料の増加問題など多くの課題を抱え、新制度施

行後も様々な見直しが行われている。 

また高齢者福祉は、介護サービスや介護予防・生活支援のための社会福祉サービスの整備はもちろんのこ

と、高齢者自らが地域社会の中で役割と生きがいを持って暮らせる、安心で豊かな長寿社会づくりが大切に

なっている。 

以上のとおり様々な問題を抱えるなかで、平成 20 年度は少子化対策の充実を図りながら、市民が住み慣

れた地域の中で、いつまでも生きがいを持ち、安心して豊かに暮らすことができるよう各種の施策に取り組ん

だ。 

３款．民生費  （１項）社会福祉費 

 児童・高齢者・障害者等の地域における福祉サービスの要望に応えるため、民生委員・児童委員の活動の

促進を行った。また、戦没者等の遺族の援護に係る事務および戦没者の追悼事業を行った。 

社会問題化している児童虐待・ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）・高齢者虐待等の虐待事例に対しては、要

保護者等対策地域協議会において対応を行った。 

障害者福祉については、障害者自立支援法に基づき、障害者支援相談員 2 人により相談支援を行うととも

に、障害者に必要なサービスの提供を行い、心身に障害を持つ人々が、地域社会において自由に行動でき

るような環境を整え、障害者自身の自立と社会参加促進のための支援に取り組んだ。 

 

○社会福祉費の主な事業                     平成２０年度鹿島市決算（資料） 

事業名 民生・児童委員活動 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 社会福祉総務費 

事業費 

（千円） 
10,019 

財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 6,961   3,058 

事業内容 

民生・児童委員数 95 人（うち女性 57 人） 

鹿島 30 人、能古見 19 人、古枝 11 人、浜 11 人、北鹿島 11 人、七浦 13 人（計９５人） 

民生・児童委員活動、協議会運営活動及び調査等の実施 
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○社会福祉費の主な事業（続き） 平成２０年度鹿島市決算（資料）

事業名 戦没者追悼式 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 社会福祉総務費 

事業費 

（千円） 
250 

財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    250 

事業内容 
鹿島市戦没者追悼式を、平成 20 年 5 月 21 日に開催した（鹿島市民会館） 

戦没者遺族等出席者 371 人 

事業名 社会福祉団体運営助成等 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 社会福祉総務費 

事業費 

（千円） 
8,065 

財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   3,981 4,084 

事業内容 
社会福祉協議会運営補助 7,068 千円 

身体障害者等福祉団体補助金ほか 997 千円 

事業名 障害者相談員活動 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 障害者福祉費 

事業費 

（千円） 
134 

財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 133   1 

事業内容 
障害者相談員１０人 （身体８人・知的２人） 

 

○鹿島市戦没者追悼式(H20.5.21) ○すこやか教室(鹿島市福祉会館) 
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事業名 障害者福祉対策事業 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 障害者福祉費・障害者支援費 

事業費 

（千円） 
480,262 

財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

197,680 134,748 0 15,671 132,163 

 

事業名 事業費（千円） 事業内容・対象者など 

障害者支援

相談員設置 
2,962 

障害者自立支援法に基づき、障害者支援相談員 2 人を設置し、相談支援体制の強

化を図った。 

 

障害者基本

計 画 ・ 障 害

福祉計画策

定 

 

1,450 

 

障害者基本法及び障害者自立支援法に基づき、障害者基本計画（計画期間10年）

および障害福祉計画（計画期間 3 年）について、前計画を見直し、新に策定した。 

 

 

身体障害者

施設支援 

（計 26 人） 

84,857 

希望の家 1 鹿島療育園 15 福岡コロニー 1

大村パールハイム 1 長光園 １ 昆虫の里 ２

オークス 1 鹿島療育園（通所） 3 年輪の園 1

 

知的障害者

施設支援 

（計 70 人） 

195,295 

はがくれ学園 2 あすなろの里 3 九千部学園 4

富士学園  2 明けの星寮 １ 背振学園 ２

ワークショップみらい 1 ワークピア天山 1 かがやきの丘 10

たちばな学園 15 どんぐり村 1 いぶき村 2

若木園 1 白石作業所 3 めぐみ園 1

佐賀コロニー 2 いとし子の家 4 ウイズ富士 4

多良岳作業所 7 すみよしの里 3 よろこび荘 1

 

知的障害者・

精 神 障 害 者

グループホー

ム支援（9 人） 

4,128 

こむたハイツ 2 コスモス寮 1 冬野寮 1

若葉荘（精神） 2 寺尾の里 1 スローライフ 1

九千部寮 １   

 

知知的障害

者ケアホー

ム支援 

（11 人） 

12,543 

ひまわりホーム 1 メゾン蟻尾山 1 みかざきハイツ  1

ピースハイム緑小路 3 きさらぎハイツ 1 みさきハイツ 1

オリーブ寮 1 大野ホーム 1 さつき 1
 

○社会福祉費の主な事業（続き） 平成２０年度鹿島市決算（資料）
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○社会福祉費（障害者福祉対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度鹿島市決算（資料）

№ 事 業 名 
事業費 

(千円) 
事 業 内 容 

１ 障害児・知的障害者ホームヘルプサービス 5,558 対象者  6 人 

２ 身体障害者ホームヘルプサービス 12,321 対象者  ９人 

３ 精神障害者ホームヘルプサービス 1,435 対象者  9 人 

４ 訪問入浴サービス 5,488 対象者  ６人 

５ 障害者移動支援サービス 985 対象者  １５人  

６ 障害者基準該当デイサービス 1,525 対象者  1 人 

7 児童デイサービス（すこやか教室） 6,155 対象者  １8 人（市内） 

8 すこやか教室運営事業 8,832 対象者  32 人（市内 18 人 市外 14 人） 

9 日中一時支援 2,414 対象者  １５人 

10 障害者居宅支援費（障害児・知的障害者短期入所） 1,870 対象者  22 人 

11 障害者居宅支援費（身体障害者短期入所） 3,888 対象者  １３人 

12 障害者配食サービス 83 対象者 3 人（延べ２０６食） 

13 補装具交付及び修理 2,764 交付件数 ２２件   修理件数 ３３件 

14 児童補装具給付 2,556 交付件数 １３件   修理件数 ４件 

15 日常生活用具給付 6,871 対象者 延べ ２００件 

16 小児慢性疾患・難病患者日常生活用具給付 6 対象者 延べ 1 件 

17 身体障害者自動車改造・運転免許取得助成 100 運転免許取得 1 人 

18 特別障害者手当等給付 8,427 対象者  延べ  404 件 

19 更生医療 25,011 対象 延べレセプト 1,759 件    

20 重度心身障害者医療費助成 59,045 対象者  延べ 14,383 件 

21 福祉タクシー事業補助金 3,650 支給件数  7,223 件 

22 障害者外出支援サービス 213 利用者 延べ ８２人 

23 成年後見制度市町村長申立て ９ 対象者 1 人 

24 障害者コミュニケーション支援事業 29 派遣人数 ７人 

25 通院介護支援センター助成 95 対象者 １人 

26 児童デイサービス利用負担金助成 238 対象者 18 人（すこやか教室市内利用者） 
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№ 事 業 名 
事業費 

(千円) 
事 業 内 容 

27 障害者入所者負担金助成 ２７0 対象者 6 人 

28 通所授産施設等活動奨励金支給助成 835 対象者 ４４人 

29 障害者通所サービス利用促進補助 3,406 対象施設 6 箇所 

30 障害者地域活動支援センター運営補助 9,500
「いっぽいっぽ」補助 4,750 千円 対象者 8 人

「ひまわり」補助 4,750 千円 対象者 20 人 

31 障害者福祉ホーム運営助成 320 対象施設 1 箇所 

32 障害者自立支援審査 1,024 審査会負担金 847 千円 判定件数 38 件 

33 障害者自立支援基金特別対策事業 3,254 障害者支援費受給システムほか 

34 国保連合会請求事務手数料 ４４１  

35 事務経費 ４０９  

 
○社会福祉費（国民年金事務費）の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 国民年金事務 
所管課 市民部 市民課 市民・年金係 

費 目 国民年金事務費 

事業費 

（千円） 
１２,２２０ 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

7,346    4,874 

事業内容 

前年度からの年金記録問題に対処するため、引き続き年金相談を実施した。窓口、電話による相

談ともに「ねんきん特別便」に関する相談が多かった。また、社会保険事務所による毎月 2 回の市民

会館での年金相談も継続された。 

○適用状況        （H2１年３月末）   ○受給状況             

第１号被保険者   ５，４６９人 老齢年金 ７，５６４人 ４，７９３，７７１，８００円

任意加入被保険者    ６６人 障害年金 ５４４人 ４７８，９９２，８００円

第３号被保険者  １，６９１人 遺族年金 １３７人 １０１，０４１，２００円

 老齢福祉年金 ８人 ３，１５５，０００円

合   計 ７，２２６人 合   計 ８，２５３人 ５，３７６，９６０，８００円

○免除状況（免除率：３４％）                  ○年金相談窓口での対応 

 

 

 

法定免除           ２８０人 

申請免除 

全額免除 ７５４人 

３/4 免除 ２０９人 

半額免除 １２７人 

1/４免除 ５０人 

学生納付特例           ３２７人 

納付猶予           １３１人 

合 計            １，８７８人 

 

○社会福祉費（障害者福祉対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）
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○社会福祉費（同和対策課）の主な事業   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名  同和対策事業 
所管課 市民部 同和対策課 同和対策係 

費 目 同和対策費 

事業費 

（千円） 

4,616 財
源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 381   4,235 

○事業内訳 

№ 事 業 名 事業費（千円） 事 業 概 要 

１ 同和団体活動事業補助金 ４,234 差別解消、福祉及び生活向上のための活動に

対し２団体に補助 

２ 人権啓発活動 382 同和問題講演会開催 ８月２2 日 430 人参加 

講師：松村 智広氏 

演題：「あした天気になあれ」 

  街頭キャンペーン ８月７日（かしまおどり会場） 

啓発チラシ等の配布 
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３款 民生費 （２項）高齢者福祉費 

平成 18～20 年度の計画である｢鹿島市高齢者保健福祉計画｣に基づき、高齢者が住みなれた地域で生き

がいとゆとりを持って生活できるような社会をめざし、各種の事業を行った。平成 19 年度からは、地域包括支

援センターへ介護支援専門員の嘱託職員を配置し、介護予防ケアプラン作成等の体制強化を図っている。ま

た、生活機能評価による特定高齢者の把握や介護予防教室により高齢者の運動機能向上、口腔指導などの

生活改善を行った。介護保険事業計画との整合性を図るため、計画期間が平成 21～23 年度の新たな｢鹿島

市高齢者保健福祉計画｣を策定した。なお、平成２１年３月末の６５歳以上人口は 8,054 人、25.3％である。 

○高齢者福祉費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 高齢者福祉事業 
所管課 市民部 保険健康課 長寿社会係 

費 目 高齢者福祉総務費 

事業費 

（千円） 
428,875 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

944 1,554  10,770 415,607 

事業内容 

○事業内訳 

№ 事 業 名 事業費（千円） 事 業 概 要 

１ 老人保護施設措置費 45,019

施設名 所在地 措置人員 

済昭園 嬉 野 市 ２３

シルバーケア武雄 武 雄 市     ２

松尾山大成園 小 城 市 ２

恵光園 多 久 市 １

サリバン 唐 津 市 １

ソレイユ 佐世保市 １

２ 
シルバー人材センター運営事

業補助金 
10,950

(社)鹿島市シルバー人材センターへの運営補

助 

３ 老人クラブ活動助成費 3,213 市内 49 クラブ  会員数 2,824 人(H20．４．１) 

４ 敬老の日行事交付金 4,595 対象者 4,598 人 

５ 敬老祝金給付費 5,560 最高齢 1 人 100 歳以上 17 人 88 歳 250 人

６ 高齢者外出支援事業 749 利用実績  45 件 

７ 軽度生活援助事業 1,857 利 用 者  40 人 (延 330 人) 

８ 高齢者陶芸教室 168 生 徒 数  16 人 

９ 福祉電話設置貸与事業 114 設 置 者   6 人 

10 緊急通報システム事業 1,160 設 置 者 238 人 

11 
杵藤広域介護保険運営事業 

（一部事務組合負担金） 
333,960

杵藤広域介護保険事業運営負担金（３市４町） 

（武雄、鹿島、嬉野、大町、江北、白石、太良） 

12 
介護保険低所得者負担軽減

措置事業 
915

介護サービス利用料の軽減事業 

認定者数  50 人 

13 
老人福祉センター運営費 

（福祉事務所所管） 
11,395 年間利用者 4,212 人 

14 
鹿島市高齢者保健福祉計画

の策定 
０

老人福祉法に基づき、新たな計画を策定した

（計画期間：Ｈ２１～Ｈ２３） 
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○高齢者福祉費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 地域支援事業 
所管課 市民部 保険健康課 地域包括支援センター係 

費 目 高齢者福祉総務費 

事業費 

（千円） 
92,751 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   71,258 21,493 

事業内容 

平成１８年度に設置した高齢者の総合相談窓口としての｢鹿島市地域包括支援センター｣の運営事業

を実施した。また、要介護状態になるのを防ぎ、重度化を防ぐための介護予防事業を行った。 

○事業内訳 

事業名 事業費（千円） 事業概要 

１ 包括的支援事業 55,465
高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターの運

営経費 

２ 介護予防事業 33,821
高齢者ができるだけ要介護状態にならないように介護予

防教室を実施し、普及啓発に努めた。 

３ 任意事業 3,465 配食による見守り活動や、紙おむつの支給を行った。 
 

要介護認定者数の推移

1,272
1,309 1,335

1,395 1,399

1,192
1,122

1,056

945

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末

 
○高齢者人口、高齢化率の状況                                       （単位：人、％） 

年 度 Ｈ７(国調) Ｈ１２(国調) Ｈ１７(国調) H19．3 月 H20．3 月 H21．3 月 

(A) 総人口 34,083 33,215 32,117 32,331 32,038 31,790

６４歳以下 27,642 26,003 24,336 24,327 23,972 23,736

(B) ６５歳以上 6,441 7,212 7,781 8,004 8,066 8,054

内

訳 

65～74 歳 3,875 4,044 3,806 3,824 3,717 3,643

75 歳以上 2,566 3,168 4,198 4,109 4,349 4,411

高齢化率（％） 

（B／Ａ） 
18..9％ 21.7％ 24.2％ 24.8％ 25.2％ 25.3％ 

※Ｈ７，Ｈ１２，Ｈ１７は国勢調査の数値、Ｈ１９～Ｈ２１は住民記録から 
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３款 民生費  （３項）児童福祉費 

 平成16年度に策定した鹿島市次世代育成支援行動計画に基づき、少子化の進行、夫婦共働きの一般化、

家庭や地域の子育て機能の低下等、児童と家庭を取り巻く環境の変化を踏まえ、次代を担う児童の健全育成

と資質の向上を図るため各種の事業を推進した。 

まず、平成20年度からの新規事業としては、少子化対策として3歳から小学校就学前までの児童の医療費

の助成について、平成 19 年度までの半額から全額（一部負担金を除く）に拡大した。 

児童福祉については、保育所運営として、例年どおり保育に欠ける児童の保育の実施、多様なニーズに合

わせた特別保育事業を実施した。また、全小学校区で放課後児童クラブの運営を行った。 

また、子育て応援特別手当を支給した。これは国の「生活対策」の一環であり、平成２０年度限りの

措置として、多子世帯の幼児教育期の負担に配慮する観点から、幼児教育期の第２子以降の子ども１

人につき３万６千円を支給するものである。 

 この他、母子家庭への児童扶養手当の支給、母子・父子家庭等への医療費の助成など諸施策の推進に努

めた。 

○児童福祉費の主な事業                   平成２０年度鹿島市決算（資料）

事業名 児童福祉対策事業 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 児童福祉総務費ほか 

事業費（千円） 1,020,636 財源
国 県 市債（借入金） その他 一般財源

271,893 154,107  260,470 334,166

事 業 名 事業費(千円) 事 業 内 容 

家庭相談室運営費 2,939 相談員 2 人 相談件数 ２１件 

保育所入所委託費 819,792 

○園児数（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

アソカ 137 鹿島 65 誕生院 120

ことじ 87 能古見 40 若草 78

海童 96 共生 82 めぐみ 83

おとなり 30 飯田 29 旭ヶ岡 104

七浦 33 ルンビニ 21 たちばな 4

その他 35    

※ただし保育所みどり園（公立）を含まない

特別保育事業費補助 49,830 延長保育・一時保育・障害児保育・低学年児童受入（七浦保育園 4 人） 

放課後児童対策事業 

(放課後児童クラブ) 
21,808 

鹿島市が重点施策として取り組む「子育て支援事業」の一環と

して放課後児童対策（放課後児童クラブ）を市内全小学校（7校）

で運営し、いわゆる「共働き」といわれる保護者の子育て支援を

充実させた。 

○設置利用状況 

鹿島小 63 明倫小 67 能古見小 19

古枝小 32 浜小 22 北鹿島小 26

七浦小 17 ○合計 246  

うれしの特別支援学校(嬉野市) 5  
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○児童福祉費の主な事業（続き） 平成２０年度鹿島市決算（資料）

事 業 名 事業費(千円) 事 業 内 容 

地域子育て支援センター事業 2,904 相談員 1 人  相談件数（延べ） 2,741 件 

次世代育成支援対策地域協議会 52 委員 13 人 

要保護者等対策地域協議会 50 委員 26 人 

子育て支援短期利用事業 63 対象者 ５人 （延べ ３５ 回） 

保育所みどり園費 102,985
入所人員 ６３名（平成 2１年 3 月 31 日現在） 

通常保育 11 時間、延長保育 30 分、一時保育 140 件 

児童遊園管理事業 1,316 9 箇所 

人件費・事務経費等 18,897  

  

事業名 児童措置事業(児童手当給付) 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 児童措置費 

事業費 

（千円） 
276,470 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

120,745 77,818   77,907 

事業内容 

区 分 月手当額（円） 延支払数（人） 支給額（千円） 

1 被用者 

5,000 0 0

10,000 6,125 61,250

2 非被用者 

5,000 0 0

10,000 2,456 24,560

3 特例給付 

5,000 230 1,150

10,000 60 600

4 
小学校第 6学年修了前特

例給付被用者 

5,000 17,526 87,630

10,000 3,711 37,110

5 
小学校第 6学年修了前特

例給付非被用者 

5,000 8,342 41,710

10,000 2,246 22,460

 計 40,696 276,470
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○児童福祉費の主な事業（続き）                         平成２０年度鹿島市決算（資料） 

 
 
 
 

  

事務事業名 母子福祉対策事業 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 母子福祉費・児童措置費 

事業費（千円） 236,910 
財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

55,660 28,219  1,460 148,464 

○事業の内訳 

事 業 名 事業費(千円) 事 業 内 容 

母子自立支援事業 1,469 支援員 １名 相談件数 延べ 214 件 

乳幼児医療費助成費

（3歳未満児） 
42,659 

区分 助成件数 助成額  

入院 315 11,956  

外来 10,330 18,725  

歯科 308 239  

調剤 8,213 7,533  

計 19,166 38,453  

その他経費 － 4,206  

乳幼児医療費助成費 

（3 歳児～小学校就学

前児童医療）単独事業 

14,273 助成件数 延べ 12,220 件    

母子家庭医療費助成

費 
16,030 助成件数 延べ 7,094 件（母 2,923 件  児童 4,171 件） 

父子家庭医療費助成

費 
1,079 助成件数 延べ 396 件（父 128 件  児童 268 件） 

寡婦医療費助成費 1,540 助成件数 延べ 477 件 

児童扶養手当 156,622 受給者数 319 人 

母子生活施設支援事

業 
3,113 対象件数 1 件  

母子家庭高等技能訓

練促進費 
26 対象件数 2 件 

事務経費 99  



 - 43 -

○児童福祉費の主な事業（続き）                         平成２０年度鹿島市決算（資料） 

事業名 子育て応援特別手当 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 児童措置費 

事業費 

（千円） 
31 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

31     

事業内容 

  
子育て応援特別手当は、国で平成２０年１０月３０日に決定された「生活対策」の一環で

あって、多子世帯の幼児教育期の負担に配慮する観点から、平成２０年度限りの措置として、

幼児教育期の第２子以降の子ども１人につき３万６千円が支給される。 
給付対象世帯数および給付予定金額は、平成２１年２月１日基準日時点で、４７３世帯，

１８，５４０千円となっている。 
なお、給付については、平成２１年度へ繰越し、４月１日から１０月１日までの申請受付

により給付することとしている。 
平成 20 年度 支出額 需用費他 31 千円  
 

 総事業費 

 支給予定（人） 金額（千円） 備考 

《給付事業費》 ５５９ 20,124  

《事務費》 1,289  

合計 21,413  

○鹿島小学校放課後児童クラブ 
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３款 民生費  （４項）生活保護費 

生活保護業務については、迅速な保護の要否の決定、処遇方針に基づく指導の徹底及び自立助長の促

進に努めた。また、計画的な訪問調査活動による生活状況の調査、課税調査による収入および資産状況の

把握、さらに扶養義務調査を行い適正な保護の推進に努めた。 

○生活保護費の主な事業内容 平成２０年度鹿島市決算（資料）

事業名 生活保護事業 
所管課 市民部福祉事務所生活保護係 

費 目 生活保護費 

事業費 
（千円） 246,327 

財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

161,615 506  181 84,025 

事業内容 

○生活保護状況 

被保護世帯数（年度末）106 世帯  人員（年度末）127 人 

保護率 3．99‰ 

○保護内訳 

区分（扶助別） 世帯数（延べ） 扶助費（千円） 備  考 

１ 生活扶助 1,117 52,341  

２ 住宅 〃 791 15,510  

３ 教育 〃 24 415  

４ 介護 〃 275 4,995  

５ 医療 〃 1,164 125,767  

６ 出産 〃 0 0  

７ 生業 〃 43 953  

８ 葬祭 〃 0 0  

９ 施設支援費  102 16,332  

計 3,516 216,313  
 

 

３款 民生費  （５項）災害救助費 

 
○災害救助費の主な事業 平成２０年度鹿島市決算（資料）

事業名 災害救助事業 
所管課 市民部福祉事務所社会福祉係 

費 目 災害救助費 

事業費 
（千円） ３８０ 

財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    380 

事業内容 

災害り災者見舞金として以下の災害に対応した。 
火災発生件数 ３件（被災世帯３世帯：被災人数１５人（内死亡者 1 人）） 
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４款 衛生費 （１項）保健衛生費 

｢鹿島休日こどもクリニック」は、小児救急の充実を図るため、これまでの休日急患センターを小児に特化し、

平成 20 年度より 2 ヵ年、指定管理者制度により鹿島藤津地区医師会へその運営を委託した。また、佐賀大学

医学部の協力により、小児科専門医の派遣を受けることができ、年間の利用者数も大幅に伸びている。 

なお、こどもクリニックの開設に伴い、休日急患の一次医療については、医師会等の協力をえながら『在宅

当番医制』で実施している。 

予防事業では、平成２０年度から、子どもの予防接種を佐賀県内の広域で実施し、予防接種の利便性を図

った。また、国の麻しん排除計画に基づき、１８歳以下の２回接種を導入し感染防止対策を図った。 

新型インフルエンザ対応対策では、流行に備え｢行動計画｣の策定に着手し、防護具等の備蓄を行った。 

健康増進事業では、老人保健法の改正により、基本健診を除く各種保健事業を健康増進法で実施し、が

ん検診は、乳がん検診、大腸がん検診受診者が増加した｡ 

母子保健事業では、少子化対策の一環として、妊婦健診の回数を 2 回から 5 回へと増加し、公費負担によ

る拡充を図った。 

○保険衛生費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 保健衛生総務事業 
所管課 市民部 保険健康課 予防係 

費 目 保健衛生総務費 

事業費 

（千円） 
54,086 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

4,653     179 49,254 

事業内容 

○鹿島休日こどもクリニック指定管理者運営委託料    6,515 

・診療日数         69 日/年    5.8 日/月 

・診療数   小児科   1,620 人/年   23.5 人/日   

・診療内訳  新生児 3人 乳幼児 970 人 小学生 351 人 中学生 54 人 

 

○鹿島休日こどもクリニック内部改装工事及び空調設備更新工事 4,173 

 

○看護高等専修学校運営補助金     660 

（藤津地区医師会立看護高等専修学校） 

・平成 20 年度生徒総数      59 人 

・平成 20 年度までの卒業生総数 1,562 人 

 

○南部地区小児時間外診療センター  213 

 ・設置場所 武雄地区休日急患センター 

・診療時間 休日の午後 7時～午後 9時 

 ・診療日数 119 日/年 9.9 日/月 

診療人員 535 人/年 4.5 人/日                      

○鹿島休日こどもクリニック 

○新型インフルエンザ対策事業  5,867 

・感染拡大防止のための防護服、ゴーグル、マスク、手袋、消毒剤等備蓄の整備 
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○保険衛生費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 予防事業 
所管課 市民部 保険健康課 予防係 

費 目 予防費 

事業費 

（千円） 
38,816 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    38,816 

事業内容 

○結核予防事業    2,049 千円 

 ・胸部間接撮影（65 歳以上）受診者  3,229 人（対象者  6,301 人） 

○予防接種事業     36,767 千円 

No 予 防 接 種 名 対象者数(人) 接種者数(人) 

１ ＢＣＧ 296 292 

２ 急性灰白髄炎（ポリオ）       687 525 

３ 日本脳炎       1        0 

４ ２種混合       384 342 

５ ３種混合       1,636 1,143 

６ 

麻しん・風しん１期１～2才未満 

２期 就学前 

３期 中学１年生 

４期 高校３年生相当年齢 

      259 

      318 

         355 

         368 

243 

296 

344 

346 

７ インフルエンザ（65 才以上）       7,934 5,179  
 

 

○ポリオ予防接種(保健センター) 

 

○新型インフルエンザ対策(手指消毒) 

 

事業名 老人保健事業 
所管課 市民部 保険健康課 国保係 

費 目 老人保健費 

事業費 

（千円） 
433,214 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 63,941   369,273 

事業内容 

○事業内容 

№ 項    目 決算額（千円） 備    考 

1 後期高齢者医療療養給付費負担金 285,390 後期高齢者医療広域連合負担金

2 後期高齢者はりきゅう施術助成費 1,624 のべ 760 人に 1868 術助成 

3 老人保健特別会計繰出金 31,389
平成 20 年 3 月診療分及び月遅れ

請求分の清算事務 

4 後期高齢者医療特別会計繰出 114,811 基盤安定負担金、事務費等 
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○保険衛生費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 母子保健事業 
所管課 市民部 保険健康課 予防係 

費 目 母子保健費 

12,101 財
源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

       12,101 

母子保健法に基づき、妊婦が心身ともに安定した状態で出産を迎え子育てができるように、

また、乳幼児の健やかな成長を支援するために各種事業を実施した｡ 

歯科保健対策では、１歳６ヵ月児健診時に、フッ化物歯面塗布を行い歯質の強化を図った。

〇事業内訳 

№ 事 業 名 活動人員・受診者等 決算額(千円) 

１ 地域活動事業 
母子保健推進員組織活動  31 人 

食生活改善推進協議会  193 人 
   835 

２ 母子保健相談 

乳幼児健康相談   996 人/21 回 

訪問指導             47 人/20 回 

母子保健手帳交付  245 人/51 回 

マタニティスクール  44 人/ 4 回 

庁内相談（随時） 512 人 

   419 

３ 
1 歳６ｶ月児・ 

3 歳児健康診査 

1 歳６ｶ月児 受診者  222 人 

3 歳 7 ｶ月児 受診者  246 人 

心理相談   受診者   53 人 

 2,071 

４ 
4 ヵ月児健康診査 

離乳食教室 

受診者（集団）     287 人 

教室参加者       102 人 
   473 

５ 妊婦・乳児健康診査 

乳  児    （病院） 221 人 

妊  婦    （病院）1,074 人/延 

超音波検査（妊婦）(病院）45 人 
 8,194 

６ 
フッ素応用むし歯 

予防事業 

1 回目（1歳 6 ｶ月児） 202 人 

2 回目 （2歳）    70 人 
 109 

 

事業費 

（千円） 

事業内容 

○離乳食教室 

 

○マタニティスクール 
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○保険衛生費の主な事業（続き）  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 健康増進事業 
所管課 市民部 保険健康課 予防係 

費 目 健康増進費 

事業費 

（千円） 
12,907 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 808  2,961 9,138 

事業内容 

○健康増進事業   1,706 千円 

 ・骨粗しょう症検診・肝炎ウィルス検診 ８８４     ※骨粗しょう検診は 40・45・50・55・60・65・70 歳 

○がん検診       11,201 千円 

№ 種    類 申込者数（40 歳以上） 受診者数（40 歳以上） 受診率 

１ 胃検診         1,824 人        1,122 人    61.5％ 

２ 大腸がん         1,895 人        1,243 人    65.6％ 

３ 肺がん         1,152 人         755 人    65.5％ 

４ 前立腺がん          329 人         222 人    67.5％ 

５ 乳がん          843 人         675 人    80.1％ 

６ 子宮がん          836 人         582 人    69.6％ 

      ※子宮がん検診は 20 歳以上 

No 種    類 申込者数（40 歳以上） 受診者数（40 歳以上） 受診率 

1 骨粗しょう症検診         130 人        126 人    96.9％ 

2 肝炎ウィルス検診         218 人        199 人    91.3％ 

3 肝炎ウィルス検診 (30 歳代)   78 人         78 人 100.0％ 

No 事    業    名 出席者・交付人数等 決算額 

１ 保健対策推進事業 健康づくり推進協議会     40

２ 健康手帳交付（40 歳以上） 新規交付者    ４１７人     44

３ 健康教育事業 出席者    876 人/延    294

４ 健康相談事業 出席者    442 人/延    296

５ 訪問指導（要指導者等） 訪問者数   88 人/延    148 

 

 
○新型インフルエンザ対策防護品の備蓄（保健センター） 

 
○杵藤保健福祉事務所で行動計画の協議 
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環境問題は身近なごみ問題から地球規模の温暖化まで広範囲にわたり、年々複雑・困難の度を増し

ている。本市においては、水質保全をはじめとした環境保全対策に積極的に取り組み、健康で文化的

な市民生活を確保するとともに、豊かな環境の恵みを享受できる美しい「自然鹿島」を次世代に継承

できるよう努めた。 

○保健衛生費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 環境衛生事業 
所管課 建設環境部環境下水道課ふるさと美化係

費 目 環境衛生費 

事業費

（千円） 13,476 財
源 

国 県 市債 その他 一般財源 

   1,128 12,348 

事業内容 

 

内  容 事業費(千円) 備  考 

狂犬病予防対策 889
前年度末の登録数   1,932 頭 

注射頭数             1,188 頭 

杵藤広域葬斎公園負担金 12,578 使用状況385件(杵藤全体1,953件)

鹿島藤津地区生活環境協議会負担金 9  
 

事業名 公害対策事業 
所管課 建設環境部環境下水道課ふるさと美化係

費 目 公害対策費 

事業費

（千円） 458 財
源 

国 県 市債 その他 一般財源 

      458 

事業内容 

 

内  容 事業費(千円) 備  考 

水質検査等 448

《水質検査》 

公共河川……………………10 ヶ所(30 件) 

生活排水……………………6ヶ所(12 件) 

工業事業所…………………9ヶ所(9 件) 

産廃・特殊(水銀等)………5ヶ所(5 件) 

《水質調査》 

水生生物による水質調査…小学生 85 人参加 

騒音・振動測定等 10

一般環境騒音及道路交通騒音・振動の実態測定。

一般環境騒音………………2ヶ所 

道路騒音・振動……………2ヶ所 
 

水生生物による水質調査 

 
水質検査（生活排水）
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○保健衛生費の主な事業（続き）  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 環境保全事業 
所管課 建設環境部環境下水道課ふるさと美化係

費 目 環境保全費 

事業費

（千円） 757 財
源 

国 県 市債 その他 一般財源 

   200 557 

事業内容 

 

内  容 事業費(千円) 備  考 

鹿島市環境基本計画 

（改訂版）印刷 

 

536

平成 14 年度に環境問題に対処し、広く市民の

理解を得ながら、市民・事業者・市が一体と

なって循環型・共生型社会の確立を目指し、

地域の特性を生かした長期的展望に立つ、環

境行政の指針となる総合的な計画「鹿島市環

境基本計画」を策定しました。策定後 5 年が

経過し、環境を取り巻く状況は大きく変化し

地球規模の環境問題が増加しており、見直し

を行うため改訂版を策定しました。 

全国閉鎖性海域環境保全連

絡会負担金 
3

 

環境保全事業事務費等 218  
 

 

事業名 浄化槽設置整備事業 
所管課 建設環境部環境下水道課ふるさと美化係

費 目 環境保全費 

事業費

（千円） 13,028 財
源 

国 県 市債 その他 一般財源 

6,336 4,326   2,366 

事業内容 

 

内  容 事業費(千円) 備  考 

浄化槽設置整備

事業 
12,980

一般家庭への設置助成 

５人槽…15 基 

７人槽…18 基 

10 人槽…1基 

浄化槽普及協会

負担金 
48

 

 

浄化槽竣工検査 
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○保健衛生費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 水道事業（簡易水道補助事業） 
所管課 水道課 管理係 

費 目 負担金補助及び交付金 

事業費 

（千円） 
1,103 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    1,103 

事業内容 

 

市内簡易水道組合の施設の新設又は修繕等の工事に対し、今年度は下記のとおり補助を実施した。 

 

№ 内 容 決算額（千円） 

１ 飯田橋西簡易水道組合補助 （配水池改良工事） １，０９８ 

 

飯田橋西簡易水道組合配水池（Ｈ20 年度更新） 
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４款 衛生費（２項）清掃費 

持続可能な社会づくりを目指しごみの円滑な処理を行うとともに、ごみの減量化を推進した。また、

資源物については、団体による回収を実施し資源化に努めた。不法投棄対策として、職員によるパト

ロール及び回収を行い、不法投棄多発地区については重点パトロールを実施した。河川下流域の生活

環境改善の為、ダンパー車による水路の土砂の収集・処分を実施した。 

○清掃費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 清掃総務事業 
所管課 建設環境部環境下水道課ふるさと美化係

費 目 清掃総務費 

事業費

（千円） 395,617 財源
国 県 市債 その他 一般財源 

   9,908 385,709 

事業内容 

 

内    容 事業費(千円) 

公衆便所清掃管理業務委託 916 

下排水路汚泥収集処理業務委託ほか 800 

鹿島藤津地区衛生施設組合運営負担金 184,705 

杵藤広域クリーンセンター負担金 143,882 

佐賀県西部広域環境組合構成市町負担金 8,977 

清掃総務事業の人件費ほか事務費等 56,337 

職員による不法投棄物の調査、回収。       パトロール 30 回 

事業名 廃棄物処理事業 
所管課 建設環境部環境下水道課ふるさと美化係

費 目 廃棄物処理費 

事業費

（千円） 135,848 財源
国 県 市債 その他 一般財源 

   59,651 76,197 

事業内容 

 

内  容 事業費(千円) 備  考 

市指定ごみ袋作成費 11,928  

ごみ収集運搬委託 111,473 収集車 11 台、収集量 5,086t 

市指定ごみ袋販売委託 7,492  

再資源化事業(収集運搬) 

(再資源化委託) 

246

264

 

使用済乾電池収集運搬処理委託 343 収集量 2.97t 

廃蛍光管処理委託 205 収集量 2.06t 

ごみステーション設置補助金 30 2 基 

生ごみ処理機等補助金 

 
208

生ごみ容器等         18 件 

電動生ごみ処理機     11 台 

ごみ減量化事業（地区別資源回収） 

(新聞、雑誌、ダンボール、アルミ缶、古着等) 
2,136

75 団体へ交付 

団体回収量  713,545kg 

ふるさと市町村圏基金市町交付金事業 

（ごみ減量化事業） 
480

事業所向けパンフ  2,000 部

50音順ごみ分別表   2,440部

地区別ごみ分別一覧表印刷 751  

廃棄物処理事業事務費等  292  
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５款 労働費 

  勤労者の生活向上・雇用の確保・福利厚生に資するため金融・雇用・福祉の面から勤労者支援のための

施策を実施した。 

 

５款 働費  （１項）労働諸費 

勤労者の生活支援と福利厚生のため預託による資金貸付事業を行った。また、職業訓練校に対する支援

等を行い雇用の確保や市内就業率の向上を図った。 

○労働費の主な事業  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 労働者金融対策 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 労働振興費 

事業費 

（千円） 
45,100 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   45,000 100 

事業内容 

○市内勤労者に対する福利厚生資金及び住宅・教育・生活向上資金の確保に資するため勤労者福利

厚生資金貸付事業（預託金）として九州労働金庫への資金預託などを行った。 

・預託額 45,000 千円   ・融資枠 135,000 千円 

〔２０年度実績〕 融資件数 447 件   貸付残高 2,884,891 千円 

事業名 労働者雇用対策 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 労働振興費 

事業費 

（千円） 
144 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    144 

事業内容 
○技術の習得による雇用の確保を図るため鹿島藤津高等職業訓練校の運営に対して補助金を交付し

た。また、若者の就業支援の一環として市報を活用した情報提供に努めた。 

事業名 労働者福祉対策 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 労働振興費 

事業費 

（千円） 
1,698 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    1,698 

事業内容 
○勤労者の福利厚生に資するため鹿島市勤労者福祉センターの管理を委託するとともに、中小企業勤

労者福祉サービスセンターの事業運営費負担金を支出した。 

○九州労働金庫鹿島支店 ○鹿島藤津高等職業訓練校 
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６款 農林水産業費 

本市において、基幹産業である農林水産業の振興は重要課題である。しかし、従事者の減少や高齢化の

進行、価格の低迷等により生産所得は伸び悩み、担い手不足等による集落の活力低下など早急に解決しな

ければならない課題を抱えている。このような中、地域の活性化を図るため、第４次総合計画に掲げる「自立と

連携を進め創造する産業のまちづくり」の実現に向け、行政・関係機関・団体の連携・協力のもとに各種施策

の推進を図った。 

 

６款 農林水産業費 （１項）農業費   

 平成１９年度から始まった経営所得安定対策（品目横断的経営安定対策）に対応するために需要に応じた

生産を推進した。また、同対策の導入と合わせ農業者・農業団体が主体的に行なう米需給システムへの移行

など米政策改革の推進を図った。 

 さらに、食料の安定供給のため、優良農地を確保するとともに耕作放棄地解消に向け全体調査を行なった。

（鹿島市担い手育成総合支援協議会で実施） 

 果樹・野菜等の園芸作物については先進的技術の導入や低コスト化など経営安定に向けた各種補助事業

を実施した。 

○農業費の主な事業                                平成２０年度 鹿島市決算（資料） 

事業名 
（農地・農政振興管理事業） 

農業委員会取扱事務 

所管課 農業委員会事務局 

費 目 農業委員会費 

事業費 

（千円） 
40,220 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 4,119  933 35,168 

事 業 

内 容 

○農地移動の状況(農地法第３条) 

    87 件  76.48 ha   

○農地転用の状況(農地法第４条、５条) 

     田 34 件  2.99 ha  

     畑 32 件  2.30 ha  

○農地転用現地確認調査（４条、５条） 

     調査件数   73 件 

○農地等形状変更届出 

     届出件数 15 件  1.10 ha 

○小作料状況（円／10ａ当り） 

期 間 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区

H18～ 15,000 11,000 5,000

○農地保有合理化事業（ＪＡ分） 

あっせん（JA 合理化）件数  18 件 

   農地流動化専門員の活動日数 

                   172 日 

農地流動化の実績 

    基盤強化法による 

     利用権設定(351 件)  85.02 ha 

     所有権移転( 27 件)   10.38 ha 

 

 

    農地法第３条による 

     所有権移転( 44 件)   17.10 ha 

使用貸借権( 43 件)  56.50 ha 

 

○農業者年金状況 

  被保険者数          93 人 

  経営移譲年金受給者数        551 人 

  農業者老齢年金受給者数       83 人 

  農業者年金支給額      173,000 千円 

  経営移譲年金額        109,000 千円 

  老齢年金額             64,000 千円 

 

 

○農地保有合理化等調整事業（農地公社分）

  農地売買等事業 

    買 入  11 件  5.10 ha 

    売 渡  11 件  5.10 ha 
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○農業費の主な事業（続き）  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（農業振興事業） 

農業経営体活性化事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農政事業費 

事業費 

（千円） 
254 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

  127    12７ 

事 業 

内 容 

○スーパーL 資金利子助成  254,484 円（８件） 

○認定農業者育成及び支援対策（１６６名） 

事業名 
（農業振興事業） 

後継者育成対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農政事業費 

事業

費（千

円） 

180 財
源 

国 県 市債 その他 一般財源 

    180 

事 業 

内 容 

○若い農業者就農促進事業（研修支援資金償還助成） 

1 名   1,800,000 円×1/2×1/5＝180,000 円 

事業名 
（農業振興事業） 

農業金融対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農業振興費 

事業費 

（千円） 
494 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    494 

事 業 

内 容 
○平成１８年度鹿島市緊急特別対策農業再生産資金利子補給助成金 493,715 円 

事業名 
（農業振興事業） 

中山間地域等直接支払交付事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農政事業費 

事業費 

（千円） 
115,051 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 86,638   28,413 

事 業 

内 容 

○ 推進事業費   1,409,756 円 

○ 交付金    113,640,901 円 

（集落協定：３８ 面積 1,224ｈａ） 

○ 中山間地域において、耕作放棄地の発生 

防止と多面的機能の維持等を目的として 

・  農道舗装 

・  農道や水路の草払い 

・  獣害対策 

・  共同施設の設置 

・  景観作物の作付け 

・  担い手の育成 

等に取組み、集落活動を活性化させた。 

田植えの風景 
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○農業費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（農業政策事業） 

荒廃園対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農政事業費 

事業費 

（千円） 
93 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    93 

事 業 

内 容 

○農地は、国民に食料を提供するための基礎的な生産要素であるとともに、農業者にとって極めて重要な経

営基盤である。その一方で農業者の減少・高齢化等の進行により耕作放棄地は年々増加傾向にあり、そ

の解消を図ることが喫緊の課題となっている。 

 そこで平成 20 年度は、解消のための先進地視察研修及び鹿島市担い手育成総合支援協議会において、

耕作放棄地の全体調査を実施した。 

≪耕作放棄地調査結果≫                 

   ・水田 ３４．４ ha   畑 １５．６ ha   樹園地 ５３４．６ ha   計  ５８４．６ ha 

事業名 
（農業振興事業） 

農村婦人の家維持管理 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農業振興事業費 

事業費 

（千円） 
3,842 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    3,842 

事 業 

内 容 

○農村婦人の家公共下水道接続工事   ３，００３，０００円 

○農村婦人の家公共下水道接続工事     ７４４，５１３円 

 に伴う便所出入口改修工事 

○農村婦人の家公共下水道接続工事      ９４，５００円 

に伴う便所出入口電気工事 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 
（農業振興事業） 

農作物保全対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農業振興費 

事業費 

（千円） 
450 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    450 

事 業 

内 容 

鹿島市農作物有害鳥獣駆除組合へドバト・カラス等の駆除にかかる経費（出動手当・報奨金）を助成 

した。 

  

工事着工前 
 

工事完了 
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○農業費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（農業振興事業） 

有害鳥獣(猪)被害防止対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農業振興費 

事業費 

（千円） 
1,740 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    1,740 

事 業 

内 容 

鹿島藤津地域有害鳥獣広域駆除対策協議会負担金 

・ 捕 獲 頭 数・・・３２６頭 

・ 電機牧柵設置・・・ ２０台 

 

○有害鳥獣(猪)被害防止対策事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 水田農業経営確立対策事業 
所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農業振興費 

事業費 

（千円） 
1,004 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 835   169 

事 業 

内 容 
○平成２０年度佐賀県新たな需給調整システム円滑化推進事業費補助金 1,004,299 円 

事業名 

（農産振興事業） 

新たな米政策対策事業 

（担い手育成条件整備事業） 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農業振興費 

事業費 

（千円） 
3,780 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 3,150   630 

事 業 

内 容 

○集落営農組織が集落型経営体へ移行する過程で農業用機械を拡充・共同化し、農業生産コスト低減によ

る所得の向上を目指す活動に対し農業用機械購入費の助成を行う事業。 

 

 

事業主体 ・・・ 重ノ木営農組合 

事業内容 ・・・ 大豆コンバイン １台 

 

捕獲したイノシシ イノシシ肉 解体研修時のイノシシ 
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○農業費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（農産振興事業） 

強い農業づくり交付金（経営構造対策） 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 農業振興費 

事業費 

（千円） 
3,510 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 3,510    

事 業 

内 容 

○望ましい農業構造の確立に向けた集落営農経営の育成・確保を推進するため、集落営農が新たに必

要とする高生産性農業用機械の導入に必要な経費を支援した。 

 

事業主体 ・・・ 重ノ木営農組合 

事業内容 ・・・ 乗用管理機(防除用) ２台 

 

事業名 
（園芸振興事業） 

魅力あるさが園芸農業確立対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 園芸振興費 

事業費 

（千円） 
23,723 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 18,461   5,262 

事 業 

内 容 

有機栽培等の取組み拡大を図るとともに競争力のある収益性の高い園芸農業の確立に向け本市園芸農

業を担うプロ農業者を育成し、高品質化・低コスト化・規模拡大・省力化等の取組みを拡大することにより、魅

力ある園芸農業を確立するため必要な機械・施設等の整備や推進活動を促進する事業である。 

○ 事業内訳 

Ⅰ 人と環境にやさしい園芸農業拡大対策事業                       金額単位（千円） 

事業種目 事業実施主体 事業内容 事業費 
負担区分 

県補助金 一般財源

地区推進

活動 
七浦地区１名 有機栽培認定申請料 50 50 0

特別栽培拡

大対策 

鹿島市第一高品質ブドウ生産組合 果樹栽培施設・果樹棚 2,455 2,045 410

浜地区 1 名 防虫ネット 227 189 38

エ コ 農 業

拡大対策 

鹿島市第一自動セロハン組合 ラップ巻き機 1,331 1,023 308

鹿島中央地区苺品質向上組合 炭酸ガス発生装置 293 225 68

七浦地区第四土壌改良柑橘組合 チッパー 1,692 1,301 391

能古見地区第三土壌改善組合 ロールベーラー 1,719 1,322 397

鹿島市第二品質安定生産組合 
みかんマルチ 

マルチ巻上げ機 
1,990 1,530 460

鹿島地区みかんマルチ組合 みかんマルチ 739 568 171

鹿島市第四高品質安定生産組合 根域制限高畝栽培施設 2,158 1,660 498

鹿島市第七園内道整備組合 園内道 534 445 89

常広第一玉葱機械利用組合 玉葱定植機 1,269 976 293

常広第二玉葱機械利用組合 玉葱定植機 555 426 129

鹿島市第一施設栽培高品質生産組合 炭酸ガス発生装置 1,284 988 296

計  16,296 12,748 3,548
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○農業費（魅力あるさが園芸農業確立対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

 

Ⅱ プロ園芸農業者育成対策事業 

事業種目 事業実施主体名 事業内容 事業費 
負担区分 

県補助金 一般財源 

園芸農業担い

手育成対策 
七浦地区 1 名 炭酸ガス発生装置 156 120 36

雇用型園芸農

業育成対策 
七浦地区 1 名 園芸ハウス 7,271 5,593 1,678

計  7,427 5,713 1,714
 

事 業 

内 容 

○鹿島市第一高品質ブドウ生産組合 ○浜地区 1 名 

果樹棚 

 

防虫ネット 

 

○鹿島市第一自動セロハン組合 

 

ラップ巻き機 

○鹿島中央地区苺品質向上組合 

 
炭酸ガス発生装置 

○七浦地区第四土壌改良柑橘組合 

チッパー 

○能古見地区第三土壌改善組合 

 

ロールベーラー 
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○農業費（魅力あるさが園芸農業確立対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

 

○鹿島市第二高品質安定生産組合 

 

みかんマルチ・マルチ巻上げ機 

○鹿島地区みかんマルチ組合 

 

みかんマルチ 

事 業 

内 容 

○鹿島市第四高品質安定生産組合 

 

根域制限高畝栽培施設 

○鹿島市第七園内道整備組合

 

園内道 

 

○常広第一玉葱機械利用組合 

 

玉葱定植機 

○常広第二玉葱機械利用組合 

 

玉葱定植機 

 

○鹿島市第一施設栽培高品質生産組合 

 

炭酸ガス発生装置 

○七浦地区 1 名 

 

炭酸ガス発生装置 



 - 61 -

○農業費（魅力あるさが園芸農業確立対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事 業 

内 容 

○七浦地区 1 名 

 

園芸ハウス 

事業名 
（園芸振興事業） 

佐賀県省資源型施設園芸確立緊急対策事業

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 園芸振興費 

事業費 

（千円） 
21,949 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 16,885   5,064 

事 業 

内 容 

燃油価格高騰によるコスト増大で経営の圧迫されている施設園芸農業から脱却し、脱石油型・省石油型

園芸農業の確立を推進するために被覆装置や加温装置等を導入する緊急対策事業。 

○事業内訳 

金額単位（千円）      

事業実施主体 事業内容 事 業 費 
負担区分 

県補助金 一般財源 

鹿島市第二イチゴ省エネ研究会 多層被覆装置 20 16  4

鹿島市トマト省エネ研究会 多層被覆装置 139 107 32

鹿島市菊生産出荷組合 多層被覆装置 596 458 138

鹿島市花苗省エネ研究会 

循環扇 

放熱フィン 

多層被覆装置 

1,471 1,132 339

鹿島市果樹省資源型設備導入組合 
ヒートポンプ 

多層被覆装置 
14,204 10,926 3,278

七浦地区 1 名 
多層被覆装置 

放熱フィン 
2,275 1,750 525

七浦地区 1 名 多層被覆装置 1,017 782 235

七浦地区 1 名 循環扇 268 206 62

古枝地区 1 名 多層被覆装置 454 349 105

能古見地区 1 名 
多層被覆装置 

ヒートポンプ 
1,414 1,088 326

北鹿島地区 1 名 多層被覆装置 76 59 17

鹿島地区 1 名 多層被覆装置 15 12 3

合計 21,949 16,885 5,064
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○農業費（佐賀県省資源型施設園芸確立緊急対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

 

○鹿島市第二イチゴ省エネ研究会 

多層被覆装置 

○鹿島市トマト省エネ研究会 

 

多層被覆装置 

事 業 

内 容 

○鹿島市菊生産出荷組合 

 

多層被覆装置 

 

○鹿島市花苗省エネ研究会 

 

循環扇               放熱フィン            多層被覆装置 

 

○鹿島市果樹省資源型設備導入組合 

         

ヒートポンプ                         多層被覆装置 
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○農業費（佐賀県省資源型施設園芸確立緊急対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

 

○七浦地区 1 名 

 

        放熱フィン                        多層被覆装置 

 

○七浦地区 1 名 

多層被覆装置 

○七浦地区 1 名 

 

循環扇 

事 業 

内 容 

○古枝地区 1 名 

多層被覆装置 

○能古見地区 1 名 

 

多層被覆装置 

 

○北鹿島地区 1 名 

多層被覆装置 

○鹿島地区 1 名 

 

多層被覆装置 
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○農業費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 強い農業づくり交付金対策事業 
所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 園芸振興費 

事業費 

（千円） 
70,181 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 70,057   124 

事 業 

内 容 

○産地の競争力の強化を図るため、生産量の確保・生産性の向上・品質向上・環境保全・輸入急増農産

物における国産シェアの奪回を政策目標とする取組を支援する。 
 

 ＜事業内訳＞ （単位：千円）

組合名 事業内容 事業費 交付金 

佐賀県農業協同組合 
イチゴ共同選果

施設 
１２５，３２４ ５９，６７８

鹿島市イチゴ省エネ研究会 
多層被覆装置 
循環扇 
多段式サーモ 

６，５７５ ３，２８７

鹿島市トマト・ミニトマト省エネ

研究会 
多層被覆装置 
循環扇 

９，３５０ ４，６７４

鹿島市第二低コスト施設栽培組合 循環扇 ３，１１９ １，５５９

七浦地区第二玉葱収穫機利用組合 玉葱収穫機 １，４８９ ７４４

計 １４５，８５６ ６９，９４２

 

○佐賀県農業協同組合 

 

 

イチゴ選果機 

 

 

○鹿島市イチゴ省エネ研究会 

 

多層被覆装置               循環扇            多段式サーモ 
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○農業費（強い農業づくり交付金対策事業）の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事 業 

内 容 

○鹿島市トマト・ミニトマト省エネ研究会 

 

循環扇                     多層被覆装置 

 

 

○鹿島市第二低コスト施設栽培組合 

循環扇 

○七浦地区第二玉葱収穫機利用組合 

 

玉葱収穫機 

 

事業名 銘柄茶生産対策事業 
所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 園芸振興費 

事業費 

（千円） 
30 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 25   5 

事業 

内容 

 ○高品質茶生産展示圃茶園の設置 

  茶品評会で上位入賞を目指す生産茶園をモデル展示圃として指定し、施肥改善や収穫前被覆技術の

導入等による高品質茶生産を実証展示する。 

事業名 
（畜産振興事業） 

死亡獣畜処理対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 畜産業費 

事業費 

（千円） 
345 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 172   173 

事業 

内容 

死亡した獣畜の搬送並びに処理に係る費用に対する補助金 345 千円 

・ 牛・・・４０頭 
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○農業費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（畜産振興事業） 

牛異常産予防対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 農政係 

費 目 畜産業費 

事業費 

（千円） 
170 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    170 

事 業 

内 容 

春先より流行するウィルス性の異常産(流産・死産・奇形)を防止するためのワクチン接種に要する経費を

助成した。 

事業主体 佐賀県農業協同組合 

事業費 761 千円   補助金 170 千円 

事業内容 牛 516 頭への 3 種混合ワクチンの投与 

事業名 県営広域営農団地農道整備事業 
所管課 産業部 農林水産課 基盤整備係 

費 目 農地整備費 

事業費 

（千円） 
78,060 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

  77,700  360 

事業 

内容 

（多良岳５期地区） 

県事業費 ： ７７７，０００千円（事務費を含む） 

事業概要 ： ２０号橋上部工（音成地区） 

２３号橋上部工橋桁製作（西葉地区） 

○２０号橋上部工（音成地区） ○２３号橋上部工（西葉地区） 

  

事業名 中山間地域総合整備事業 
所管課 産業部 農林水産課 基盤整備係 

費 目 農地整備費 

事業費 

（千円） 
38,998 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 6,439 12,500 17,139 2,920 

事業 

内容 

県事業費 ： ２１０，００千円（事務費を含む） 

事業概要 ： ①飲雑営農用水施設整備（七開） 

       ②ほ場整備（詳細設計・換地原案）龍宿浦・嘉瀬浦 

            〃   (工事)西塩屋、鮒越、大野 

       ③農道整備（用地測量）（飯田） 

       ④農業集落道整備（詳細設計他）（筒口、新方）

       ⑤集落防災安全施設整備（大木庭、西三河内）

       ⑥農業用排水路施設整備（中尾、浅浦） 
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○農業費の主な事業（続き）  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
国営造成施設管理体制整備促進事業

（多良岳地区） 

所管課 産業部 農林水産課 基盤整備係 

費 目 農地整備費 

事業費 

（千円） 
3,725 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 2,595   1,130 

事業 

内容 

（国営多良岳地区） 

事業概要 ： 国営造成施設管理支援強化補助金 

管理施設 ： 農業用ため池４カ所・送排水施設等 

事業名 農道・用排水施設整備事業 
所管課 産業部 農林水産課 基盤整備係 

費 目 農地整備費 

事業費 

（千円） 
1,848 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    1,848 

事業 

内容 

事業概要 ： 農道舗装・用排水路等の原材料支

給及び重機借り上げ 

事業地区 ： 大字高津原・大字納富分（若殿分

を除く）の 

１４集落 

 

事業名 農地・水・環境保全向上対策事業 
所管課 産業部 農林水産課 基盤整備係 

費 目 農地整備費 

事業費 

（千円） 
19,785 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 543   19,242 

事業 

内容 

事業概要 ： ①農家・非農家を問わず地域一体となり、施設（農用地・水路・パイプライン・ため池・農道）を

維持保全し長寿命化を図る活動を行う。 

②農村環境を保全するため、生態系保全・水質保全・景観形成・生活環境保全・水田貯留機

能増進・地下水涵養・資源循環等の活動を行う。 

事業地区 ： 北鹿島地区・能古見地区・古枝地区・浜地区・七浦地区・重ノ木地区・若殿分区の７０集落 

○水路清掃状況（北鹿島地区） ○景観形成活動（海の森） 
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○農業費の主な事業（続き）  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 土地改良施設維持管理適正化事業 
所管課 産業部 農林水産課 基盤整備係 

費 目 農地整備費 

事業費 

（千円） 
13,988 財

源 

国 県 市債（借入

金） 

その他 一般財源 

   7,292 6,696 

事業 

内容 

◎西葉排水機場                       ◎中川頭首工 

事業概要 ：エンジン修繕                   事業概要 ： 水密ゴム交換及び発電設備修繕

事 業 費 ： 4,998 千円                   事 業 費 ： 4,003 千円 

 

○行成頭首工以下１７地区 

事業概要 ： 事業拠出金 

事 業 費 ：  4,987 千円 

 

◎西葉排水機場 ◎中川頭首工 

事業名 県営地域水田農業支援緊急整備事業 
所管課 産業部 農林水産課 基盤整備係 

費 目 農地整備費 

事業費 

（千円） 
8,842 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   5,327 3,515 

事業 

内容 

県事業費 ： ３８，８５０千円（事務費を含む） 

事業概要 ： 水田暗渠排水工事（A=27.5ha） 

（北鹿島地区） 
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６款 農林水産業費  （２項）林業費 

 近年社会的要請が強くなった『森林の持つ多面的機能』を維持・発揮し、平坦部の生活を支え

るために各種事業を実施した。公園などの維持管理及び「自然の館ひらたに」の管理運営を委託

し自然と森林環境に親しむ場を提供した。また、林業後継者の育成や多良岳材のブランド化にも

取組んだ。 
○林業費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 森林
も り

を守る交付金事業 
所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 林業振興費 

事業費 

（千円） 
11,246 

財

源

国 県 市債(借入金) その他 一般財源 

 8,362   2,884 

 

 

 

 

 

事業 

内容 

○ 森林を守る交付金 

   区域の明確化、林内歩道の整備などの対象行為を実施した。 ４5 年生以下の人工林に対して 

   5,000 円／ha を 1４団地へ交付し、間伐等の推進を図り各団地で交付金を活用した地域独自の 

取り組みを支援できた。                      （交付対象面積 ： ２，１８３．９８ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 鹿島市国土保全機能維持森林整備事業 
所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 林業振興費 

事業費

（千円） 
2,000 

財

源

国 県 市債(借入金) その他 一般財源

    2,000 

 

 

 

 

 

事業 

  内容 

○ 国土保全機能維持森林整備事業費補助金 

国庫事業対象外の下刈り・間伐・枝打ち・間伐材搬出・作業道整備に対して市単独で補助を 

実施したことにより森林の国土保全機能の強化が図れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舗 装 前 舗 装 後 

国土保全機能が高い山林国土保全機能が低い山林
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○林業費の主な事業 (続き) 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 鹿島市森林整備担い手育成確保対策事業 
所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 林業振興費 

事業費

（千円） 
823 

財

源

国 県 市債(借入金) その他 一般財源

    823 

 

 

 

事業 

内容 

○ 森林整備担い手育成確保対策事業費補助金 

   林業後継者である森林組合作業班員の福利厚生・各種講習会の実施への補助により、林業労 

   働環境の充実と担い手としての技術能力の底上げを図った。  

 

 

 

事業名 大谷森林公園整備事業 
所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 林業振興費 

事業費 

（千円） 
846 

財

源

国 県 市債(借入金) その他 一般財源

    846 

 

  事業 

  内容 

○ 草木刈払い業務・トイレ清掃業務委託料 

   大谷森林公園の雑草木及び樹木の刈払い・トイレ清掃により公園として維持管理に努めた。 

 

 

事業名 
（林業振興事業） 

自然の館管理運営 

所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 林業振興費 

事業費 

（千円） 
4,737 

財

源

国 県 市債(借入金) その他 一般財源

   474 4,263 

 

 

 

 

  事業 

  内容 

 

○ 自然の館管理業務委託料（指定管理者 能古見地区振興会） 

○ 維持管理費 

 

昨年に引き続き、指定管理者に管理運営を委託し宿泊者及び利用者の増加に努めた。 

また、森のコンサートや経ヶ岳登山などのイベントの開催によりＰＲと利活用を図った。 

 

 

 

 

応急処置講習 技術講習 
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６款 農林水産業費 （３項）水産業費 

 本市の水産業の主幹となる海苔養殖は、海苔網張り込み直後の赤潮発生による色落ち被害により過

去 3 ヵ年と比較しても生産額が大幅減となり、生産枚数で前年比の 73％で 158,377 千枚、生産金額

は前年比の 63％で 1,495,271 千円、平均単価 9 円 44 銭（前年度比 1 円 47 銭安）となった。今後も、

水産業発展のために水産振興における事業を進めていく必要がある。 

○水産業費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（水産業振興事業） 

海苔養殖赤潮被害緊急対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 水産業振興費 

事業費 

（千円） 
4,053 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    4,053 

事業 

内容 

○海苔養殖赤潮被害緊急対策事業補助金  4,053 

H21 年 1 月より開始された冷凍海苔において、海苔網張り込み直後より赤潮が発生したため環境改善事

業として漁業者が施肥を実施したが、長期にわたり赤潮が停滞し海苔色落ちによる品質低下となり、過去 3

年と比較しても生産額が大幅減となり、漁業経営維持が困難な状況となったため漁業者への支援として環

境改善事業に対して経費の一部を補助した。 

 

事業名 
（水産業振興事業） 

預託金事業 

所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 水産業振興費 

事業費 

（千円） 
30,000 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   30,000  

事業 

内容 

 

○預託金 佐賀県信用漁業協同組合連合会鹿島支店 

漁家への融資支援のため市内金融機関への預託を行った。 

 

 

 

事業名 
（水産業振興事業） 

沿岸漁業振興特別対策事業 

所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 水産業振興費 

事業費 

（千円） 
 4,000 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 2,000   2,000 

事業 

内容 

 

○沿岸漁業振興特別対策事業 

明治篭地区浮桟橋は、設置後十数年経過しており老朽化が激しく

通行時に事故が発生する恐れがあった。そのため、安全性を確保す

るために L=２５４ｍの改修を行った。 
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○水産業費の主な事業  (続き)  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（漁港施設維持管理事業） 

漁港施設維持管理事業 

所管課 産業部 農林水産課 林務水産係 

費 目 漁港管理費 

事業費 

（千円） 
 2,226 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    2,226 

事業 

内容 

 

○漁港施設維持管理事業 

七浦漁港防波堤補修工事ほか２ヶ所の老朽化した施設の補修工

事を行った。 
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７款 商工費 

商店街や商工会議所等の関係機関と連携し、イベント支援等による商業振興に努めた。また、定住人口の

増加を図るため空き家登録活用事業に取り組んだ。 

企業に対する奨励金の交付等により工業振興を図るとともに重点施策として企業誘致に取り組んだ。 

  交流人口の増加を図るため観光戦略会議を立ち上げ観光戦略プランの策定及び観光サイン計画の策定

に取り組んだ。また、市内の名所や観光施設・伝承芸能など観光資源の情報発信に努めるとともに映画ロケ

の支援を行うことで観光の振興を図った。 

７款 商工費  （１項）商工費 

生産施設の新増設を行った企業に対して奨励金を交付し、工業の振興に努めるとともに雇用の確保と地域

経済の活性化を目的に企業誘致を重点施策として取り組み、平成２０年１月、県外から谷田工場団地へ自動

車関連企業の誘致が決定し、平成２０年１０月に操業が開始された。また、経済産業省の診断助言事業に取り

組み、中心市街地活性化を進めるとともに、定住人口の増加を図るため空き家登録活用事業に取り組んだ。

この他、消費生活苦情相談や量目検査などにより消費者保護に取り組んだ。 

  また、交流人口の増加を目的とした観光戦略会議を立ち上げ観光名所等の連携を図ることを目的とする観

光戦略プランを策定し、さらに観光客の回遊性を向上させるため佐賀大学と連携し観光サイン計画を策定し

た。鹿島市を主にロケ地とする映画「佐賀のがばいばあちゃん」のロケ支援を行い映画を通じた鹿島の魅力を

情報発信し観光の振興を図った。 

○商工費の主な事業  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 商業振興対策 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 商工業振興費 

事業費 

（千円） 
26,546 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   2,000 24,546 

事業内容 
○ 商工業団体活動推進対策として商店街の振興と地域の活性化を図るため、商店街活性化の取り

組みや各種イベントに対して補助を行った。 

○ 平成 15 年度に整備したさくら通りポケットパークについて土地開発基金からの買戻しを行った。 

事業名 市営駐車場管理運営 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 商工業振興費 

事業費 

（千円） 
11,362 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   11,362  

事業内容 
○市営駐車場 管理費  〔駅前駐車場〕  3,860,115 円   〔中央駐車場〕  7,501,703 円 

○20 年度利用実績    〔駅前駐車場〕  駐車台数 28,525 台、 収入 10,853,100 円 

                 〔中央駐車場〕  駐車台数 68,239 台、 収入 10,844,950 円 

○鹿島発酵研究会主催の「第３回かしま発酵まつり」   ○中央駐車場 
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○商工費の主な事業（続き）   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 中小企業金融対策 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 商工業振興費 

事業費 

（千円） 
143,985 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   140,000 3,985 

事業内容 

○市中銀行等の金融機関に資金を預託し、中小企業に対する融資金貸付事業を行った。 

  市中銀行等への預託金   120,000,000 円 

  商工中金への預託金     20,000,000 円 

○市中銀行等による融資制度 

  〔運転資金〕 融資限度額  500 万円、 償還期限 5 年、 貸付利率 年 2.4％ 

  〔設備資金〕 融資限度額  700 万円、 償還期限 7 年、 貸付利率 年 2.4％ 

※20 年度末の融資残高   324,922 千円 （153 件） 

○20 年分保証料負担額     3,045,477 円 

事業名 工業振興対策 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 商工業振興費 

事業費 

（千円） 
12,535 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    12,535 

事業内容 
○工場団地等の指定地域で工場等を新設または増設した企業５社に対して奨励金を交付した。この

他、溶接技術競技会の表彰や大村方工場団地緑地帯の除草作業を行った。 

事業名 消費者行政 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 商工業振興費 

事業費 

（千円） 
831 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    831 

事業内容 

○消費生活に関するトラブルに対処するためＮＰＯ法人「消費生活相談員の会さが」に委託し、毎週

金曜日、第２・４月曜日に消費生活苦情相談を実施した。また、市報の活用・チラシの回覧などによ

り消費者の啓発活動を行うとともに商品の適正な計量を確保するため佐賀県計量協会とともに計量

器定期検査を実施した。 

○増設された工場 ○2 年に 1 回実施される計量器検査 
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○商工費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 空き家登録活用事業（定住促進対策） 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 商工業振興費 

事業費 

（千円） 
587 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    587 

事業内容 

○（社）佐賀県宅地建物取引業協会杵藤支部と連携し、空き家の登録及び空き家利用希望者の登録

を促進するため空き家バンク制度に関するホームページやパンフレットを作成した。 

 

○空き家利用希望者へ空き家情報を提供した結果、契約が成立し市外からの移住者に対して助成金

の交付を行った。 

事業名 企業誘致対策 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 商工業振興費 

事業費 

（千円） 
16,435 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    16,435 

事業内容 

○定住人口の増加と地域経済活性化のため企業誘致を推進し佐賀県と連携した誘致活動に取り組

んだ。 

 

○平成１９年度に誘致が決定した「旭九州株式会社」の操業開始の為、団地内道路の舗装整備を行

った。操業は平成２０年１０月から開始され新規雇用者数は６９名（操業開始時）。 

 

○新たな企業の受け皿として新工場団地の適地調査を行い市内候補地の地理的環境等に関して

調査を行った。 

 

○長期債の元金及び利子の償還に充てるため谷田工場団地造成・分譲事業特別会計に対する繰出

金を支出した。（長期債の元金及び利子の償還は２０年度をもって終了する。） 

 

○空き家バンクのパンフレット 

 

 

○平成２０年１０月から操業開始「旭九州株式会社」 
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○商工費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 観光客誘致対策 
所管課 産業部 商工観光課 観光振興係 

費 目 観光費 

事業費 

（千円） 
7,459 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    7,459 

事業内容 

○ １５名の委員による「かしま観光戦略会議」を立ち上げ、計 6 回の会議を経て今後の鹿島の観光の

目指すべき方向性について議論を行い「かしま観光戦略プラン」を策定した。 

○ 相互協力協定締結をしている佐賀大学に委託し「観光サイン計画」を策定した。誘導サイン、名所

旧跡説明サインについて現状把握と分析を行い効果的なサインの配置計画とデザインのガイドラ

インの策定をおこなった。 

○ 島田洋七監督による映画「島田洋七の佐賀のがばいばあちゃん」のロケが、鹿島市を中心に実施

されたことに伴い、ロケを支援するための実行委員会が結成され交付金を交付した。４月から６月

にかけて九州を皮切りに全国で公開された。 

事業名 桜まつり振興対策 
所管課 産業部 商工観光課 観光振興係 

費 目 観光費 

事業費 

（千円） 
1,412 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    1,412 

事業内容 

○ 花見の時期に臨時の夜間照明を設け、一目五千本といわれる旭ヶ岡公園の桜の木々をライトアッ

プし観光協会と連携して誘客に努めた。  ※期間  ３月２６日～４月５日 

○ 桜まつりの時期に、旭ヶ岡公園の赤門前にて赤門建立 200 年記念イベントを開催するとともに歴

史公園 100 選を広くＰＲした。 

事業名 奥平谷キャンプ場運営 
所管課 産業部 商工観光課 観光振興係 

費 目 観光費 

事業費 

（千円） 
2,201 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   1,758 443 

事業内容 
○駐車場や管理棟入口階段等の施設整備を行い環境整備に努め利用者の利便性の向上を図った。

また、リピーターを獲得するためにダイレクトメールの発送や新規利用者獲得のためホームページに

よる情報発信を行った。  ※２０年度利用者数  1,781 人 

○かしま観光戦略会議  ○映画「島田洋七の佐賀のがばいばあちゃん」ロケ風景 
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○商工費の主な事業（続き）                              平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 干潟体験運営 
所管課 産業部 商工観光課 観光振興係 

費 目 観光費 

事業費 

（千円） 
1,209 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   1,209  

事業内容 

○佐賀県観光連盟が実施した東京・大阪での観光説明会に参加し旅行業者へ干潟体験の情報提供

を行うとともに情報誌等を利用したＰＲを行い修学旅行生や家族連れグループ等の干潟体験者の

増加に努めた。 

 

○ここ 3 年間、体験者数は減少傾向にあったが 20 年度は前年度より 1,260 人の増であった。 

  ※体験者数  〔団体〕 11,585 人（181 団体）  〔個人〕 2,423 人  〔合計〕 14,008 人 

事業名 かしま伝承芸能フェスティバル事業 
所管課 産業部 商工観光課 観光振興係 

費 目 観光費 

事業費 

（千円） 
1,800 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    1,800 

事業内容 

○伝承芸能の保存継承や交流人口の増加を目的に開催される「かしま伝承芸能フェスティバル」の実

行委員会へ支援を行った。１１回目の開催となった今年度は地域伝統芸能活用センターの補助を

受け、九州版や地元新聞への広告掲載・雑誌広告・チラシの鹿島市全戸配布などＰＲ活動に力を

いれ交流人口の増に努めた。 

  ・開 催 日   平成２０年１０月５日（日） 13:00～17:00 

  ・場    所   祐徳稲荷神社 

  ・出演団体   １２団体 

○道の駅「鹿島」の干潟体験 ○第１１回かしま伝承芸能フェスティバル 
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８款 土 木 費 

土木費では、昨今の厳しい財政状況ながら、安心かつ利便性の高い都市機能整備をめざし、市民生活に

密着した生活関連道路など計画的な整備を推進している。 

８款 土 木 費 （１項）土木管理費 

 近年国内では予期せぬ大地震が頻発している。こうした、震災による被害者の多くは建物の倒壊等に

よるもので、倒壊した建物の多くは現行の耐震基準以前に建築されたものであった。 

これらの教訓を踏まえ、住宅・建築物の耐震対策を緊急の課題と位置付け、市民に対し、耐震化の啓

発を図るため、耐震診断・改修に関する有益な情報を盛り込んだパンフレットを作成し、全世帯に配布し

た。また、市ホームページを活用した情報提供を行い、耐震化の促進に努めた。 

○土木管理費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 土木総務一般経費 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 土木総務費 

事業費 

（千円） 
10,205 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

173    10,032 

事業内容 

 

○ 耐震啓発パンフレット作成業務 

住宅・建築物の耐震改修、診断に関する情報を

盛り込んだパンフレットを作成、全戸に配布。 

事業費   ３４７ 

 

 （成 果 品） 

 

８款 土 木 費 （２項）道路橋梁費 

 道路整備については、地域開発、交通ネットワークと産業基盤の充実や、地域生活の中での利便性と

安全性を図るため、主要市道整備事業にて「野畠・鮒越線」等、辺地道路整備事業では「中川内･広平

線」、単独市道整備事業では「市道鮒越堤線改良工事」等の道路改良事業を行った。また、交通の安全

を図るため、ガードレール・転落防止柵や反射鏡等を設置し交通事故等の防止に努めた。 

 道路維持については、直轄修繕等による路肩や路面等の補修、雨水処理のための側溝整備を計画的

に行なうと共に、生活道路（里道）については原材料の支給を行い、地域と連動した道路整備に努めた。 

○ 道路整備状況（平成２１年３月３１日現在） 

年 度 路線数 実延長 改良済延長 舗装済延長 改良率 舗装率 

１８ ４２９ ３３６,１１６ ２３８,０６２ ３３１,２８３ ７０．８ ９８．６ 

１９ ４２９ ３３６,１０５ ２３８,４０６ ３３１,７３８ ７０．９ ９８．７ 

２０ ４２６ ３３８,１７８ ２４３,１７６ ３３４,５８０ ７１．９ ９８．９ 

 

○ 橋梁整備状況（平成２１年３月３１日現在） 

年度 総数 延長 
永 久 橋 石   橋 木   橋 

舗装率 
橋数 延長 橋数 延長 橋数 延長 

１８ ３００ ３，０９９ ２９５ ３，０５９ ４ １３ １ ２７ ９８．７

１９ ３００ ３，１０７ ２９６ ３，０９４ ４ １３ ０ ０ ９８．７

２０ ２９９ ３，２３２ ２９５ ３，２１９ ４ １３ ０ ０ ９８．７
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○道路橋りょう費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 道路台帳整備事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 道路橋梁総務費 

事業費 

（千円） 
13,125 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    13,125 

事業内容 

 

○ 道路台帳整備事業（道路台帳の更新業務） 

 

中木庭ダム完成に伴う国道編入部等の道路台帳 

更新業務を行った。 

委託料   １３，１２５ 

 

（成 果 品） 

事業名 道路維持・改良事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 道路維持費 

事業費 

（千円） 
75,241 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

2,000  2,000 7,204 64,037 

事業内容 

○事業内訳 
 

№ 事 業 名 事業費（千円） 事 業 概 要 

１ 道路維持経常費 57,820

既存市道維持用の経常経費 

・市道本谷線道路修繕 

Ｌ＝  9ｍ  1,313 千円 ほか 

２ 側溝整備事業 8,421

市道側溝の新設・布設替等整備事業 

・市道平松線側溝整備 

Ｌ＝ 44ｍ  1,838 千円 ほか 

３ 地域密着型市道改修事業 9,000

地域密着型市道の小規模改修工事 

・五本松・新篭線改良 Ｌ＝ 60ｍ  2,952 千円 

・世間・小舟津線改修 Ｌ＝ 48ｍ  2,781 千円 

ほか 

 

○道路維持経常費（本谷線道路修繕） ○地域密着型市道改修（五本松・新篭線改良） 
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○道路橋りょう費の主な事業(続き) 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 道路新設改良事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 道路新設改良費 

事業費 

（千円） 
184,435 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

62,500  89,500  32,435 

事業内容 

○事業内訳 
 

№ 事 業 名 事業費（千円） 事 業 概 要 

１ 辺地道路整備事業 70,973

交通の不便な地域への道路整備事業 

・中川内・広平線道路改良 Ｌ＝167ｍ 20,344 千円 

・中川内・広平線舗装工事 Ｌ＝123ｍ  6,950 千円 ほか

２ 主要市道整備事業 102,000

基幹市道の整備事業 

・野畠・鮒越線改良工事 Ｌ＝480ｍ  46,177 千円 

・浅浦・仏谷線舗装工事 Ｌ＝820ｍ  10,500 千円 ほか

３ 単独市道整備事業 11,462

主要市道以外の市道整備事業 

・鮒越堤線改良工事 

Ｌ＝ 30ｍ  5,534 千円 ほか 

 

○辺地道路整備事業（中川内・広平線道路改良） ○主要市道整備事業（野畠・鮒越線改良工事） 

○主要市道整備事業（浅浦・仏谷線舗装工事） ○単独市道整備事業（鮒越堤線改良工事） 
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○道路橋りょう費の主な事業(続き) 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 県工事負担金事業（道路改築事業） 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 道路新設改良費 

事業費 

（千円） 
1,200 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    1,200 

事業内

容 

 

○ 道路改築事業（負担金事業） 事業費  １,２００ 

 負担率 ： 県事業費の１５％を負担 

 佐賀県が行った、県道奥山・鹿島線道路改築事業 

 費の一部を負担し行った。 

                  改良舗装 Ｌ＝100ｍ 

 

（県道奥山・鹿島線） 

事業名 交通安全施設整備事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 交通安全施設等整備事業費 

事業費 

（千円） 
4,741 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    4,741 

事業内

容 

 

○ 交通安全施設整備事業(市道への交通安全施設設置工事） 

  ・本谷線他３路線交通安全施設整備工事  ガードレール Ｌ＝449ｍ  事業費 2,651 千円 

  ・中川・広瀬線他４路線安全施設整備工事 ガードレール Ｌ＝140ｍ  事業費 1,554 千円 

  ・岩岡通り線他交通安全施設整備工事    ガードレール Ｌ＝ 46ｍ  事業費  536 千円 

○市道本谷線交通安全施設整備工事 ○市道岩岡通り線交通安全施設整備工事 

 
 
 

８款 土 木 費 （２項）河 川 費 

 河川費においては、急傾斜地の崩壊による災害から人命を保護するため、危険箇所の崩壊防止事業 
を実施した。また、鹿島市観光の拠点づくりと地域産業の活性化を図るために、平成１８年度より、

辺地対策事業として、中木庭ダム周辺の整備に着手、現在も整備中である。 
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○河川費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 急傾斜地崩壊防止事業（Ｈ１９繰越） 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 河川総務費 

事業費 

（千円） 
4,395 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 2,197 1,087 1,099 12 

事業内

容 

○ 急傾斜地崩壊防止事業（Ｈ１９繰越分） 

 事業費の負担割合 ：県 50％ 地元 25％ 市 25％ 

 わしの巣地区（Ｈ１９年度からの繰越分）の急傾斜地壊防止事業を行った。 

    ・わしの巣地区 Ｌ＝ 23ｍ  4,395 千円 

     当初工期 H20.2.12～H20.3.31 → 変更工期 H20.2.12～H20.6.30             

事業名 急傾斜地崩壊防止事業（Ｈ２０） 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 河川総務費 

事業費 

（千円） 
15,605 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 7,800 3,900 3,900 5 

事業内

容 

○ 急傾斜地崩壊防止事業（崩壊の危険がある急傾斜地への整備事業） 

 事業費の負担割合 ：県 50％ 地元 25％ 市 25％ 

 中尾３地区・わしの巣地区・西ノ浦地区の急傾斜地崩壊防止事業を行った。 

   ・中尾３地区   Ｌ＝ 14ｍ  3,188 千円 

   ・わしの巣地区  Ｌ＝ 24ｍ  7,455 千円 

   ・西ノ浦地区   Ｌ＝ 24ｍ  4,851 千円   事務費 111 千円 

○中尾地区 ○西ノ浦地区 

事業名 中木庭ダム周辺整備事業（Ｈ１９繰越）
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 水資源対策費 

事業費 

（千円） 
6,000 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

  6,000   

事業内

容 

○ 中木庭ダム周辺整備事業（Ｈ１９繰越分） 

  鹿島市観光の拠点づくりと、地域産業の活性化を図るために、平成１８年度より辺地対策事業 

 により、中木庭ダム周辺の整備に着手、現在も整備中。 

  平成２０年度（平成１９年度繰越分）の主な事業内容は以下のとおり。 

・渓流広場土木工事・・・・・・工事費 6,000 千円（全体工事費 11,188 千円） 

     当初工期 H20.1.15～H20.3.25 

    変更工期 H20.1.15～H20.5.30                                       
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○河川費の主な事業(続き) 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 中木庭ダム周辺整備事業（Ｈ２０） 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 水資源対策費 

事業費 

（千円） 
17,577 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

  9,067  8,510 

事業内

容 

○中木庭ダム周辺整備事業 

  鹿島市観光の拠点づくりと、地域産業の活性化を図るために、平成１８年度より辺地対策事業 

 により、中木庭ダム周辺の整備に着手、現在も整備中。 

平成２０年度の主な事業内容は以下のとおり。 

・渓流広場東屋建築工事・・・・・・工事費  3,413 千円 
・渓流広場法面整備工事・・・・・・工事費  1,258 千円 ほか 
 

○渓流広場東屋建築工事 ○渓流広場 

 

  
（中木庭ダム全景：試験湛水実施） 
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８款 土 木 費 （３項）都市計画費 

 都市計画費では鹿島市の都市機能の整備充実を図るため、次に揚げる事業を実施した。 
○都市計画費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 公園施設管理事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 都市公園費 

事業費 

（千円） 
30,171 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   431 29,740 

事業内

容 

 

○ 公園施設管理事業（都市公園の維持保全事業） 

                    事業費 ３０,１７１ 

 都市公園施設８箇所の維持保全のため「中川公園 

 ブランコ修繕」、「公園植栽管理・清掃業務委託」等 

 を実施した。 

 

 （中川公園ブランコ） 

事業名 公園施設改修事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 都市公園費 

事業費 

（千円） 
2,499 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    2,499 

事業内

容 

 

○ 公園施設改修事業（中川公園排水路整備事業） 

                    事業費 ２,４９９ 

 都市公園施設の維持保全・機能向上のため「中川 

公園排水路整備事業」を実施した。 

  

（中川公園排水路整備） 

肥前浜宿街なみ環境整備事業では、｢街なみ環境整備事業｣により、肥前浜宿の歴史的町並み保存と活

用に関する事業の推進を図った。 

事業名 鹿島市肥前浜宿街なみ環境整備事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課 

費 目 まちなみ活性化事業費 

事業費 

（千円） 
45,376 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

6,525  3,100  35,751 

事業内容 

肥前浜宿の歴史的な街並み保存と活用に向け、住宅修景事業に対する補助や、防犯灯設置 

工事等を行なった。 

○事業内訳 

内   容 事業費（千円） 備   考 

街なみ環境整備事業計画策定業務 1,518 庄金・南舟津地区 

防犯灯設置工事 62 ２箇所 

住宅修景事業に係る補助 4,400 １棟（店舗部分） 

道路美装化工事（繰越明許） 6,856 八宿地区 Ｌ＝244.8ｍ 

街なみ環境整備事業事務費等 32,338 (人件費、旅費、消耗品費等) 

街なみ環境整備事業事務費等（繰越明許） 202 (旅費、消耗品費等) 
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○都市計画費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

 

○住宅修景事業 ○道路美装化工事 

事業名 酒蔵通小公園維持管理事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課 

費 目 まちなみ活性化事業費 

事業費 

（千円） 
502 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    502 

事業内容 

 

平成 17 年度に完成した｢酒蔵通小公園｣について、トイレ、緑地

等の維持管理を行った。 

平成 18 年に国より重伝建地区に選定されて以来、観光される

方々等の｢酒蔵通小公園｣の利用が大幅に増加した。 

 

内 容 事業費（千円） 備 考 

酒蔵通小公園維持 

管理費 
502

消 耗 品 、 光 熱 水

費、委託料等 
 

（酒蔵通小公園トイレ） 

公共下水道認可区域以外の排水路整備については、浸水と悪臭の解消を図るため、雨水排水対策

として整備促進を図った。 

雨水ポンプ場は、排水機能を保つため、南舟津ポンプ場の修繕や沈砂池の除草・浚渫・地盤改良

を行い、災害時等に対応できるよう維持管理に努めた。また、豪雨時には排水ポンプを運転して雨

水を排除し、市民生活の安全に努めた。 

事業名 下水道施設管理事業 
所 管 課 建設環境部 環境下水道課 下水道係 

費 目 都市下水路費            

事業費

（千円） 
14,570 

財
源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

  16 14,554

事業内容 

 

 

内  容 事業費(千円) 備  考     

南舟津雨水ポンプ場沈砂池浚渫業務委託 1,591 浚渫  80ｍ³ 

南舟津雨水ポンプ場沈砂池除草作業委託 893 除草  1,800 ㎡ 

南舟津雨水ポンプ場沈砂池地盤改良工事他 2,244 長さ 56ｍ、幅 5ｍ 

南舟津雨水ポンプ場修繕 1,386 真空ポンプ修繕・手摺等塗装 

下水路・雨水ポンプ場管理経費 8,456 人件費、管理委託料など 
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南舟津雨水ポンプ場沈砂池浚渫業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南舟津雨水ポンプ場沈砂池地盤改良工事 

南舟津雨水ポンプ場沈砂池除草業業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南舟津雨水ポンプ場手摺等塗装 

 

 
 
８款 土 木 費 （４項）住 宅 費 

 安全で暮らしやすい市営住宅を目指し、住環境の整備・保全に努め、次に揚げる事業を行った。 
○住宅管理費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 住宅管理事業 
所管課 建設環境部 まちなみ建設課  

費 目 住宅管理費 

事業費 

（千円） 
17,490 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

675 723  16,092   

事業内

容 

○ 住宅管理事業（市営住宅の維持管理） 

（工事） 「井手分住宅火災警報器設置工事」ほか 

                     工事費   ２,７０６ 

（委託） 「市営住宅地デジ受信状況調査」ほか 

                     委託料   ４,７０５ 

（管理諸経費） 「末光・執行分住宅浄化槽維持管理 

        業務委託」ほか 管理諸経費 １０,０７９ 

（市営新方住宅） 

 

 
 
○都市計画費の主な事業（続き）                  平成２０年度 鹿島市決算（資料）
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【 平成２０年度 主要施策等成果 箇所図 】まちなみ建設課関係 

 

 

主要市道整備事業 

市道浅浦・仏谷線 

主要市道整備事業 

市道野畠・鮒越線 

辺地道路整備事業 

市道中川内・広平線 

地域密着型市道改修事業 

市道五本松・新篭線 他 

県工事負担金 

県道奥山・鹿島線

交通安全施設整備事業

市道大崎・矢答線 他

単独市道整備事業

市道鮒越堤線 他

公園施設整備事業 

中川公園 

中木庭ダム周辺整備事業 

渓流広場 他 

整 備 路 線
H20年度施工
整 備 区 域
H20年度施工

県工事負担金

凡　　　　例

道
路

公
園

急傾斜地崩壊防止事業 

西ノ浦地区 他 
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９款 消防費 （１項）消防費 

 
 平成２０年度は、自然災害・火災等に対応するため、次の事業を行った。 
  ① 消防設備の整備強化を図るため、積載車、小型動力ポンプ等の配備更新 
  ② 消火栓等の水利施設の増設推進 
  ③ 消防団員への教育、訓練の実施 

④ 大雨により、災害対策連絡室を 4回設置 

⑤ 地域防災計画の策定（大幅改定） 

⑥ 自主防災組織育成事業を実施 

 

○消防費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 常備消防費 
所管課 総務部 総務課 消防交通係 

費 目 常備消防費 

事業費 

（千円） 
327,632 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    327,632 

事業内容 〇広域市町村圏組合負担金 

事業名 非常備消防費 
所管課 総務部 総務課 消防交通係 

費 目 非常備消防費 

事業費 

（千円） 
59,351 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    59,351 

事業内容 

平成２０年度は次の事業（活動）を行った。 

１．入退団式、消防出初め式等の式典 

２．水害発生に備えた水防訓練 

２．夏季訓練、消防学校入校等の各種消防団訓練 

３．県消防操法大会（ラッパ吹奏の部）への出場 

４．春、秋の火災予防週間期間中における点検、チラシ 

配布、広報活動 

５．高齢者福祉施設における防火避難訓練への参加 

６．花火大会、お火たき神事等における特別警戒 

７．年末警戒 

８．重要文化財の防火訓練 

 

 
○県消防操法大会 

事業名 消防設備費 
所管課 総務部 総務課 消防交通係 

費 目 消防設備費 

事業費 

（千円） 
9,087 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

  5,800  3,287 

事業内容 

事業内訳 

 事 業 箇 所 事業費（千円） 事  業  概  要 

１ 本町、鮒越、竹ノ木庭、飯田ほか 644 消防車庫修繕（シャッター取替等） 

２ 南舟津 2,596 小型動力ポンプ積載車更新 

３ 中川内、貝瀬 3,964 小型動力ポンプ更新 

４ 新町、納富分、世間、本町 1,645 消防水利整備（消火栓新設、取替） 

５ 北舟津 217 消防水利修繕（防火水槽マンホール蓋） 
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○消防費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 災害対策費 
所管課 総務部 総務課 消防交通係 

費 目 災害対策費 

事業費 

（千円） 
6,188 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   1,000 5,188 

事業内容 

○事業内訳 

 事 業 概 要 事業費（千円）

１ 災害対策超過勤務手当他 146 

２ 土のう袋の整備 350 

３ 災害用備蓄用品の整備 100 人分 

（毛布、マット、タオル） 
608 

４ 多良山系ネットワークのレスキュ

ーポイントの整備 
50 

５ 
気象情報サービス料 

(大雨、台風)(緊急地震速報) 
1,041 

６ 土石流テレメーター保守委託料 ４０３ 

７ 防災無線（同報系）保守委託料 ４８３ 

８ 防災無線（移動系）保守委託料 294 

９ 
自主防災組織育成事業 

(ヘルメット、チェンソーの整備) 
1,000 
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１０款 教育費 

※ 教育費については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条第１項に規定する報告書を兼ねます。 

 

学び・楽しみ・交流する生涯学習のまちづくりを基本施策の大綱として、学校教育においては、２１世紀を主

体的に生きることができる知・徳・体の調和のとれた人間性豊かな子どもたちの育成という観点に立ち、確かな

学力・豊かな人間性・健康と体力を柱とする「生きる力」を育成するため、創意に満ちた特色ある学校教育の

推進、教職員の資質向上及び教育環境の整備・充実に努めた。 

また、市民が等しく学校教育や社会教育あるいはスポーツ・文化・レクリエーション・ボランティア活動などを

通じて、生涯にわたり学習できる社会の実現が重要となる中、多様化する現代社会を生きていくうえで必要な

知識や楽しみ、生きがいを見出すために、いつでも、どこでも、何でも学べる環境づくりに取り組むなど生涯学

習の基盤整備や各種施策の積極的な推進を図った。 

 

１０款 教育費 （１項）教育総務費 

 

豊かな人間性や基礎・基本を身につけさせ、未来を切り拓く力の育成を図るために、児童生徒の実態を踏

まえ、一人一人の能力を伸ばすための各種施策を展開した。 

特に、スクールソーシャルワーカー、児童生徒自立支援事業指導員・相談員、スクールアドバイザー、教育

相談員、特別支援教育支援員など、積極的な人的配置により、一人一人の教育的ニーズに応じた相談体制

や学習・学校生活支援の充実を図った。 

○教育総務費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 幼稚園就園奨励事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
8,576 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

2,181    6,395 

事業内容 

 

区   分 対 象 事業費(円) 事 業 概 要 

幼稚園就園奨励費補助 96 人 8,165,200 

幼児教育の重要性に鑑み、家庭の所得に

応じて幼稚園児の保護者へ補助金を交付

した。 

幼稚園運営補助 ２園 410,000 
幼稚園の運営の円滑化及び幼児教育の

振興のため、幼稚園へ補助金を交付した。

○主要施策 

 幼稚園への就園奨励 

○成  果 

 保護者及び幼稚園の経済的負担を軽減することにより、幼児教育の振興を図ることができた。 
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○教育総務費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 児童生徒自立支援事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
4,497 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

2,550 300   1,647 

事業内容 

 心理的・情緒的理由によって登校できない状態にある児童生徒に対して、個に応じた心の支援や

小集団での体験活動の場をとおして、自信や存在感を培うことにより、対人関係を改善するとと

もに、集団生活や学校生活への適応を図った。 
○主要施策 

 一人一人を伸ばす教育の推進 
○成  果 

 他人とのつながりを拒否しがちな子どもたちも、指導員や友達からの声かけにより表情が明る

くなり、体験活動によって感動する心や思いやりの気持ちを育むことができた。 

事業名 スクールアドバイザー事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
1,120 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 560   560 

事業内容 

 教育相談に関して専門的な知識・経験を有する者をアドバイザーとして配置し、学校におけるカウンセリ

ング機能の充実を図った。 

 小学校７校兼務 １人配置 

○主要施策 

 一人一人を伸ばす教育の推進 

○成  果 

 悩みや心配事のある子どもたちやその保護者、教職員に対して、助言や指導を与えることができた。 

事業名 教育相談員事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
350 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    350 

事業内容 

教育相談員  中学校 2 校兼務 1 人配置 

 生徒の様々な悩みを聞き、助言を行い、学校教育・家庭教育の充実を図った。 

○主要施策 

 一人一人を伸ばす教育の推進 

○成  果 

 子どもたちが気軽に相談ができ、学校と家庭との連携も図ることができた。 
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○教育総務費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 外国青年招致事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
9,331 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   218 9,113 

事業内容 

中学校の英語教育の充実を図るとともに、小学校の英語活動への派遣、地域レベルでの国際交流の

進展を図った。 

英語指導助手 西部中学校・東部中学校各１人配置 

○主要施策 

 ＡＬＴの積極的活用と国際理解教育の推進 

○成  果 

小中学生時にネイティブスピーカーによる指導を受けることは、外国語をより身近なものとし、語学習

得、国際理解への意欲を増進させることにつながった。 

事業名 特別支援学校等通学対策事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
383 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    383 

事業内容 

特別支援学校等に在籍する児童生徒が帰省する際の補助を行い、特別支援教育の円滑な運営を図

った。 

特別支援学校児童生徒帰省旅費補助 182,697 円 

特別支援学校児童生徒送迎バス運行補助 200,000 円 

○主要施策 

 一人一人を伸ばす教育の推進 

○成  果 

 子どもたちの帰省に伴う保護者の経済的負担を軽減することができた。 

事業名 特別支援教育支援員事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
10,189 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    10,189 

事業内容 

軽度発達障害など教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対して、学習上又は生活上の困難を克

服するための教育を行うため、市内全小中学校に 9 人の支援員を配置した。 

○主要施策 

一人一人を伸ばす教育の推進 

○成  果 

H19 は市内 7 名の配置であったが、H20 は市内全小中学校に 1 名ずつの配置となり、よりきめ細かな個

別対応をすることができ、学習効果を高めることができた。 
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○教育総務費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 フッ素洗口むし歯予防事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
129 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    129 

事業内容 

 むし歯予防に高い成果をあげているフッ素洗口を行うことにより、全国及び佐賀県の平均に比べても高

いむし歯罹患率の減少を目指し、実施した。 

  フッ素洗口実施児童数  １，８９８人  ※実施した児童の割合 ９２．６％ 

○主要施策 

 安全教育や食育を含めた健康教育の一層の推進と充実 

○成  果 

 むし歯予防への啓発を促し、永久歯のむし歯罹患率も減少傾向にある。 

事業名 スクールソーシャルワーカー活用事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 事務局費 

事業費 

（千円） 
5,656 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

5,621    35 

事業内容 

 教育・福祉の両面に関して知識と経験を有する者を活用して、いじめ・不登校などの問題を抱えた児童・

生徒への対応を図る。 

○主要施策 

 一人一人を伸ばす教育の推進 

○成  果 

 問題を抱えた児童・生徒に影響を及ぼしている、家庭・学校・地域環境への働きかけにより、不登校等の

状況が改善された。 
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１０款 教育費 （２項・３項）小学校費・中学校費 

次世代を担うたくましい児童生徒の育成のために、その基盤となる学力の向上及び心の教育の充実に向け

ての施策を展開した。 

さらに、福祉・環境・情報教育を推進し、現代社会に対応できる人材育成のための各種施策や総合的な学

習の時間などを利用して自ら学び考える力を伸ばし「生きる力」を育成する施策を推進した。 

また、ふるさと鹿島を愛し、郷土の人材を育成するための施策や学校施設の整備の充実など安全で快適な

教育環境づくりのための各種施策を展開した。 

○小学校費・中学校費の主な事業 平成 20 年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（小学校管理事業・中学校一般管理事業） 

教材等備品整備事業 

所管課 教育委員会 教育総務課 施設整備係

費 目 学校管理費 

事業費 

（千円） 
20,020 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   600 19,420 

事業内容 

教育環境の整備充実のため、小・中学校の各種備品の整備を行った。 

○備品整備状況                                            （単位：円） 

区 分 小学校 中学校 計 

１ 教材備品 5,652,583 2,720,800 8,373,383 

２ 一般備品 4,078,821 2,252,470 6,331,291 

３ 図書備品 3,261,514 2,053,074 5,314,588 

計 12,992,918 7,026,344 20,019,262 

○主要施策 

快適な教育環境づくり 

○成  果 

学校事務の共同実施による備品の共同購入により、効率的な予算の執行を行った。 

また、寄附金等を活用した図書の整備により学校図書館の充実が図られた。 

事業名 
（小学校管理事業・中学校一般管理事業） 

学力向上対策事業 

所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 学校管理費 

事業費 

（千円） 
2,575 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    2,575 

事業内容 

学習意欲の向上を図り、学習の基礎の確実な定着、個性と能力に応じた自己教育力の育成を図った。

   ・小学校 1,736,000 円   ・中学校 839,000 円 

○主要施策 

 学習形態の工夫と指導方法及び指導体制の改善・充実 

○成  果 

 学力検査等に関する市内の実態報告や各学校の取り組み状況について協議や意見交換を行い、全職

員が同じスタンスで取り組むことができた。 
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○小学校費・中学校費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（教育振興費） 

就学援助事業 

所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 教育振興費 

事業費 

（千円） 
14,878 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

386    14,492 

事業内容 

経済的理由により、就学困難な児童生徒の保護者に対し、学用品費等の支給（要保護・準要保護就学

援助費）を行った。 

小学校 117 人 6,537,777 円 

中学校 8４人 7,262,648 円 

特別支援学級に通学する児童生徒の保護者に対し、学用品費等の支給（特別支援教育就学奨励費）

を行った。 

小学校 28 人 810,857 円 

中学校 7 人  265,835 円 

○主要施策 

 一人一人を伸ばす教育の推進 

○成  果 

 保護者の経済的な負担を軽減することにより、義務教育の円滑な運営を図ることができた。 

事業名 
（教育振興費） 

遠距離通学児童生徒対策事業 

所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 教育振興費 

事業費 

（千円） 
3,094 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    3,094 

事業内容 

遠距離通学をする児童生徒の保護者に対して、通学方法に応じた補助金を交付した。 

小学校 75 人 796,906 円 

中学校 88 人 2,296,146 円 

○主要施策 

 一人一人を伸ばす教育の推進 

○成  果 

 保護者の経済的負担を軽減し、義務教育の円滑な運営を図ることができた。 

事業名 
（教育振興費） 

「こころを育む」推進事業 

所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 教育振興費 

事業費 

（千円） 
2,700 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    2,700 

事業内容 

動植物の飼育栽培、校内の環境整備、文化的事業やその他の体験活動を行うことにより、豊かな情操

と教養の習得を図った。 

・小学校 2,100,000 円   ・中学校 600,000 円 

○主要施策 

 福祉教育・情報教育・道徳教育・豊かな心を育む教育の推進 

○成  果 

 友達、動物、植物との触れ合いや、様々な体験活動によって、思いやりの心や感動する心を育むことが

できた。 
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○小学校費・中学校費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
（教育振興費） 

「オンリーワン」のさが体験活動支援事業 

所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 教育振興費 

事業費 

（千円） 
715 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 715    

事業内容 

佐賀のよさを活かした体験活動を行うことにより、豊かな感性

を育むとともに郷土への理解と愛着を深めた。 

・小学校  稲作体験、大豆栽培 715,000 円 

○主要施策 

 福祉教育・情報教育・道徳教育・豊かな心を育む教育の推進

○成  果 

米や大豆を作ったり、その加工・保存などの体験活動や、そ

の仕事に携わる人々との交流によって、郷土・鹿島を理解する

ことができた。 

○稲作体験 

事業名 
（教育振興費） 

福祉教育研究実践委託事業 

所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 教育振興費 

事業費 

（千円） 
550 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    550 

事業内容 

鹿島市福祉教育に関する条例に基づき、感性豊かな小中学

生の時期に地域においてボランティア活動を行い、地域に貢献

する温かい人間性豊かな人への成長を図る。 

・小学校 350,000 円   ・中学校 200,000 円 

○主要施策    

福祉教育・情報教育・道徳教育・豊かな心を育む教育の推進

○成  果 

 各学校で様々な取組がなされた。 

 活動後に感謝の言葉をもらい、人の役にたつことができた喜

びを感じたり、いろんな立場の人の気持ちを考えられるようにな

り、思いやりの気持ちも高めることができた。  

○福祉教育    
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○小学校費・中学校費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 ふるさと人材育成支援事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 学校教育係

費 目 教育振興費 

事業費 

（千円） 
2,000 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   2,000  

事業内容 

鹿島市ふるさと人材育成支援基金条例に基づき、小中学生

を対象として、活力ある地域づくりのためにふるさとの多様な自

然・歴史・伝統文化・産業等を活かした人材育成事業を行う。 

・小学校 1,400,000 円   ・中学校 600,000 円 

○主要施策    

福祉教育・情報教育・道徳教育・豊かな心を育む教育の推進

○成  果 

地域の産業に触れ職業人の話を聞くなどしたことで、ものづく

りにつながる学習への興味・関心を高めることができた。 ○ふるさと人材育成支援事業 

事業名 下水道接続整備事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 施設整備係

費 目 学校管理費 

事業費 

（千円） 
5,985 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    5,985 

事業内容 

  

 北鹿島小学校について既存の合併浄化槽解体及び下水道接続を行った。 

○事業費内訳 

№ 項  目 事業費(千円) 事業概要 

１ 

北鹿島小学校 

合併浄化槽下水道 

接続工事 

5,985 合併浄化槽解体及び下水道接続 

○主要施策 

快適な教育環境づくり 

○成  果 

 下水道へ接続することにより公共下水道事業に寄与することができた。 
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○小学校費・中学校費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 小中学校施設整備事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 施設整備係

費 目 学校管理費 

事業費 

（千円） 
19,275 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

432    18,843 

事業内容 

学校から要望があった施設改善のための工事箇所を確認し、危険性の高い箇所や老朽化が著しい

施設等の修繕や工事を行い教育環境の改善に努めた。 

○事業内訳 

学 校 名 事業費（千円） 事 業 概 要 

1 鹿島小学校 
872 管理棟便所改修 

1,231 ﾌﾟｰﾙ目洗場修繕 ほか 

2 能古見小学校   359 体育館屋根パラペット防水補修 

3 古枝小学校 
378 電話改修 

581 給食搬入口ｼｬｯﾀｰ取替 ほか 

4 浜小学校 
1,365 多目的ﾎｰﾙ天井改修 

1,857 ﾌﾟｰﾙｽﾀｰﾄ台撤去 ほか 

5 北鹿島小学校 
 466 普通教室床張替 

754 汚水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 ほか 

6 七浦小学校 310 東側ﾌｪﾝｽ修繕 ほか 

7 明倫小学校 
458 ふじの広場排水改修 

773 ﾌﾟｰﾙ循環ろ過装置改修 ほか 

8 西部中学校 
198 緊急通報ｼｽﾃﾑ放送設備改修 

833 南側ﾌｪﾝｽ張替 ほか 

9 東部中学校 
1,298 武道場耐震補強 

2,691 ﾃﾆｽｺｰﾄ表土改修 ほか 

10 小学校・中学校 全体 4,851 校内 LAN 整備（鹿島小学校除く） 

○主要施策 

学校施設の耐震化、快適な教育環境づくり 

○成  果 

高額な修繕・工事は実施計画に盛り込みながら、児童生徒たちがすごしやすい教育環境を整えること

ができた。 

○明倫小学校ふじの広場排水改修 ○東部中学校武道場耐震補強 



 - 99 -

○小学校費・中学校費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 小学校大規模改造事業 
所管課 教育委員会 教育総務課 施設整備係

費 目 学校管理費 

事業費 

（千円） 
104,234 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

48,780  34,200  21,254 

事業内容 

能古見小学校の大規模改造事業（2 期）を行った。 

築２７年経過した老朽化校舎の屋上防水や外壁モルタル浮

き部分の改善、内装の模様替え、電気・機械設備のリニューア

ルを行う事業を実施した。 

○事業費内訳 

№ 項  目 事業費(千円) 

１ 建築主体工事 60,690  

２ 機械設備工事 29,820  

３ 電気設備工事 11,309  

４ 監理業務委託 2,415  

 計 104,234  

○主要施策 

学校施設の耐震化、快適な教育環境づくり 

○成  果 

 本工事で外壁モルタルの落下防止や屋上防水の雨漏り対

策、床・壁・天井の化粧直し、照明器具・衛生器具の新規取替

え等の改修を行い、衛生的に健全で快適な教育環境となった。

○能古見小学校 
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１０款 教育費 （４項）社会教育費 

 生涯学習によるまちづくり強化の拠点である鹿島市生涯学習センター「エイブル」を平成２１年度

より、指定管理制度を導入するため、かしま市民立楽修大学の組織強化を図った。一方、当課として

は青少年の健全育成に主眼を置き、「鹿島ドリームシップ」を始め地域子ども教室やジュニアリーダー

養成を目的とした「わんぱくスクール」など、各種事業を展開した。 
また、文化財においては、鈴田滋人氏の人間国宝認定による祝賀行事や市内の文化財を掲載したガ

イドブック「鹿島市の文化財」を作成した。 
社会同和教育事業では、例年同様に啓発活動や市民の意識高揚を活発に行った。 
市民図書館事業は、利用者のニーズに応えた様々なサービスを展開し、親しみや興味・関心を持っ

て気軽に立ち寄れる図書館づくりに努めた。 
 

○社会教育費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 少年教育事業 
所管課 生涯学習課 社会教育係 

費 目 社会教育総務費 

事業費 

（千円） 
537 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 374   163 

事業内容 

○わんぱくスクール                 ５０千円 

小学校４～６年生を対象とし、ジュニアリーダーな

どの講師により各種体験活動事業を提供、 延べ

220 人が参加し、レクリエーションやニュースポー

ツ、お菓子作り、飯ごう炊飯などを実施した。 

 

○ヒカルの碁鹿島スクール           95 千円 

６月～３月の第１・３土曜日を基本に計２０回開

催、玄々社の指導やボランティアの協力により、小

学生４１人 延べ 587 人が囲碁を楽しみながら躾も

学んだ。 

 

○鹿島市放課後子どもプラン運営委員会 

                          125 千円 

市内青少年関係団体による協議会を年２回開催

し、放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を

確保し、総合的な放課後対策について意見交換を

行った。 

○エイブル・地区体育館開放事業     267 千円

エイブルの開館日や、体育館は５月～翌年３月

まで平日の午後３時～５時までを  子どもの居場

所づくりとして無料開放し、子ども達へ安全な遊び

場を提供した。 

・エイブル       延べ  7,870 人利用 

・北鹿島体育館   延べ    542 人利用 

・臥竜ケ岡体育館  延べ  1,022 人利用 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主要施策 

・世代間や他地区との交流会の実施 

・青少年育成及び諸活動団体の育成支援 

・青少年ボランティアクラブの育成・活動支援 

○成 果 

小学生を対象に、放課後の居場所づくりや体験

学習の場を提供することができた。 
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○社会教育費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 青少年教育事業 
所管課 生涯学習課 社会教育係 

費 目 社会教育総務費 

事業費 

（千円） 
3,976 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   1,014 2,962 

事業内容 

 

○第２４回鹿島ドリームシップ事業補助金 

１，３００千円

小・中学生３４人、スタッフ１１人参加、８／26

（火）～29（金）沖縄で平和研修（慰霊祭、ガマ体

験など）や海洋研修、地元小学校との交流を行っ

た。 

 

 
 
 
 
 
 
 
○インリーダー研修会            １８６千円 

市内各地区の部落長、副部落長１００人（小学

生）を、子ども会役員及びジュニアリーダー２３人で

指導。班活動、体験学習などを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子ども会連絡協議会体育・文化事業補助金 

（球技大会、夏休み作品展の補助）  １００千円

 

○青少年海外派遣事業交付金    １，０００千円

小学生９人、スタッフ４人、韓国釜山の「ハムジ  

ゴル修練館」で現地小学生との交流などを行っ

た。 

 

○青少年育成市民会議 補助金     ２５０千円

 

 

○青少年共同宿泊体験事業「ハウスキャンプ」委託

料（市連合青年団へ委託）        １４０千円

 

○『鹿島市の文化財～ふるさと歴史探訪～』の作成

              1,000 千円 

市内の文化財や、歴史的・文化的遺産を紹介す

るガイドブックを作成した。文章を平易なものとし、フ

リガナをふり、カラー写真を多用するなど、青少年教

育をはじめとした生涯学習の場でふるさと学習に活

用できるよう配慮した。 

・印刷部数 2,500 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主要施策 

・青少年健全育成市民会議や地区民会議との連

携 

・世代間や他地区との交流会の実施 

・青少年育成及び諸活動団体の育成支援 

・青少年ボランティアクラブの育成・活動支援 

・青少年自然体験活動・派遣交流などの推進 

・文化財やお祭りマップやガイドブックなどの作成

配布 

・学校におけるふるさと教材の活用 

○成 果 

事業を通じて、青少年による市外との交流や体験

学習ができた。 

次世代を担う青少年のふるさと学習に資すること

ができた。 
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○社会教育費の主な事業（続き）   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 社会教育事業 
所管課 生涯学習課 社会教育係 

費 目 社会教育総務費 

事業費 

（千円） 
622 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    622 

事業内容 

○「第５５回成人式」開催             ２９６千円 

１／１１（日）新成人４４３人中、３５５人参加 

 

 
 

○「第１７回盛年の集い」開催         １４３千円 

２／１５（日）６５歳該当者３２９人中、１００人参加 

 

○「第 23 回鹿島市みんなの集い」事業補助金 

２００千円 

３／８（日）開催 入場者(チケット購入) 1,204 人

かしまんにわか一座 はっぴい♡かむかむ公演

「笑う門には福来る」 

 

○主要施策 

・市民の文化的、身体的な健康づくりの支援 

・各加入団体の相互情報交換の支援 

・活動発表、作品の展示即売などにより相互理

解と資質向上を図る 

○成 果 

事業の実施により交流の場の提供ができた。 

事業名 社会教育事業委託・補助 
所管課 生涯学習課 社会教育係 

費 目 社会教育総務費 

事業費 

（千円） 
1,600 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    1,600 

事業内容 

○芸術文化振興事業委託金（鹿島市文化連盟）  

６００千円 

 

○田澤記念館運営事業補助金     １，０００千円 

 

○主要施策 

・文化団体・地域文化継承団体の育成支援 

・青少年育成及び諸活動団体の育成支援 

○成 果 

文化祭の開催や文化団体・青年団の育成がで

きた。 

事業名 かしま市民立楽修大学事業 
所管課 生涯学習課 社会教育係 

費 目 生涯学習推進費 

事業費 

（千円） 
27,026 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    27,026 

事業内容 

平成２１年度からの生涯学習センター・エイブルの指定管理制度導入に向け、生涯学習事業（エイブル

倶楽部、えいぶる事業、エイブルバンク、エイブル祭、エイブルの木発刊）の実施を「かしま市民立楽修大

学」に人件費を含め委託した。また、楽修大学の組織強化に取り組んだ。 

 

○主要施策 

・市民主体・主導の「かしま市民立楽修大学」による生涯学習の展開 

○成 果 

 平成１９年度までの事業費のみの委託と比較し、人件費を含めて委託したことにより、団体と

しての意識強化及び組織強化が図られた。 
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○社会教育費の主な事業（続き）   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 男女共同参画事業 
所管課 生涯学習課 社会教育係 

費 目 社会教育総務費 

事業費 

（千円） 
68 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    68 

事業内容 

○男女共同参画講演会  

市民対象講演会 （６０人参加） 

１１月１６日(日)開催 

  講師  ライオ・Ｅ・ランドリー氏 

 「子どもと心からのコミュニケーション」 

○ワーク･ライフ･バランス職員研修会及び講演会 

市職員及び市民対象講演会（４１１人参加） 

１月２９日（木）・１月３０（金）開催  

講談師  宝井 琴桜 

「女もいきいき・男もいきいき」 

「山下さんちの物語」 

 

 

○主要施策 

・男女共同参画社会づくり意識などの学習機会の提供 

○成 果 

身近な話題を盛り込んだ講演と、日本伝統文化である講談で、来場者に楽しんでもらいながら、「男女

共同参画」の意識づけの場を提供することができた。 

事業名 中央公民館事業 
所管課 生涯学習課 中央公民館 

費 目 公民館費 

事業費 

（千円） 
59,909 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    59,909 

事業内容 

 平成２０年度から開始した地区公民館の指定管理制度の導入に伴い、連携を取るため「鹿島市公民館

連絡協議会」を立ち上げ、経理業務・公民館事業についての連絡調整を行った。 

○地区公民館指定管理委託〈55,253 千円〉 

№ 公  民  館  名 委託料〈千円〉 委託団体名 

1 鹿島公民館 7,195  鹿島公民館運営協議会 

2 能古見公民館・のごみふれあい楽習館 12,582 能古見地区振興会 

3 古枝公民館 8,641 古枝地区振興会 

4 浜公民館・臥竜ヶ岡体育館 9,408 浜町振興会 

5 北鹿島公民館 8,683 北鹿島地区振興協議会 

6 七浦公民館 8,744 七浦地区振興会 

○主要施策 

地域コミュニティ活動の活性化、市民主体の組織活動の支援など 

自治公民館単位でのコミュニティ活動の推進と支援 

○成 果 

地区公民館の指定管理移行に伴う指導・助言・調整や集落の自治公民館の整備について補助を行な

った。 
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○社会教育費の主な事業（続き）   平成 20 年度 鹿島市決算（資料）

事業名 文化財保護対策事業 
所管課 生涯学習課 文化係 

費 目 文化財保護対策費 

事業費 

（千円） 
2,392 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 15   2,377 

事業内容 

 

○人間国宝鈴田滋人氏祝賀記念事業 1,500 千円

9/11 に染色工芸家 鈴田滋人氏が、国指定重要

無形文化財｢木版摺更紗｣保持者(人間国宝)に認定

されたことを受けて、市を挙げて各種祝賀記念事業

を実施した。 

①木版摺更紗と鈴田滋人氏の紹介パンフレット作

成             作成部数 3,300 部 

②記念植樹(ベニバナトチノキ) 

日時 10/25，場所 市庁舎前駐車場 

参加者 30 人 

 

 

 

 

 

 

 

③人間国宝認定記念特別展『木版摺更紗と人間

国宝鈴田滋人』の開催 

日時 10/25～12/7，場所 エイブル 2 階 

来場者 3,000 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

④人間国宝認定記念祝賀会 

日時 11/30・場所 割烹清川 

参加者 300 人 

 

○市内埋蔵文化財試掘・確認調査事業(18 件)

241 千円(※踏査も含む) 

市内の各種開発行為に先立ち、埋蔵文化財保

護のための事前調査を実施した。うち 1 件(大殿分

山下遺跡)に関しては、21 年度以降に本調査実施

する計画である。 

 

○文化財の新たな指定及び登録(4 件) 

・国指定 ｢木版摺更紗｣(鈴田滋人) 9/11 認定

・市指定 ｢明治期の鹿島市内旧地籍図｣ 7/31

指定 

・市指定 ｢筒口山下の中世石塔群｣ 3/23 答申

(4/1 指定) 

・国登録 ｢吉田家住宅 母屋･土蔵｣ 1/22 告示

 

○文化財保護審議会(2 回)・文化財管理補助金(6

件)・文化財防火デー(普明寺とその寺域)・施設

維持・文化財保管庫の購入・各種負担金・その

他  652 千円 

 

○文化財ガイドブック『鹿島市の文化財～ふるさと

歴史探訪～』の作成 

 

 

○主要施策 

・文化財の保護と活用・内外に誇れる「かしま」の地域文化や文化財の選定、顕彰、保存育成と活用 

・民俗芸能・伝統工芸の保存及び継承支援・芸術文化の学習機会や鑑賞の機会の拡充 

・文化財やふるさとお祭りマップやガイドブックなどの作成配布・学校におけるふるさと教材の活用 

○成 果 

鹿島市に人間国宝が誕生したことをきっかけとして、伝統文化や美術工芸の魅力を再発見する良い機

会を提供できた。また、文化財の保存活用を進めると共に、新たに文化財ガイドブックを作成したことで、

広く文化財愛護の啓発を行うことができた。 
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○社会教育費の主な事業（続き） 平成 20 年度 鹿島市決算（資料）

事業名 
伝統的建造物群保存事業 

（肥前浜宿継場管理事業） 

所管課 生涯学習課 文化係 

費 目 文化財保護対策費 

事業費 

（千円） 
1,452 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    1,452 

事業内容 

○肥前浜宿継場の指定管理委託   1,337 千円

継場の管理運営を、特定非営利活動法人水とま

ちなみの会に委託し、開館業務や管理運営業務な

どにあたってもらっている。 
○土地賃借料及・剪定作業委託料)   115 千円

○主要施策 

・文化財の保護と活用 

・歴史資源を活用した観光の推進 

○成 果 

文化財施設をまちづくりの拠点、観光情報・案内

拠点としての活用ができた。 

 
(まちなみ活性課分) 
建設環境部まちなみ活性課が実施する、文化財保護対策費・伝統的建造物群保存地区対策事業として、

肥前浜宿の町並み保存と活用に関する事業の推進を図った。 

事業名 
伝統的建造物群保存事業 

（まちなみ活性課分） 

所管課 建設環境部まちなみ活性課 

費 目 文化財保護対策費 

事業費 

（千円） 
81,604 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

39,056 8,920   33,628 

事業内容 

○伝統的建造物群保存地区対策事業 

浜・大村方に広がる国の「重要伝統的建造物群保存地区」保存活用に向けて、建物修理助成 

ならびに防災設備設計業務等を展開した。 

○事業内訳(千円) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○主要施策 

・伝統的な建造物などの修理 
・修景事業の実施 
・伝統的な街並みや集落の保存活用啓発 
・防災事業による伝統的建造物保存地区の安全性の確保 

○成果 

修理・修景事業により観光客や地元に対する歴史的景観 
のアピールができ、また、防災事業により地元 
住民の防災意識向上につながった。 

内  容 事業費 備  考 

防災設備基本設計及び 

自火報システム実施設計 
4,496

 

備品購入(消火訓練用) 202 訓練用ホース 

伝統的建築物修理助成 48,732 3 棟修理 

消火栓設置工事負担金 25,918 18 基設置 

伝統的建造物群保存地区 
対策事業事務費 

2,256 
(報酬,報償費 

,旅費等) 
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○社会教育費の主な事業（続き）   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 社会同和教育事業 
所管課 生涯学習課 社会同和教育係 

費 目 社会同和教育費 

事業費 

（千円） 
2,588 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

 1,018   1,570 

事業内容 

○社会同和教育啓発事業   ２，５８８千円 

・児童・生徒へ作文・マンガ・標語の募集と表彰

応募数４，７３６点 

（作文１，３７０、標語２，７１５、マンガ６５１） 

・人権学習会の開催７回（２４４人） 

・鹿島地区人権・同和問題懇談会の開催 

 １２回（２４６人） 

･市職員対象の人権・同和問題研修会開催 

・市報に「ひろげよう人権の輪」を毎月掲載 

 

○主要施策 

・人権啓発活動の推進 

・学校及び社会同和教育の推進 

○成 果 

学校・地域等で人権作品の取組みや学習会、研修

会、懇談会への参加により、人権・同和問題の理解と

認識を深めてもらうことができた。 

 

 

 

事業名 生涯学習センター管理事業 
所管課 生涯学習課 社会教育係 

費 目 生涯学習センター管理費 

事業費 

（千円） 
36,426 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   3,973 32,453 

事業内容 

○生涯学習センター維持管理経費                 ○平成２０年度生涯学習センター利用状況 

項   目 決算額(千円) 施設名 利用者(人) 月あたり(人) 

需用費（消耗品費、修繕料他） 2,115 ホール 22,888 1,907

〃  （光熱水費） 15,696 研修室 13,463 1,121

役務費（通信運搬費他） ７１０ その他利用 31,713 2,642

委託料（清掃、機器管理・保守） 17,529 計 68,064 5,672

使用料賃借料(機器リース他) 288   

備品購入費（消火器他） 88   

 
○床の間コーナー展示事業（２階エレベーター前） 
ふるさとにゆかりのある作家や、歴史・文化についての展示を行い、ふるさと学習の一環とした。 

「小森恵雲木彫作品展」（4.1～5.31）  「藤家博美作陶展」(6.3～8.3) 

「絵図で見るふるさと展」（8.9～10.15）  「木版摺更紗と人間国宝鈴田滋人」（10.25～12.7） 

「納富進絵画作品展」（12.16～2.15）  「田澤義鋪人物展」（2.21～4.29） 
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○社会教育費の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料） 

事業名 市民図書館運営事業 
所管課 教育委員会 生涯学習課 図書館 

費 目 図書館費 

事業費 

（千円） 
28,138 財

源 

国 県 市債（借入金 その他 一般財源

        5  28,133

 

事業内  

容 

○主要施策 

図書・視聴覚資料などの充実と提供 

○成  果 

（図書館資料購入） 

種   別 金   額 冊数（点数） 

図 書 （冊） １１，７５４  ７，０２８ 

雑 誌 （冊） １，５３４  ２，４５４ 

視聴覚 （点） １，５１２  ２３６ 

上記図書館資料の購入や、タイムリーな企画展示

などにより入館者へのサービスを図った。また、「ブ

ックスタート事業」の実施に備え書架を増設し、絵

本コーナーのグレードアップを図った。 

○主要施策 

・図書館事業の充実 

・子供の読書活動推進 

○成  果 

平成２０年度は、年々減少している入館者数・貸

出冊数のアップと、赤ちゃんからお年寄りまでのサ

ービス提供を目標に掲げ、企画事業の充実を図っ

た。結果、来館者数・貸出冊数についても昨年度

の実績を上回り、企画事業での動員数は約２，０００

名となった。また、子供向け企画事業は、読書推進

活動の一環として実施しており、子供の本離れを解

消し、本に興味を持つためのきっかけ作りとして実

施した。 

 

年 度 Ｈ１９ Ｈ２０ 

入館者数 (人) １５３，２７０ １５９，４５４ 

貸出冊数 (冊) ２８０，０００ ２８６，９７６ 

 

【鹿島市民図書館の記録及び２０年度末の状況】 

◇図書館入館者数        147 万 5,714 人 

◇館外貸出利用者数        60 万 1,404 人 

◇館外貸出冊数          248 万 7,139 冊 

◇図書館内蔵書数            15 万 6,290 冊 

◇平成１９年度貸出冊数 全国第６位 （同規模都

市数２３０団体）(社)日本図書館協会発表による。

〔主な企画事業〕 

天の川お星さまおはなし会(命、怖い、七夕をテー

マにボランティアと図書館職員で実施した特大

おはなし会)   ７月６日実施  ７５名参加 

夏休み企画 (小学生対象の夏休み企画実施) 

 ・おりがみで恐竜ワールド！ など５企画  

７月２４日～８月２０日実施 参加者 １０２名   

（古小・浜小・七小放課後児童クラブ参加） 

１日図書館員(小学生の図書館職員体験を実施) 

 ５月１０日実施 参加者 低学年４名 高学年４名
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図書館のクリスマス会(劇団「いちごじゃむ」による人

形劇をクリスマス企画として実施) 

   １２月２１日実施      参加者 １８０名 

年末特大おはなし会(年越し・正月をテーマにした 

おはなし会、工作、カルタ大会を実施) 

    １２月２７日実施 参加者  ４０名 

読書フェスティバル in ＳＡＧＡ (佐賀県からの委託

事業実施)  １１月２３日～１月２５日実施 

 ・読み語りボランティア研修会   参加者 ８２名 

   １回目）子供と楽しむ絵本の世界       

   ２回目）語り続けたい絵本のよろこび   

   ３回目）読み語りをより楽しいものに      

 ・絵本作家「宮西達也氏」講演会 参加者３００名 

絵本読み聞かせ隊(市内の高齢者施設を訪問し、

絵本の読み聞かせや紙芝居などを実施) 

１０月２８日～１１月１４日実施 ８施設を訪問 

アンサンブル・ブレーメン(音楽とお話と映像による

「雪の女王」演奏会をエイブル祭事業として実施) 

２月２５日実施      参加者 ３００名 

○主要施策 

・お話しの部屋での紙芝居、読み聞かせの実施

・図書館ボランティアとの連携 

・図書館職員の研修の充実 

○成  果 

 平成２０年度はこれまで週１回実施していた「お

はなし会」を週３回に増やし、子供の年齢に応じた

「おはなし会」を実施することとした。また、これら

「おはなし会」はブックスタート事業後のフォローと

して位置づけするものである。 

 「あんころもち」 赤ちゃん向け  火曜日 

   「きびだんご」  １～２歳向け   木曜日 

 「おはなし会」  ３歳以上向け  土曜日 

 また、図書館ボランティアと連携した新規企画事

業「絵本読み聞かせ隊」「天の川お星さまおはなし

会」を実施した。 

これら「おはなし会」や図書館業務の充実を図る

ため職員研修は重要である。このため、各種研修

会への参加や、専門講師による職員・ボランティア
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・一般を対象とした研修会等を開催し、職員研修の

充実を図った。 

(各種研修会) 

  「ブックスタート養成講座」 

  「読み聞かせ研修会」 

  「ブックトーク＆ストーリーテリング研修会」 

  「ブックスタート視察研修」（春日市・伊万里市） 

  「レファレンス研究会」 

  「児童サービス研究会」 

図書館実務研修生受入 

１）中学生職場体験       ３件 ９名 

   ２）高校生インターシップ研修 ４件 ７名 

   ３）大学生図書館実習      ２件 ２名 

   ４）教職員研修          １件 １名 

   ５）学校司書補研修       １件 ９名 

○主要施策 

・ブックスタートの実施 

○成  果 

 平成２０年度より鹿島版ブックスタート事業「ぶっ

くすくすく」を実施。「ぶっくすくすく」は赤ちゃんの

４ヶ月健診時に実施しており、赤ちゃんと保護者の

方が、絵本を介して心触れ合うひとときを持てるよ

う、お手伝いすることを目的としている。また、これ

を機会とした、お母さん方の図書館リピーターも増

加し、児童書の貸出冊数は昨年を上回る結果とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主要施策 

・図書館ホームページの充実と拡大 

・県内外図書館とのネットワークづくり 

・地区公民館と学校図書館との連携強化 

・情報誌の発行「みんと」「イエローラベル」 

○成  果 

 図書館ホームページについては、図書館企画の

紹介・新着本の検索システム（全蔵書検索含む）・

県内図書館との電子ネットワーク化により可能とな

った「県内図書館横断検索システム」の採用など、

利便性は向上している。また、図書館間でおこなう

本の相互貸借事業は、県内外図書館を対象に実

施しており、年々増加の傾向にある。また、新たに

ヤング向け広報誌「イエローラベル」を発行し、情

報提供の充実に努めた。 

 学校図書館との連携では、子ども読書推進活動

の一環として実施している巡回文庫「みにみに図

書館」や、市内学校司書研修会などの実施により

連携の強化に努めた。しかしながら地区公民館と

の連携については今後の検討課題として残る。 

(相互貸借) 

年 度 Ｈ１９ Ｈ２０ 

借受 （件） ２５１ ３１３ 

貸出 （件） ２３１ ３６４ 
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１０款．教育費  （５項）保健体育費 

保健体育振興事業としては、総合型地域スポーツクラブ「スポーツライフ・鹿島」（会員数２７０人）で体験

教室やクラブ員交流事業により会員発掘や周知をし、各種スポーツ事業等で健康維持のための体を動か

す機会とスポーツの楽しみを提供することができた。 

 体育施設管理事業としては、七浦海浜スポーツ公園体育館トイレ部分等屋根防水改修工事や海洋センタ

ープール上屋膜体取替改修工事等に取り組んだ。 

 

 ○保健体育費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 スポーツ推進事業 
所管課 生涯学習課 スポーツ係 

費 目 保健体育総務費 

事業費 

（千円） 
1,604 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   664 940 

事業内容 

○体育指導委員育成事業   １，１３２千円 

鹿島市体育指導委員２０名の育成により、市のスポーツ振興や地区・各種目団体への指導を行ない、

総合型地域スポーツクラブでの｢木楽・気楽健康クラブ｣を継続している。 

○各種スポーツ推進事業   １０２千円 

ミニバレーボールリーグ戦、桜まつり少年相撲大会、壮年ナイターソフトボール大会 

○保健体育推進事業   ３７０千円 

 スポーツ振興審議会委員報酬、各種負担金、会費ほか 

○主要施策 

スポーツの生活化及び、子どもから高齢者までの生涯スポーツの推進 

スポーツクラブ・総合型地域スポーツクラブ(子どもの居場所作りを含む)の育成強化と各種目団体にお

ける競技力の向上 

スポーツ指導者の充実と活用 

○成 果 

健康のため、楽しむためのスポーツを各種スポーツ推進事業と総合型地域スポーツクラブが推進。運

営委員から新たなスポーツ指導者が育成されている。 

事業名 市立学校体育施設開放事業 
所管課 生涯学習課 スポーツ係 

費 目 保健体育総務費 

事業費 

（千円） 
526 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   526  

事業内容 

市内の９小・中学校の体育館を、市民へ夜間開放している。 

○主要施策 

スポーツの生活化及び、子どもから高齢者までの生涯スポーツの推進 

○成 果 

学校施設を有効に活用し、日常のスポーツニーズに対応できた。 
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○保健体育費の主な事業（続き）   平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 スポーツ組織等の強化育成事業 
所管課 生涯学習課 スポーツ係 

費 目 保健体育総務費 

事業費 

（千円） 
2,337 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   682 1,655 

事業内容 

○(財)鹿島市体育協会補助金等   ２，０００千円 

  ・協会事業補助金（９５０千円）                       

  ・県民体育大会業務委託（８５０千円）  

  ・スポーツ振興事業交付金 

 (株)東亜工機より寄附２００千円 

○全国大会、九州大会出場補助金   ３３７千円 

 

○主要施策 

・スポーツの生活化、子どもから高齢者までの生涯スポーツの推進 

・スポーツクラブ・総合型地域スポーツクラブ(子どもの居場所作りを含む)の育成強化と各種目団体に

おける競技力の向上 

○成 果 

子どもから高齢者まで各団体階層で競技スポーツも向上している。 

事業名 体育施設管理事業 
所管課 生涯学習課 スポーツ係 

費 目 体育施設管理費 

事業費 

（千円） 
80,530 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

   7,605 72,925 

事業内容 

○事業内訳 

№ 事 業 名 事業費（借入金） 事 業 概 要 

１ 体育館及び広場管理事業 8,604

○体育館及び広場管理事業   6,465 千円 

  ・市民体育館他管理委託料 3,002 千円 

  ・市民体育館水路工事他 234 千円 

○林業体育館管理事業   2,139 千円 

  ・カーテン取替 493 千円 

  ・排煙オペレーター修繕 489 千円 

２ 
七浦海浜スポーツ公園管理事

業 
11,312

○七浦海浜スポーツ公園特定施設管理運営 

（市体育協会に委託） 1,530 千円 

○体育館トイレ屋根防水改修工事 1,974 千円

○プール上屋膜体取替改修工事 2,950 千円

３ 蟻尾山公園管理事業 52,544
○蟻尾山公園指定管理委託   50,152 千円

(市体育協会へ) 

４ 北公園テニスコート管理事業 8,070
○北公園管理業務委託   3,945 千円 

（シルバー人材センターへ） 

 

○主要施策 

 ・スポーツ施設の維持管理と効率的活用及び学校体育施設の有効利活用を行った。 

○成 果 

 住民ニーズに対応した維持管理が進み、効率的に活用することができた。 
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○保健体育費の主な事業                    平成２０年度 鹿島市決算（資料） 

事業名 学校給食運営事業 
所管課 教育委員会教育総務課学校給食センター

費 目 学校給食費 

事業費 
（千円） 171,787 

財 

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

   48 171,739

事業内容 

学校給食は共同調理場方式で、全児童生徒に１９４日の完全給食を実施した。 
  小学校 ９校         ２，０４９食 

中学校 ２校         １，０７５食  
その他 （学校職員ほか）     ２５２食 

    計             ３，３７６食  
また、給食センターの事業として小中学校児童生徒対象の 

親子料理教室を実施した。そのほか米飯給食においては、平 
成１８年１１月１日より 100%鹿島産米の給食を行っている。 
施設面では、従来、中学校と小学校の給食を別々の調理場 
を使い調理を行っていたが、より効率的な調理場の運営と「学校給食衛生管理の基準」に対応す

るため、２０年８月に中学校の調理場の廃止を行い、その部分をコンテナプールとして活用し、小

学校の調理場ですべての給食を作るとともに、ドライ的な運用を行えるように三連シンク等の備品

の整備と調理場等の一部改築を行った。 
さらに、「学校給食衛生管理の基準」に従い以前は、直接調理場内に食材を搬入していたが、荷

受室(検収室)を増築することにより検査・保管等ができ衛生管理の強化を図った。 

学校給食運営事業（給食を作るための経費、材料費を除く）１７１，７８７千円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○増築した検収室 ○増設した蒸気釜 

  

内訳 人件費        １０４，４４５千円 
パート調理員等賃金   １１，３７０千円 

消耗品(洗浄用洗剤他)     ２，６１３千円 
燃料費(ガス、ガソリン他)   ７，９０８千円 
光熱水費(電気、水道)     ６，３０６千円 
修繕料(調理器具・機械)    ３，２８６千円 
役務費(汚泥処理費他)     ２，０１３千円 
委託料(検収室設計委託他)   ４，４１３千円 
工事請負費(検収室増築他)  １６，３６６千円 
備品購入費(蒸気釜・ｼﾝｸ他)     ８，７４９千円 
その他の費用         ４，３１８千円 

主要施策 

学校給食における地産地消の推進と給

食設備の改善及び焼き物食器の更新 
成  果 

完全学校給食の実施を行いながら、検収

室の増築と調理場の統合、器具類の更新を

行い給食設備等の整備を行った。 
また、焼き物食器のある程度の更新を行

い、鹿島産・県内産農作物の優先的な使用

を継続して市場等に促したため、スムーズ

な鹿島産・県内産農作物の使用ができた。

親子料理教室献立 
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Ⅲ．特 別 会 計 

１．公共下水道事業特別会計 

  本市において、健康で快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全を図るため、昭和６１年度か

ら公共下水道事業に着手し、平成６年１０月１日に下水の処理を開始したところである。 
平成１６年８月には、大字納富分地区の一部約１０９㏊の区域拡大の変更認可が承認され、大字納富

分地区の整備に着手している。平成２０年度末現在２１８.７㏊の区域の整備が完了しており２,０４２

世帯、５,９６１人の市民に利用されている。 

平成２０年度は、前年までと同様に汚水処理区域の拡大に向けて、汚水管渠築造などの整備を行うと

ともに、浄化センターの水処理施設２系列目を建設中である。また、浸水防止のために雨水ポンプ場機

械設備など雨水関連施設の整備を行った。 

（１）事業の概要 

 汚水関連では、処理区域の拡大を図るため、幹線・準幹線管渠及び枝線管渠を２,２７０m 築造する

とともに、公共桝設置工事などを施工した。また、大字納富分地区の供用開始に向け、浜新町汚水中継

ポンプ場の機械設備工事を行うとともに、浄化センターと繋ぐ圧送管も施工した。また浄化センターの

２系列目水処理施設の土木工事を完了し、機械・電気設備工事を行っている。 
雨水関連では、乙丸雨水ポンプ場の排水能力アップを図るために、２台目を稼動させる工事を行った。 

（２）収 支 状 況 

  平成２０年度公共下水道事業特別会計の収支は、歳入総額２０億３，８８２万円に対し、歳出総額

２０億３，４０７万となり、歳入歳出差引額の４７５万円は、次年度へ繰り越した。     
歳入については、受益者負担金７０５万８千円、下水道使用料 １億８５４万６千円、国庫補助金２

億９，３６７万５千円、一般会計繰入金 ７億５，１５８万９千円、地方債 ８億６,８４０万円、その他

９５５万６千円となっている。 
 歳出については、総務管理費に２,０４４万１千円、管渠・ポンプ場などの維持管理費に１,７１１万

円、浄化センタ－費に１億４３６万２千円、浄化センター２系列目水処理施設建設や雨水ポンプ場整備、

汚水管渠築造などの建設事業費に６億２，７６７万１千円、長期債の元金・利息の支払などのための公

債費に１２億６，４４９万円（うち補償金免除繰上償還に７億７，０３２万５千円）となっている。 
収 支 状 況 

（歳入の部）                   （歳出の部）         （単位：千円） 

科      目 決算額 構成比 科      目 決算額 構成比 
受 益 者 負 担 金 7,058 0.35 総 務 管 理 費 20,441 1.00

下 水 道 使 用 料 108,546 5.32 施 設 管 理 費 17,110 0.84

公共下水道費手数料 78 0.01 浄化センター費 104,362 5.13

下水道管理使用料 89 0.01 建 設 事 業 費 627,671 30.86

国 庫 補 助 金 293,675 14.40 内

訳

補 助 事 業 費 540,030 

内 
 
 
訳 

現 年 分 217,350 単 独 事 業 費 87,641 

過 年 分 15,620 公 債 費 1,264,490 62.17

緊急整備事業助成分 5 内

 
訳

元 金 1,038,355 

繰 越 明 許 分 60,700 借換債分償還元金 0 

地 方 債 868,400 42.59 利 子 226,135 

内 
 
訳 

一 般 分 219,200 合 計 2,034,074 100.00

補償金免除繰上償還借換債 601,000 浄化センター水質調査 

 繰 越 明 許 分 48,200 

繰 越 金 5,700 0.28

雑 入 3,689 0.18

一般会計繰入金 751,589 36.86

内 
 
訳 

公共下水道管理費 29,511 

起 債 償 還 金 663,485 

建 設 事 業 費 58,593 

合 計 2,038,824 100.00
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○公共下水道管理費の主な事業                           平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 公共下水道(一般経費) 
所管課 建設環境部環境下水道課下水道係 

費 目 総務管理費 

事業費
（千円） 

20,441 
財

源

国 県 市債 その他 一般財源

   6,836 13,605 

事業内容 

公共水域の水質保全を維持するため、トイレの水洗化などの生活環境の改善が必要であ

る。そこで市民の方が利用しやすいように、排水設備改造資金の融資あっせんと利子補給

を行い、下水道接続の普及促進活動を実施した。 
（下水道処理区域内の水洗化率 ７４．２１％） 

○事業内訳 

NO 内  容  等 
事業費 

（千円） 
備  考 

１ 受益者負担金一括報奨金 910 １８件 

２ 水洗便所改造資金利子補給  22 １件 

３ 下水道使用料徴収委託 8,092 水道課へ委託 

４ 公共下水道台帳更新業務委託ほか事務経費 11,417 人件費、旅費、需用費、委託料他 
 

事業名 公共下水道(施設管理) 
所管課 建設環境部環境下水道課下水道係 

費 目 維持管理費 

事業費
（千円） 17,110 

財

源

国 県 市債 その他 一般財源

     1,204 15,906 

事業内容 

雨水ポンプ場の施設管理及び突然の災害や事故に備えて、ポンプ設備の保守点検、消火

設備保守、施設機器類の不具合箇所の修繕を行った。 

○事業内訳 

NO 内  容  等 
事業費 

（千円）
備  考 

１ 雨水ポンプ場施設などの修繕（需用費） 6,400 各ポンプ場施設修繕 

２ 雨水ポンプ場管理、電気保安、保守委託等 3,953 施設管理、電気保安 

３ 中村雨水ポンプ場浚渫業務委託 192 沈砂池浚渫 

４ 雨水ポンプ場草払業務 134 除草 

５ 排水機場地下タンク気密検査業務委託 173 地下タンク検査 

６ 国道 207 号下水道管埋設部舗装補修工事ほか 959 舗装復旧 

７ 雨水ポンプ場の光熱水費ほか管理経費  5,299 賃金、需用費、使用料他 
 

事業名 浄化センター及びグリーンセンター管理 
所管課 建設環境部環境下水道課下水道係 

費 目 浄化センター費 

事業費
（千円） 104,362 

財

源

国 県 市債 その他 一般財源

   104,362  

事業内容 

浄化センターの流入水や放流水の定期的な水質検査を実施している他、有明海への影響

がないか浄化センター周辺海域の水質調査を行っている。浄化センターでは、汚水をバク

テリア等の働きで、きれいな「水」と「汚泥」に分け、汚泥を濃縮・脱水し、産業廃棄物

処理業者へ搬送し、発酵後堆肥化したり、焼却後溶融し建設資材として活用している。ま

た、浄化センター・汚水中継ポンプ場などの運転・施設管理の業務委託や施設、機器類の

故障箇所の修繕を行った。 

○事業内訳 

NO 内  容  等 
事業費 

（千円） 
備  考 

１ 浄化センター等運転管理業務委託 63,945 浄化センター運転管理 

２ 浄化センター周辺海域環境調査業務委託 4,704 周辺海域水質・底質調査 

３ 
浄化センター脱水ケーキ分析・運搬・処理

及び流入・放流水分析業務委託 
10,780

汚泥脱水ケーキ処理･運搬･分析

流入･放流水水質分析 

４ 電気保安、マンホールポンプ運転委託など 1,858 運転管理、電気保安 

５ 浄化センター光熱水費ほか管理経費 23,075 人件費、需用費、役務費他 
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○公共下水道建設費の主な事業                  平成２０年度 鹿島市決算（資料） 

事業名 建設事業費 
所管課 建設環境部環境下水道課下水道係 

費 目 建設事業費 

事業費
（千円） 627,671 

財

源

国 県 市債 その他 一般財源 

293,670  267,400  7,058 59,543 

 

事業内容 

汚水処理区域の拡大に向けて、幹線・準幹線管渠などを築造するとともに、大字納富分地

区の整備に向け浜新町汚水中継ポンプ場、浄化センターと繋ぐ圧送管及び浄化センターの水

処理施設２系列目を建設中である。雨水では、主に、乙丸雨水ポンプ場の機械設備工事を行

った。処理区域内の面整備率は、５９.９％となった。 

 

○事業内訳(委託費) 

NO 委 託 内 容 等 
事業費 

（千円） 
備  考 

１ 鹿島市浄化センター建設事業団委託（明許繰越含む） 157,710 水処理施設建設工事 

２ 納富分及び西牟田汚水枝線測量・設計業務 8,222 測量･設計 

３ 浜新町汚水中継ポンプ場電気設備実施設計業務ほか 1,491 電気設備実施設計 

 

○事業内訳(補償費) 

NO 補 償 内 容 等 
事業費 

（千円） 
備  考 

１ 納富分汚水幹線等管渠築造工事に伴う物件移転ほか 4 件 1,038 
水道管・NTT 線 

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ線移設 

 

○事業内訳（工事請負費） 

NO 工 事 内 容 等 
事業費

（千円）
備  考 

１ 浜新町汚水中継ポンプ場機械設備 70,350 送水ポンプ、沈砂、脱臭設備他

２ 浜新町汚水中継ポンプ場電気設備 23,100 受変電、運転操作、監視制御他

３ 乙丸雨水ポンプ場電気設備 22,397 運転操作、監視制御、計装設備

４ 乙丸雨水ポンプ場場内整備ほか（雨水関連）2件 9,171 水路工、排水設備、舗装他 

５ 納富分汚水幹線（137,145 路線）管渠築造 95,844 推進工、マンホール 

６ 
納富分汚水幹線（111,121,122 路線）及び井手分

汚水幹線（119,120 路線）管渠築造ほか 2 件 
61,630 推進工、開削工、マンホール他

７ 祐徳汚水幹線（圧送管）管渠築造ほか 1 件 62,391 開削工 

８ 鹿島汚水枝線（484-5～6 路線）管渠築造ほか 2件 9,121 開削工、マンホール他 

９ 舗装復旧、公共桝設置など 2,722 舗装復旧、公共枡設置、立坑保守

10 乙丸雨水ポンプ場機械設備（明許繰越） 
 22,680 主ﾎﾟﾝﾌﾟ用消音器,始動用空気

槽，吐出弁，逆流防止弁他 

11 乙丸雨水ポンプ場切替ゲート機械（明許繰越）    8,965 切替ゲート 2 面 

12 乙丸雨水ポンプ場土木（明許繰越）   12,580 場内整備工、切替ｹﾞｰﾄ用躯体工

  

○事業内訳（その他） 

NO 事 業 内 容 等 
事業費 

（千円）
備  考 

１ 人件費等事務費ほか 58,259 人件費、旅費、需用費他 
 

浄化センター増設工事 

 

汚水管渠工事中 

 



公共下水道年度別事業費 平成11年度～平成20年度

（単位：千円）

区 分 Ｈ１１年度 Ｈ１２年度 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度

国 庫 補 助 金 470,834 167,200 185,700 219,300 185,550 230,300 269,774 274,852 274,339 293,675

市 債 568,600 376,100 292,200 328,800 231,100 329,380 282,000 304,800 254,300 868,400

下水道使用料 47,474 54,190 64,620 72,066 76,601 84,956 87,247 98,304 107,665 108,546

受益者負担金 43,246 57,480 45,954 33,261 26,036 30,467 28,797 15,353 11,979 7,058

そ の 他 9,293 18,360 15,863 6,580 7,258 2,812 4,793 8,800 3,201 3,856

一般会計繰入金 515,096 547,378 553,936 583,208 586,778 573,142 563,352 586,054 579,746 751,589

繰 越 金 35,800 4,200 5,200 10,200 8,000 4,680 0 2,000 8,300 5,700

歳 入 計 1,690,343 1,224,908 1,163,473 1,253,415 1,121,323 1,255,737 1,235,963 1,290,163 1,239,530 2,038,824

総 務 管 理 費 26,948 30,959 27,211 24,472 22,455 23,969 23,059 20,788 21,405 20,441

維 持 管 理 費 13,067 32,178 27,029 23,230 15,401 16,072 10,344 11,474 14,257 17,110

浄化センター費 99,794 105,905 111,414 110,898 111,690 110,226 100,419 106,241 109,088 104,362

建 設 事 業 費 1,146,553 619,211 537,750 618,493 482,523 603,340 569,153 597,937 593,588 627,671

公 債 費 399,780 431,455 449,869 468,322 484,574 502,130 530,988 545,423 495,492 1,264,490

〔うち償還元金〕 〔139,332〕 〔167,557〕 〔187,248〕 〔207,781〕 〔229,790〕 〔250,604〕 〔284,182〕 〔304,599〕 〔259,717〕 〔1,038,355〕

〔うち償還利子〕 〔260,448〕 〔263,898〕 〔262,621〕 〔260,541〕 〔254,784〕 〔251,526〕 〔246,806〕 〔240,824〕 〔235,775〕 〔226,135〕

予 備 費

歳 出 計 1,686,142 1,219,708 1,153,273 1,245,415 1,116,643 1,255,737 1,233,963 1,281,863 1,233,830 2,034,074
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２．谷田工場団地造成・分譲事業特別会計 

平成 19 年度に進出が決定した「旭九州株式会社」が約 20,000 ㎡を工場用地として使用するため、誘致面

積は約 17,000 ㎡となり 20 年度も引き続き佐賀県と連携し企業誘致活動を行った。 

また、長期債元利及び利子の償還については今年度をもって返済が終了することになった。 

この他、残地の除草作業による維持管理を行うとともに「旭九州株式会社」の進出に伴い谷田工場団地内

の道路舗装工事を行った。 

○谷田工場団地造成・分譲事業特別会計の主な事業  平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 谷田工場団地造成・分譲 
所管課 産業部 商工観光課 商工労政係 

費 目 工場用地取得造成分譲費 

事業費 

（千円） 
１４，８１２ 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源 

    14,812 

事業内容 

 

収     入 支      出 

科 目 決算額(円) 
構成比 

（％） 
科 目 決算額(円) 

構成比 

（％） 

一般会計繰入金 
 
 
 
 
 
 
 
 

前年度繰越金 

 

使用料 

14,292,248

41

519,600

96.4 

 

 

 

 

0.1 

 

3.5 

維持管理経費等
 

【内訳】    
舗装工事委託

除草委託
消耗品 

 
 
 

公債費（元金） 

 

公債費（利子） 

12,651,590 
 

 
12,424,650 

196,000 
30,940 

 
 
 

2,129,600 

 

30,699 

85.4 
 
 
 
 
 

 
 
 

14.4 

 

0.2 

計 14,811,889 100.0 計 14,811,889 100.0 
 

○谷田工場団地内道路舗装工事 ○谷田工場団地残地除草作業委託（川内区） 
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３．国民健康保険特別会計 

平成 20 年度の国民健康保険の被保険者の状況は、平成 20 年 4 月から｢後期高齢者医療制度｣が開始さ

れ、75 歳以上（65～74 歳で一定の障害があり、異動希望者を含む）の被保険者が 3,244 人異動したことが大

きな要因となり、年度平均の世帯数が前年度から 1,345 世帯減少し、被保険者数が 3,733 人減少した。また、

この他の平成 20 年 4 月の医療制度改革により、①65 歳から 74 歳の退職被保険者が一般被保険者となり、そ

の代わり②65 歳から 74 歳の前期高齢者の医療給付費等を、その加入率で保険者間の財政調整を行う｢前期

高齢者納付金・交付金制度｣が始まった。また③いわゆるメタボ（メタボリックシンドローム）に着目した特定健

診・保健指導も始まった。 

（１）収 支 状 況 

国民健康保険特別会計については、恒常的な赤字決算が続いており、その対策として平成 19～21 年度の

収支を均衡させるための国保税率の段階的な改定（H19～H21）を行っているが、被保険者が減少したことで、

国保税収は前年度比 119,088 千円減の 954,043 千円となった。 

この他の歳入の主なものとしては、前年度と比較し、国庫支出金が 64,226 千円減の 1,149,791 千円、療養

給付費交付金が 431,821 千円減の 260,274 千円、県支出金が 6,672 千円増の 193,600 千円、共同事業交付

金が 32,010 千円増の 496,977 千円、一般会計繰入金が 28,127 千円減の 317,718 千円などであり、新規の

前期高齢者交付金が 576,071 千円であった。歳入合計は前年度比 31,571 千円減の 3,953,583 千円となっ

た。 

歳出では、保険給付費が前年度と比較し、20,157 千円増の 2,606,625 千円、老人保健拠出金は 567,933

千円減の 73,192 千円、介護納付金は 19,500 千円減の 184,588 千円、共同事業拠出金は 25,904 千円増の

524,810 千円などであり、新規の前期高齢者納付金が 548 千円、後期高齢者支援金が 407,256 千円となった。

また、平成 19 年度会計の歳入不足補てん金(累積赤字分)として前年度繰上充用金 318,872 千円を支出した。

歳出合計は、前年度比 32,532 千円減の 4,271,494 千円となった。 

その結果、歳入歳出収支額に 317,911 千円の歳入不足を生じたため、繰上充用金として平成 21 年度会計

より補てんした。なお、単年度収支としては、961 千円の黒字となった。 

○歳入の部 

科   目 決 算 額（千円） 構 成 比（％） 一人当たり総額（円）

国 民 健 康 保 険 税 954,043 24.1      94,488

国 庫 支 出 金 1,149,791 29.1 113,875

内 訳 

療 養 給 付 費 等 負 担 金 788,448 19.9 78,087

財 政 調 整 交 付 金 340,329 8.6 33,706

そ の 他 負 担 金 ・ 補 助 金 21,014 0.5 2,081

療 養 給 付 費 交 付 金 260,274 6.6 25,777

前 期 高 齢 者 交 付 金 576,071 14.6 57,053

県 支 出 金 193,600 4.9 19,174

共 同 事 業 交 付 金 496,977 12.6 49,220

繰入金 
基 金 繰 入 金 0 0.0 0

一 般 会 計 繰 入 金 317,718 8.0 31,467

そ の 他 5,109 0.1 506

合 計 3,953,583 100.0 391,560
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○歳出の部 

科   目 決 算 額（千円） 構 成 比（％） 一人当たり総額（円）

総 務 費  120,859 2.9 11,970

 

一 

 

般 

療 養 給 付 費 2,066,284 48.3 204,643

療 養 費 20,699 0.5 2,050

高 額 療 養 費 247,336 5.8 24,496

出 産 育 児 一 時 金 18,790 0.4 1,861

葬 祭 費 1,700 0.0 168

小 計 2,354,809 55.1 233,219

退 

 

職 

療 養 給 付 費 208,129 4.9 20,613

療 養 費 2,670 0.0 264

高 額 療 養 費 30,354 0.7 3,006

小 計 241,153 5.6 23,884

 審 査 支 払 手 数 料 10,663 0.3 1,056

保 険 給 付 費 計 2,606,625 61.0 258,158

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 407,256 9.5 40,334

前 期 高 齢 者 納 付 金 等 548 0.0 54

老 人 保 健 拠 出 金 73,192 1.7 7,249

介 護 納 付 金 184,588 4.3 18,282

共 同 事 業 拠 出 金 524,810 12.3 51,977

保 健 事 業 費 21,842 0.5 2,163

公 債 費 0 0.0 0

そ の 他 12,902 0.3 1,278

前 年 度 繰 上 充 用 金 318,872 7.5 31,581

合 計 4,271,494 100.0 423,046

○収 支（歳入―歳出） △317,911 累積赤字（Ｈ２１年度会計から繰上充用） 

○単年度収支 961

（２）世帯数及び被保険者数 

｢後期高齢者医療制度｣が開始されたことに伴い、平成 20 年度における年度平均の国保加入世帯数は

5,030 世帯、被保険者数は 10,097 人で、前年度と比較して世帯数で 1,345 世帯減少(加入率 12.83 ﾎﾟｲﾝﾄ減)

し、被保険者数で 3,733 人減少(加入率 11.37 ﾎﾟｲﾝﾄ減)となった。 

○世帯数及び被保険者数の推移（年度平均） 

年 度 
世  帯 被 保 険 者 １世帯当たり 

被保険者数（人） 世帯数（世帯） 加入率（％） 被保険者数（人） 加入率（％） 

15 6,246 60.62 14,587 43.74 2.34

16 6,358 61.27 14,643 44.12 2.30

17 6,378 61.18 14,369 43.63 2.25

18 6,418 60.78 14,179 43.72 2.21

19 6,375 60.22 13,830 43.03 2.07

20 5,030 47.39 10,097 31.66 2.01

（３）国民健康保険税 
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平成 20 年度の国民健康保険税は、現年課税分の調定額が 1,005,929 千円で前年度比 10.18％、114,042

千円の減となり、収納額は、927,794 千円で前年度比 11.30％、118,185 千円の減となった。また、収納率（現

年分）は、前年度比 1.16 ポイント減の 92.23％となった。 

○年度別保険税調定額の状況（現年分） 

年度 
調定額 収納額 

1 世帯当たり調定額 1 人当たり調定額 
収納率

（％） 
金額 対前年度比 金額 対前年度比 

（千円） （千円） （円） （％） （円） （％） 

15 1,029,604 962,954 164,842 94.46 70,584 95.20 93.53

16 1,003,001 935,812 157,754 95.70 68,497 97.04 93.30

17 991,240 927,562 155,415 98.52 68,985 100.71 93.58

18 1,019,574 957,911 158,861 102.22 71,907 104.24 93.95

19 1,119,971 1,045,979 175,682 110.59 80,981 112.62 93.39

20 1,005,929 927,794 199,989 113.84 99,627 123.03 92.23

（４）保険給付費 

① 療養給付費 

平成 20 年度の療養給付費は、2,274,413 千円（一般被保険者分 2,066,284 千円、退職被保険者分

208,129千円）で、前年度比0.41％、9,303千円の減となった。一般被保険者分及び退職被保険者分の医療

費の状況は、以下のとおりである。 

○一般被保険者（年間平均 9,545 人） （）はレセプトの枚数や回数 

区 分 件数（件） 日数（日） 費用額（円） 1 件当たり費用額(円) 1 日当たり費用額(円) 

診

療

費 

入 院 2,894 50,141 1,154,182,434 398,819 23,019

入院外 70,742 143,665 906,677,065 12,817 6,311

歯 科 13,879 35,419 211,001,560 15,203 5,957

小 計 87,515 229,225 2,271,861,059 25,960 9,911

調  剤 46,196 (67,493) 462,896,310 10,020 6,858

食事療養 (2,797) (137,101) 91,681,412 32,778 669

訪問看護 21 149 1,704,900 81,186 11,442

合  計 133,732 229,374 2,828,143,681 21,148 12,330

 

○退職被保険者（本人＋被扶養者年間平均 552 人） 

区 分 件数（件） 日数（日） 費用額（円） 1 件当たり費用額(円) 1 日当たり費用額(円) 

診

療

費 

入 院 254 4,271 110,361,000 434,492 25,840

入院外 6,588 13,956 105,988,620 16,088 7,594

歯 科 1,372 3,489 18,904,510 13,779 5,418

小 計 8,214 21,716 235,254,130 28,641 10,833

調  剤 4,462 (6,531) 48,613,280 10,895 7,443

食事療養 (251) (11,395) 7,726,032 30,781 678

訪問看護 △21 △175 △1,644,000 △78,286 △3,394

合  計 12,655 21,541 289,949,442 22,912 13,460

 

○療養給付費における受診率、費用額等の推移 
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  （一般被保険者分） 

年 度 
受診率 

（％） 

1 人当たり 

費用額（円） 

1 日当たり 

費用額（円） 

1 件当たり 

費用額（円） 

1 件当たり 

日数（日） 

16 725.39 213,975 10,286 19,731 1.92

17 754.81 230,337 10,928 20,280 1.86

18 781.89 231,438 11,199 19,587 1.75

19 799.16 250,556 11,799 20,713 1.76

20 916.87 296,296 12,330 21,148 1.72

 

 (退職被保険者等分) 

年 度 
受診率 

（％） 

1 人当たり 

費用額（円） 

1 日当たり 

費用額（円） 

1 件当たり 

費用額（円） 

1 件当たり 

日数（日） 

16 1,362.70 407,488 10,771 19,280 1.79

17 1,413.71 450,382 11,394 20,258 1.78

18 1,398.63 429,346 11,619 19,838 1.71

19 1,434.53 481,195 12,491 21,530 1.72

20 1,488.04 525,271 13,460 22,912 1.72

 

② 高額療養費 

    平成 20 年度の高額療養費は、支給件数 4,329 件(月平均 361 件)、支給額 277,690 千円（月平均

23,141 千円）となり、前年度比 14.21％、34,546 千円の増となった。 

○高額療養費内訳 

区  分 件  数（件） 金   額（円） 

一般被保険者 3,863      247,336,039 

退職被保険者 466 30,353,434 

計 4,329 277,689,473 

 

③ 出産育児一時金及び葬祭費 

平成 20 年度における出産育児一時金については、支給件数 53 件、支給金額 18,790 千円で、前

年度比 2.4％の減（件数の減は 3.6%で、平成 20 年 1 月 1 日から支給金額が産科医療補償制度に加

入する医療機関での分娩時のみ 35 万円→38 万円となった要因も含む）となった。 

また、葬祭費については、75 歳以上の被保険者が後期高齢者医療制度に移行した影響が大きく、

支給件数 68 件、支給金額 1,700 千円で前年度比 72.5％の減となった。 
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（５）保 健 事 業 

  平成 20 年度は、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した生活習慣病の予防を行う「特定健

診・特定保健指導」が始まった。初年度の実績（速報値）は、特定健診受診率が 43.2%、特定保健指導利用率

が 11.0%であった。 

  また、従来から行ってきた人間ドック・脳ドック助成事業やヘルスアップ事業などの国保単独の保健事業を、

特定健診・保健指導と関連付ける形で事業の再構築を行った。 

○保険事業の主な事業                     平成２０年度 鹿島市決算（資料） 

事業名 特定健診等事業費 
所管課 市民部 保険健康課 国保係 

費 目 特定健診等事業費 

事業費 

（千円） 
13,115 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

3,692 5,579  76 3,768 

事業内容 

 平成２１年４月１日現在で、年度内に 40 歳～74 歳の誕生日を迎える国保の被保険者に対し、特定健診

を実施し、その結果で「情報提供（異常なし）」「特定保健指導対象者（軽度の異常）」「受診勧奨（重度の

異常）」に分類し、特定保健指導対象者に対し「動機付支援」「積極的支援」の特定保健指導を実施した。

特定健診対象者 

Ａ 

特定健診受診者 

Ｂ 

特定健診受診率 

Ｃ＝Ｂ÷Ａ 

実施率算定外受診者

(内補助対象外) 

6,468 人 2,799 人 43.3％ 108 人（ 65 人） 

特定保健指導対象者 

Ｄ 

特定保健指導利用者

Ｅ 

特定保健指導利用率

Ｆ＝Ｅ÷Ｄ 

利用率算定外利用者

（内補助対象外） 

362 人 38 人 10.5％ 3 人（ 0 人） 

 

 

 

（参考資料） 

平成 25 年度から始まる特定健診等の実施率

に基づく、後期高齢者支援金等の加算減算の 

基準値 

区  分 
国保 

基準値 

Ｈ２０ 

目標値

特定健診受診率 ６５％ ３０％ 

特定保健指導利用率 ４５％ ３０％ 

メタボ減少率 １０％ － 
 

 

事業名 はりきゅう施術助成費 
所管課 市民部 保健健康課 国保係 

費 目 療養費 

事業費 

（千円） 
2,744 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    2,744 

事業内容 

国保被保険者に対し、被保険者の健康保持のため、はり術及びきゅう術の施術に対し、１回８７０円の

助成を行なった。 

施術回数 

施術のべ人数 
施術に対する

補助額 
一術 

二術 合計 
はり きゅう 

1,932 件 46 件 1,176 件 3,154 件 1,224 人 2,744 千円 
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○保険事業の主な事業（続き） 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 国保単独事業 
所管課 市民部 保険健康課 国保係 

費 目 保健推進費 

事業費 

（千円） 
5,851 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

 3,787  168 1,896 

事業内容 

○人間ドック・脳ドック助成事業（１,６６０千円） 

   協定を締結している医療機関での人間ドック・脳ドックについて２万円の助成を行った。 

人間ドック 脳ドック 
合 計 

日帰り １泊２日 日帰り １泊２日 

５６人 ３人 ２４人 ０人 ８３人 

○はりきゅう無料健康相談（１７０千円） 

   回数６回、相談者数５１人 

○健康家庭表彰（８９６千円） 

   平成１９年度１年間無受診だった世帯に対して、健康家庭表彰を行った。（平成２０年度で廃止） 

     特別表彰３０世帯、普通表彰８６世帯、合計１１６世帯 

○訪問指導事業（１,０９２千円） 

   レセプト等に基づき、無受診者及び頻回・重複・多受診者に対し、保健師等が訪問指導を行った。 

平成 20 年度は、３３０件行った。 

○ヘルスアップ事業（２,０３３千円） 

   ヘルスアップ教室に参加を希望する人に対して、運動と栄養の教室を実施し、将来の生活習慣病 

発生を防止する取組みを行った。 

    ウォーキング教室   ：１９人（１教室）  水中運動教室：４２人（３教室） 

    トータルボディケア教室：１４人（１教室）  栄養教室   ：１１人（１教室） 

 

 
○特定健診説明会（医師会館） 

 

○メタボ予防の啓発ポスター 
 

○高齢者の健康づくり(介護予防) 
 



(単位：千円）

№ 平成１０年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

1 2,762,018 2,844,701 2,951,672 2,996,732 2,796,875 3,038,202 3,297,273 3,244,034 3,626,876 3,985,154 3,953,583

2 国民健康保険税 988,886 1,021,869 1,040,938 1,030,193 1,026,313 990,690 963,754 951,615 984,484 1,073,131 954,043

3 国庫支出金 1,097,170 1,159,345 1,192,272 1,237,483 1,144,205 1,284,399 1,368,617 1,287,663 1,208,640 1,214,017 1,149,791

4 県支出金 0 0 0 0 0 13,580 14,452 136,250 189,140 186,928 193,600

5 療養給付費交付金 353,863 307,414 302,328 326,900 293,264 354,872 424,812 508,258 651,254 692,095 260,274

6 前期高齢者納付金 576,071

7 連合会支出金 0 0 16,998 8,700 0 0 0 0 0 0 0

8 共同事業交付金 37,645 38,615 41,338 29,829 31,947 54,367 54,259 67,388 246,919 464,967 496,977

9 ※基金繰入金 0 69,674 80,147 75,000 0 0 130,830 1,739 0 0 0

# 一般会計繰入金 270,329 242,453 273,504 285,937 295,110 330,931 329,298 284,838 340,315 345,845 317,718

# その他（諸収入等） 14,125 5,331 4,147 2,690 6,036 9,363 11,251 6,283 6,124 8,171 5,109

# ・税率改定など(別紙詳細） 税率改定 ※税率改定 税率改定(3-1) 税率改定(3-2)

# 2,708,291 2,851,848 2,920,589 2,934,564 2,779,675 3,059,817 3,301,233 3,433,401 3,863,741 4,304,026 4,271,494

# 総務費 104,952 113,450 112,817 110,775 112,665 110,719 106,493 110,139 109,495 110,413 120,859

○支出（決算額）：Ｂ

2009/9/25 14:30○参考資料（国保） 鹿島市　国民健康保険特別会計　決算状況の推移

区分／年度

○収入（決算額）：Ａ

内
　
　
　
訳

# 保険給付費（医療費等） 1,845,033 1,792,582 1,812,525 1,785,863 1,652,713 1,903,783 2,143,904 2,356,298 2,370,725 2,586,468 2,606,625

# 後期高齢者支援金等 407,256

# 前期高齢者納付金等 548

# 老人保健拠出金 681,542 866,137 797,548 846,304 831,829 813,384 758,661 664,155 672,687 641,125 73,192

# 介護納付金 127,544 141,049 131,438 156,393 189,843 214,887 215,905 204,088 184,588

# 共同事業拠出金 26,921 24,843 30,296 29,721 26,599 54,327 57,040 60,528 269,015 498,906 524,810

# 保健事業費 27,502 19,670 19,091 18,191 18,437 17,869 13,482 14,326 13,039 13,439 21,842

# 公債費（一時借入金利子） 719 0 132 13 7 24 21 0 0 0 0

# その他（諸支出金等） 21,622 35,166 13,489 2,648 5,987 3,318 10,175 9,108 23,509 12,722 12,902

# ※前年度繰上充用金 : C 0 0 7,147 0 0 0 21,614 3,960 189,366 236,865 318,872

#

# 53,727 △ 7,147 31,083 62,168 17,200 △ 21,615 △ 3,960 △ 189,367 △ 236,865 △ 318,872 △ 317,911

# 53,727 △ 7,147 38,230 62,168 17,200 △ 21,615 17,654 △ 185,407 △ 47,499 △ 82,007 961

# 180,896 165,472 96,748 52,953 115,194 132,484 1,739 0 0 0 0

#

# 5,525 5,605 5,755 5,937 6,084 6,246 6,358 6,378 6,418 6,375 4,908

# 13,652 13,680 13,876 14,137 14,320 14,587 14,643 14,369 14,179 13,830 10,074

# 39.9 40.1 40.9 41.9 42.4 43.7 44.1 43.7 43.9 43.0 31.7

# 94.2 94.2 93.2 93.7 93.1 93.5 93.3 93.6 94.0 93.4 92.2

# 34,371 34,189 33,954 33,882 33,757 33,648 33,352 32,786 32,384 32,038 31,790

内
　
　
　
　
　
訳

　※単年度収支 : E=C+D

　人口（3月年度末現在）

　国保税徴収率（現年分）％

　加入世帯数

　国保加入率（％）

○参考

　被保険者数（加入者）

○国民健康保険基金(残高）

○収支（△は赤字）：D=A-B

# 34,371 34,189 33,954 33,882 33,757 33,648 33,352 32,786 32,384 32,038 31,790

# 介護保険開始 後期高齢者医療

鹿島市市民部保険健康課（資料）

　人口（3月年度末現在）

　制度改正等



(単位：千円）

区分／年度 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

①収入額 2,762,018 2,844,701 2,951,672 2,996,732 2,796,875 3,038,202 3,297,273 3,244,034 3,626,876 3,985,154 3,953,583
②支出額 2,708,291 2,851,848 2,920,589 2,934,564 2,779,675 3,059,817 3,301,233 3,433,401 3,863,741 4,304,026 4,271,494
③収支（①ー②）△赤字 53,727 △ 7,147 31,083 62,168 17,200 △ 21,615 △ 3,960 △ 189,367 △ 236,865 △ 318,872 △ 317,911
④国民健康保険税 988,886 1,021,869 1,040,938 1,030,193 1,026,313 990,690 963,754 951,615 984,484 1,073,131 954,043
⑤保険給付費（医療費等） 1,845,033 1,792,582 1,812,525 1,785,863 1,652,713 1,903,783 2,143,904 2,356,298 2,370,725 2,586,468 2,606,625
⑥国保基金(残高） 180,896 165,472 96,748 52,953 115,194 132,484 1,739 0 0 0 0

※グラフに表している数値の内訳○鹿島市国民健康保険決算状況（再掲）

4,000,000

5,000,000

単位：千円
鹿島市 国民健康保険特別会計 決算の推移

②支出額

△ 1,000,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

単位：千円

会計年度

鹿島市 国民健康保険特別会計 決算の推移

②支出額

①収入額

⑤保険給付費(医療費等）
④国保税

⑥国保基金残高

③収支（赤字額）①-②

鹿島市市民部保険健康課（資料）

△ 1,000,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

単位：千円

会計年度

鹿島市 国民健康保険特別会計 決算の推移

②支出額

①収入額

⑤保険給付費(医療費等）
④国保税

⑥国保基金残高

③収支（赤字額）①-②



2009/9/25 16:20

（単位：％、円）

№ ～平成１１年度 平成１２年度～ 平成１５年度～ 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度～ 備　　考

1 所 得 割 8.5 8.5 8.5 10.0 11.1 10.0 11.1

2 均 等 割 （ 人 数 割 ） 23,000 23,000 23,000 22,600 25,000 22,700 25,200

3 平 等 割 （ 世 帯 割 ） 39,000 39,000 39,000 33,300 36,900 33,400 37,100

4 賦 課 限 度 額 530,000 530,000 530,000 530,000 560,000 470,000 470,000

5 所 得 割 2.1 2.1

6 均 等 割 （ 人 数 割 ） 4,600 4,600

7 平 等 割 （ 世 帯 割 ） 6,800 6,800

8 賦 課 限 度 額 120,000 120,000

　０歳～７４歳までが被保険者
　後期高齢者支援金等分（Ｈ２０
～）
　旧制度の「老人保健拠出金」に相
当する。

○参考資料(国保特会）

鹿島市　国民健康保険　税率等の推移

※資産割はなし、均等割、平等割には、所得に応じ、それぞれ、「７割、５割、２割」の軽減措置がある。

区　　分

①医　療　分

　０歳～７４歳までが被保険者
　６５歳から７４歳までは「前期高齢
者」
　７５歳以上は、Ｈ２０から「後期高
齢者医療制度」へ（老人保健制度
を廃止）

②支　援　分

9 所 得 割 8.5 8.5 8.5 10.0 11.1 12.1 13.2

10 均 等 割 （ 人 数 割 ） 23,000 23,000 23,000 22,600 25,000 27,300 29,800

11 平 等 割 （ 世 帯 割 ） 39,000 39,000 39,000 33,300 36,900 40,200 43,900

12 賦 課 限 度 額 530,000 530,000 530,000 530,000 560,000 590,000 590,000

13 所 得 割 0.80 0.80 1.00 1.33 1.76 2.35

14 均 等 割 （ 人 数 割 ） 6,100 6,100 6,100 8,100 10,700 14,300

15 平 等 割 （ 世 帯 割 ） 3,700 3,700 3,700 4,900 6,500 8,600

16 賦 課 限 度 額 70,000 80,000 90,000 90,000 90,000 100,000

○平成１２年度

○平成１８年度

○平成２０年度

○平成２１年度

鹿島市市民部保険健康課（資料）

　実質的な、保険税率の推移を比
較するため、①医療分と②支援分
を合計

③介　護　分

　平成１２年度の「介護保険制度」
の創設により、介護納付金（４０歳
以上６５歳未満の国保被保険者の
介護保険料）として国保会計が負
担する。

※主な税率改定について

　「後期高齢者医療制度」の創設による税率の振り分け（※支援分の創設：３本立ての構成になる）（Ｈ２０年３月：条例改正）

○平成１９年度～平成２１年度

　｢介護保険制度」の創設

　収支を均衡させるために、３年間で段階的に税率改定（引き上げ）を行う。（Ｈ１９年３月：条例改正）

　介護分の賦課限度額を改正（Ｈ２１年３月：専決処分）

　応能割（所得割）と応益割（均等割・平等割）を均衡させるため、所得割を増額し、均等割と平等割を減額

合計（①+②）

※H21.3月専決による改正

鹿島市市民部保険健康課（資料）
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４．老人保健特別会計 

平成 20 年度の老人保健特別会計は、平成 20 年 4 月から｢後期高齢者医療制度｣が開始されたことに伴い、

平成 20 年 3 月診療分（高額医療費等は同年 2 月診療分を含む）と月遅れ請求分の支給を実施した。 

なお、この会計は、当分の間（5 年間程度）は、清算のための移行期間として存続することになっている。 

（１）加 入 者 数 

平成 20 年度の老人保健の加入者（受給対象者）は、後期高齢者医療制度に移行したため 0 人であるた

め、参考までに、平成 20 年 3 月末の加入者を掲載する。 

○老人保健加入者の状況（H20.3 月末) 

区   分 
75 歳以上 

（人） 

65 歳以上 

74 歳未満の 

障害認定者 

（人） 

計 

（人） 

割合 

（％） 

国民健康保険 
市 3,210 194 3,404 74.9

組合 108 3 111 2.5

健 康 保 険 
政府 782 40 822 18.1

組合 67 4 71 1.5

各種共済組合 131 5 136 3.0

計 4,298 246 4,544 100.0

 
（２）収 支 状 況 

平成 20 年度の収支状況は、歳入総額 424,954 千円に対し、歳出総額 431,155 千円で、収支差引額で

6,201 千円の歳入不足（赤字決算）となり、平成 21 年度会計から繰上充用を行い補てんした。 

収      入 支      出 

科 目 
決 算 額 

（ 千 円 ） 

構 成 比

（ ％ ）
科 目

決 算 額 

（ 千 円 ） 

構 成 比

（ ％ ）

支 払 基 金 交 付 金 207,566 48.8 総 務 費 2,170 0.5

内

訳 

医 療 費 交 付 金 206,301 48.5 医 療 諸 費 363,377 84.3

審査支払手数料 1,265 0.3

内

訳

医 療 給 付 費 350,888 81.4

国 庫 支 出 金 151,073 35.6 医 療 費 支 給 費 5,417 1.3

内

訳 

医 療 費 負 担 金 151,073 35.6 審査支払手数料 1,291 0.3

事 務 費 補 助 金 0 0.0 高 額 医 療 費 5,781 1.3

県 支 出 金 32,648 7.7
前 年 度 繰 上 充 用 金 65,364 15.2

一 般 会 計 繰 入 金 31,388 7.4

繰 越 金 0 0.0
諸 支 出 金 244 0.0

そ の 他 2,279 0.5

合 計 424,954 100.0 合       計 431,155 100.0 

  ○収支(歳入―歳出) △6,201 繰上充用

  ○単年度収支 59,163 
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（３）医 療 諸 費 

医療諸費のうち、医療給付費と医療費支給費に係る平成 20 年度の総医療費は、390,917 千円で、こ

のうち市支弁額は、361,990 千円、老人の一部負担金額は 28,927 千円となった。 

 
○医療諸費負担金(現物給付分＋現金給付分) 

区 分 
費用額 

(千円) 

市支弁額 

(千円) 

対費用額 

割合 

（％） 

一部負担金 

標準負担額 

(千円) 

対費用額 

割合 

（％） 

医療給付費 385,555 350,792 90.98 34,763 9.02

医療費支給費 5,362 11,198 208.82 △5,836 △108.82

計 390,917 361,990 92.60 28,927 7.40

 
○医療諸費負担金の内訳（現物給付分＋現金給付分） 

 
（４）高額医療費 

平成 20 年度の高額医療費は、支給件数 915 件(月平均 458 件）、支給額 5,781 千円（月平均額 2,891

千円）となった。 

 

 
保健センター（エイブル内） 

 

  
問診風景 

 

区 分 
加入者数 

（人） 

受診件数 

（件） 

日数 

（日） 

費用額 

(千円) 

受診率 

（％） 

一人当たり

費用額（円）

国 保 3,515 10,037 32,199 299,394 156.70 85,176

社 保 1,029 2,905 8,760 91,523 159.09 88,944

計 4,544 12,942 40,959 390,917 157.24 86,029



(単位：千円）

№ 平成１０年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

1 3,886,637 4,181,592 3,733,610 3,834,563 3,710,187 3,759,529 3,793,669 3,879,332 3,732,939 3,716,372 424,954

2 支払基金交付金 2,563,243 2,764,307 2,579,204 2,651,198 2,553,181 2,430,767 2,326,076 2,242,753 2,008,760 1,927,624 207,566

3 国庫支出金 854,340 933,706 749,833 762,135 743,048 863,927 967,745 1,064,345 1,137,556 1,177,080 151,073

4 県支出金 219,410 237,516 189,607 189,692 191,809 214,605 245,425 273,112 285,695 293,940 32,648

5 一般会計繰入金 225,831 243,777 200,657 201,317 195,263 240,052 254,342 284,123 299,693 312,031 31,388

6 繰越金 16,643 0 0 21,322 22,575 0 0 8,363 0 0 0

7 その他 7,170 2,286 14,309 8,899 4,311 10,178 81 6,636 1,235 5,697 2,279

8

9

# 3,910,143 4,194,725 3,712,288 3,811,988 3,758,453 3,773,237 3,785,306 3,885,702 3,763,041 3,781,736 431,155

内
　
　
　
訳

○支出（決算額）：Ｂ

○収入（決算額）：Ａ

2009/9/25 14:31鹿島市　老人保健特別会計　決算状況の推移○参考資料（老保特会）

区分／年度

# 総務費(事務費） 8,757 8,923 14,048 14,340 15,004 14,128 15,621 14,469 15,556 15,737 2,170

# 医療諸費（医療給付費等） 3,882,890 4,159,804 3,670,120 3,761,268 3,720,776 3,709,700 3,753,599 3,860,374 3,723,780 3,735,310 363,377

# 諸支出金 18,496 2,492 14,986 36,380 22,673 1,143 2,379 10,859 17,335 587 244

# ※前年度繰上充用金 : C 0 23,506 13,134 0 0 48,266 13,707 0 6,370 30,102 65,364

#

#

# △ 23,506 △ 13,133 21,322 22,575 △ 48,266 △ 13,708 8,363 △ 6,370 △ 30,102 △ 65,364 △ 6,201

# △ 23,506 10,373 34,456 22,575 △ 48,266 34,558 22,070 △ 6,370 △ 23,732 △ 35,262 59,163

# ※これまで７０歳 ※７５歳以上へ 老保制度終了 清算処理開始

# 4,981 5,140 5,334 5,512 5,621 5,496 5,252 5,008 4,644 4,542 0

# ７５(70）歳以上 4,832 5,003 5,193 5,371 5,469 5,337 5,070 4,796 4,388 4,288 0

# ６５～７４（70）歳（障害者） 149 137 141 141 152 159 182 212 256 254 0

#

# 34,371 34,189 33,954 33,882 33,757 33,648 33,352 32,786 32,384 32,038 31,790

# 介護保険創設 老保年齢見直し 後期高齢者医療

○参考

内
　
訳

内
　
　
　
訳

○収支（△は赤字）：D=A-B

　※単年度収支 : E=C+D

　人口（3月年度末現在）

　制度改正等

被保険者数（加入者）計
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５．後期高齢者医療特別会計 

平成 20 年度から始まった｢後期高齢者医療特別会計｣は、高齢者の医療費が増大する中、現役世代と高

齢者世代の負担を明確化し、公平でわかりやすい制度とするために、７５歳以上及び 65 歳から 74 歳までで一

定の障害があり加入を希望する人を含む高齢者を対象に、新たな高齢者医療制度が創設されたものである。 

これまでは、７５歳（一定の障害があると認定された人は６５歳）以上の人は、国保や会社の健康保険などの

医療保険制度に加入しながら、｢老人保健制度｣で医療を受けていたが、平成 20 年 4 月から、これまで加入し

ていた医療保険制度を抜けて、新たに独立した医療保険制度となる｢後期高齢者医療制度｣で医療を受ける

こととなった。 

各団体（市町）で徴収した保険料と繰入金（一般会計）から、総務費（事務費）等を除いた金額を、｢佐賀県

後期高齢者医療広域連合（県内全自治体 10 市 10 町で構成）｣に納付する制度になっている。 

制度の運営は、広域連合が行うが、鹿島市は、同制度加入者の保険料収納及び各種申請・相談の窓口業

務を行った。なお広域連合全体の被保険者は、約１１万人となっている。 

（１）加 入 者 数 

平成 20 年度の鹿島市の後期高齢者医療制度の加入者(被保険者)は、年度平均で 4,482 人であった。 

○鹿島市の後期高齢者医療制度加入者の状況（年度平均） 

区   分 
被保険者数 

（人） （再掲） 

被用者保険の 

被扶養者だった人 

 

７５歳以上 4,308

65～74 歳 174

合 計 4,482 947

（２）収 支 状 況 

平成 20 年度の収支状況は、歳入総額 327,525 千円に対し、歳出総額 326,079 千円で、収支差引額で

1,446 千円の歳入超過となり、平成 21 年度会計へ繰り越した。 

歳   入 歳   出 

科 目 
決 算 額 

（ 千 円 ） 

構 成 比

（ ％ ）
科 目 

決 算 額 

（ 千 円 ） 

構 成 比

（ ％ ）

後期高齢者医療保険料 211,720 64.6 総 務 費 13,570 0.5

内

訳 

特 別 徴 収 142,214 43.4 後 期 高 齢 者 医 療 

広 域 連 合 納 付 金 
312,508 84.3

普 通 徴 収 69,506 21.2 

繰 入 金 114,811 35.1 
内

訳

広 域 連 合 事 務 費 分 16,980 1.3

内

訳 

事 務 費 分 12,626 3.9 保 険 料 納 付 金 210,274 0.3

広域連合事 務費分 16,930 5.2 保険基盤安定負担金 85,254 1.3

保険基盤安定繰入金 85,254 26.0 

諸 支 出 金 0 0.0繰 越 金 0 0.0 

そ の 他 994 0.3 

合 計 327,525 100.0 合       計 326,079 100.0 

  ○収支（歳入―歳出） 1,446 
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（３）収 納 状 況 

平成 20 年度保険料現年度分の調定額は 212,719 千円で、収納額は 211,274 千円となり、収納率は

99.32％となった。 

○保険料の状況 

区  分 
調定額 (円) 

A 

収入済額 (円)

B 

未還付額 (円)

C 

収納額 (円) 

D＝B－C 

徴収率 

E＝D÷A

特別徴収 141,855,000 142,214,200 359,200 141,855,000 100.0 %

普通徴収（現年） 70,864,300 69,505,903 87,000 69,418,903 97.96 %

現年度分計 212,719,300 211,720,103 446,200 211,273,903 99.32 %

普通徴収（滞納） 0 0 0 0 0.00 %

保険料（合計） 212,719,300 211,720,103 446,200 211,273,903 99.32 %

○徴収区分 

区  分 人 数  佐賀県の保険料率 

所得割 ８．８％ 

均等割 ４７,４００円／年額 

特別徴収のみ 3,390  
普通徴収のみ 923  
特徴・普徴両方あり 488   

合   計 4,801   

○平成２０年度の国の特別対策 

１ 

被用者保険の被扶養者だった人が後期高齢者医療に加入した場合の保険料は、２年間は所得割を賦

課せず、均等割を最低でも５割軽減するだったが、平成２０年度に限り、４月～９月は徴収しない、１０～

３月は均等割の１／１０を徴収する（実質均等割の１／２０で、２,３００円／年額）となった。 

２ 
普通徴収対象者が拡大され、特別徴収（年金天引）の人でも希望すれば口座振替に納付方法が変更

可能となった。 

３ 平成２０年度に限り、７割軽減対象者は約８.５割軽減（６,９００円／年額）となった。 

４ 賦課の基となる所得が５８万円以下の人の所得割が５割軽減（４.４％）となった。 

５ 
７５歳到達月の高額療養費の自己負担限度額が、それ以前の医療保険の限度額と、それぞれ２分の１

ずつになる。 

○後期高齢者医療制度の保険給付費の財源 

自己負担 

 

１割 

又は 

３割 

公費 

（国４／１２  県１／１２  市町村１／１２） 

５割 

後期高齢者 

保険料 

約１割 

後期高齢者支援金 

（０歳～７４歳） 

約４割 

 
↑ ↑（加算・減算あり） 

 被保険者 各医療保険者（国保・協会けんぽ等） 
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Ⅳ．公営企業会計（※独立採算制による企業経理を行う会計） 

１．水道事業会計 

市民生活に欠くことの出来ない安全でおいしい水を将来にわたって安定的に供給していくため、地下水を

水源とする鹿島市の上水道は、昭和２６年、第１次拡張により計画給水人口１５，０００人、１日最大給水量２，８

００㎥/日に給水区域を拡げ、昭和２９年の市政施行以後は、第２次、３次、４次拡張を行い、時代のすう勢によ

る給水人口の増加や生活様式の変化等がもたらす水需要の増加に対応してきた。 

しかし、昭和５０年代になると既設水源井戸の枯渇が顕著となり、取水能力も低下したため、第５次拡張事

業では更に需要量の増加を見込み、枯渇水源の補水を目的として新規に地下水源を求め、計画給水人口３

０，０００人、計画１日最大給水量１３，５００㎥/日として認可を得て給水を行った。（※現在の水源１２箇所） 

更に昭和６３年、今後の水需要の拡大に対応し、安定した水源を確保するために、中木庭ダムに水源を求

め、計画給水人口を３３，２００人、１日最大給水量１９，１００㎥/日とする第６次拡張事業の認可を受け、事業

継続中である。 

（１）事業の概要 

（ア）事業の状況 

 ２０年度は、主な事業として水道庁舎監視装置更新工事、市道馬渡・辻線導水管及び配水管布設替

工事、浜町伝統的建造物群保存地区消火栓設置工事を行った。また、国道改良事業に伴う配水管新

設や老朽化に伴うポンプ設備の取替及び配水管の布設替等を行っている。 

（イ）給配水の状況 

 給水戸数は、前年度に比べ４１戸増加して９，３１７戸となっているが、給水人口は１６１人減って２７，

５０４人になった。年間配水量は、前年度より０．３％減少し３，１３０，４８３㎥となり、年間有収水量は前

年度より１．４％減少し２，４８９，７４４㎥となった。なお、水利用の効率を示す有収率は、前年度より０．

９ポイント下がって７９．５％となった。 

 

（２）収支状況 

（ア）収益的収支の状況（※営業活動の経費、料金収入や人件費、物件費など） 

  決算状況については、収益的収入のうち水道料金収入が前年度に比べ、１．８％（９，４２２，７８２

円）減少し５０６，９０２，７９３円となり、受託工事収益及びその他の収益を加えた総収益は５３０，０６２，

３５９円（消費税及び地方消費税込５５５，４４１，６８４円）となった。一方、収益的支出は営業費用が２．

９％（９，５５７，４０２円）減少したことにより、総費用は４７２，４６９，５２８円（消費税及び地方消費税込４

７５，５４９，３８５円）となり、利益としては前年度より６，７４２，６２０円増加し５７，５９２，８３１円生じた。 

（イ）資本的収支の状況（※将来の経営活動に備える施設整備や企業債〔借入金〕の償還など） 

  資本的収入総額は４７８，８５５，４００円（消費税及び地方消費税込）であり、収入の主なものはダム

建設に伴う一般会計からの出資金１２，０５６，０００円、繰上償還に伴う公営企業借換債３６８，２００，０

００円及び消火栓工事負担金２７，５６３，５５０円などである。一方、資本的支出総額は９６８，８２１，５２

５円（消費税及び地方消費税込）となり、主な事業は老朽配水管の布設替えや配水管新設事業として

４３，４５９，５００円、消火栓設置工事として２７，５６３，５５０円、電気計装設備及びポンプ設備工事とし

て２７，６８９，５５０円、企業債償還元金８４９，４６２，２０４円（うち繰上償還分６６５，０１８，４２５円）などで

ある。 

 なお、資本的収入が資本的支出に対し、不足する額４８９，９６６，１２５円は、過年度分損益勘定留保

資金９２，１０７，０５９円、当年度分損益勘定留保資金１９０，９３０，５６０円、減債積立金２０３，７６１，９２

３円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３，１６６，５８３円によって補填している。 
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○収益的収支状況  （※営業活動の経費、料金収入や人件費、物件費など） 

 

（収入の部） ※事業収益                        （支出の部） ※事業費 

科  目 決算額（千円）

 

科  目 決算額（千円）

１．営業収益 543,204 １．営業費用 （※次頁参照） 324,491

 

１．給水収益 532,248  １．原水及び浄水費 49,058

２．受託工事収益 379 ２．配水及び給水費 22,604

３．その他営業収益 10,577 ３．受託工事費 378

２．営業外収益 12,238 ４．総係費 61,297

 

１．受取利息及び配当金 2,659 ５．減価償却費 186,188

２．他会計補助金 6,908 ６．資産減耗費 4,966

３．雑収益 2,671 ７．その他営業費用 0

４．消費税還付金 0 ２．営業外費用 151,058

３．特別利益 0  １．支払利息及び企業債取扱諸費 149,746

 １．固定資産売却益 0 ２．雑支出 1,263

合  計 555,442 ３．消費税及び地方消費税 49

合  計 475,549

 

○資本的収支状況   （※将来の経営活動に備える施設整備や企業債〔借入金〕の償還など） 

 

（収入の部） ※資本的収入                       （支出の部） ※資本的支出 

科  目 決算額（千円）  科  目 決算額（千円）

１．他会計出資金 12,056 １．建設改良費 （※次頁参照） 119,359

 １．他会計出資金 12,056  １．事務費 20,243

２．他会計負担金 27,564 ２．施設費 28,093

 １．他会計負担金 27,564 ３．改良費 71,023

３．工事負担金 0 ４．第６次拡張事業費 0

 １．工事負担金 0 ２．企業債償還金 849,462

４．工事補償金 1,960  １．企業債償還金 849,462

 １．工事補償金 1,960 合  計 968,821

５．固定資産売却収入 0

 １．固定資産売却収入 0

        

６．新設負担金 3,475

 １．新設負担金 3,475

７．企業債 433,800

 １．企業債 433,800

８．国庫補助金 0

 １．国庫補助金 0

合  計 478,855

                                       ○山古賀地区送水ポンプ（Ｈ20 年度更新） 
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○事業費の主な事業 平成２０年度 鹿島市決算（資料）

事業名 水道事業（一般管理） 
所管課 水道課 管理係 

費 目 営業費用 

事業費 

（千円） 
324,491 財

源 

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

    324,491 

事業内容 

上水道は市民生活に欠くことのできないライフラインであり、今後も安全でおいしい水の安定供給を図

るために必要な水道施設の修繕や更新、適正な料金の徴収等の費用について、今年度は以下のとおり

支出した。 

№ 内 容 金額（千円） 

１ 水源地電気料、委託料、検査手数料他 ４９，０５８

２ 給配水管修理費、量水器修繕費他 ２２，６０４

３ 検針業務、その他一般委託料他 ６１，２９７

４ 減価償却費 １８６，１８８

５ 資産減耗費他 ５，３４４
 

事業名 水道事業（施設管理） 
所管課 水道課 工務係 

費 目 建設改良費 

事業費 

（千円） 
119,359 財

源

国 県 市債（借入金） その他 一般財源

  65,600 29,524 24,235 

事業内容 

主な事業として、水道庁舎監視装置更新工事、広域農道母ヶ浦地区取付道路送水管布設替工事及び

浜町伝統的建造物群保存地区消火栓設置工事等を行った。 

№ 内 容 決算額（千円） 

１ 水道庁舎監視装置更新工事 ２２，８３８

２ 市道馬渡・辻線導水管及び配水管布設替工事 １２，８６３

３ 市道辻・吹上線 辻送水管布設替工事 ３，９９０

４ 市道稲堂線配水管布設替工事 ２，９５８

５ 下古枝水源地取水ポンプ取替工事 ２，６５７

６ 広域農道母ヶ浦地区取付道路送水管布設替工事 １０，２０６

７ 里道中川住宅跡地配水管新設工事（新設） ３，１４０

８ 浜町伝統的建造物群保存地区消火栓設置工事 ２５，９１８

９ その他配水管布設替等工事 １２件 １４，１４３
 

水道庁舎監視装置更新工事（テレメーター） 浜町伝統的建造物群保存地区消火栓工事 



№
所　　管　　課
（費　目）

契約金額（円)
（落札率）

契　　約　　内　　容 契約の相手方

企画課 40,922,700

(情報ｼｽﾃﾑ管理費) （67.27％）

企画課 11,588,838

(情報ｼｽﾃﾑ管理費) 上記の変更契約

企画課 5,342,400

(情報ｼｽﾃﾑ管理費) （46.57％）

総務部調整室 H20.4.1 7,213,500

（庁舎管理費） （９９．９％）

総務部調整室 H20.4.1 9,526,304

（庁舎管理費） 随意契約

保険健康課 8,671,000

（高齢者福祉総務費） 随意契約

保険健康課 8,000,000

（高齢者福祉総務費） 随意契約

保険健康課 6,515,000

（保健衛生総務費） 指定管理者協定

福祉事務所 8,052,000

（社会福祉総務費） 随意契約

税務課 5,990,250

（賦課徴収費） 随意契約

商工観光課 H20.4.1 5,405,000 鹿島市大字音成戊1922-19

（観光費） 随意契約 　七浦地区振興会

商工観光課 H21.3.25 22,364,325 基金会計　土地開発基金

（観光費） (100%) 11-01-01-62

商工観光課 H20.5.27 16,466,940 市営駐車場時間料金システム機器リース契約 福岡市博多区博多駅前2-2-1

（商工業振興対策費） (90.3%) ＮＴＴファイナンス㈱九州支店

農林水産課 H20.9.1 5,124,000 中山間地域総合整備事業 佐賀市大財3丁目8番15号

(農地費） 随意契約 換地原案作成及び一時利用指定業務委託料 （財）佐賀県土地改良事業団体連合会

まちなみ建設課 13,125,000 鹿島市道路台帳更新業務 佐賀市神野東２－２－１

（道路橋梁総務費） (94.7%) ㈱パスコ 佐賀支店

まちなみ建設課 H20.5.26 6,300,000 (道整備)市道野畠・湯ノ峰線地積測量業務 鹿島市大字納富分２４９２番地１

（道路新設改良費） 変更 H20.8.21 (62.9%) (有)松尾総合設計

まちなみ建設課 H20.8.11 20,343,750 (辺地) 鹿島市大字高津原４２１４番地１０

（道路新設改良費） 変更 H21.1.14 (62.4%) 市道中川内・広平線道路改良工事 ㈱栗山組

変更 H21.3.12 　L=167．0m　

まちなみ建設課 H20.9.16 17,929,800 (辺地)市道中川内・広平線道路改良工事（その２） 鹿島市大字音成丙１６６６番地

（道路新設改良費） 変更 H20.11.28 (85.0%) 　L=42．0m　 ㈱辻野組

まちなみ建設課 H21.1.13 6,949,950 (辺地)市道中川内・広平線道路舗装工事 鹿島市大字常広９３番地１

（道路新設改良費） 変更 H21.3.12 (91.3%) 　L=123．0m　 ㈱中野建設鹿島営業所

まちなみ建設課 H20.7.29 46,176,900 (道整備)市道野畠・鮒越線道路改良工事 鹿島市大字納富分３１０８番地１

（道路新設改良費） 変更 H21.1.27 (60.1%) 　L=480．0m　 増田建設㈱ 鹿島支店

まちなみ建設課 H20.10.14 13,965,000 (道整備)市道野畠・鮒越線舗装工事 鹿島市大字高津原３７３５番地１

（道路新設改良費） 変更 H21.2.25 (89.3%) 　A=3,621㎡　 藤永建設㈱

庁内LANシステムノートPCリース料
・期間：H２０．１０．１～H２５．９．３０（5年ﾘｰ
ｽ）

福岡県福岡市博多区博多駅前
3-2-1
東京センチュリーリース㈱

契約年月日

地域情報通信基盤整備事業工事
（山浦・鮒越・竹ノ木庭）

鹿島市古枝甲９３７番地１
㈱水城電気

地域情報通信基盤整備事業工事
（金原・広平）

鹿島市古枝甲９３７番地１
㈱水城電気

H20.10.24

H20.12.19

9

10

11

H20.10.1

H20.4.1

H20.4.1

H20.4.1

H20.4.1

1

2

3

4

12

5

6

7

8

○平成２０年度　契約金額　500万円以上の事業一覧【一般会計】

鹿島市干潟展望館指定管理業務委託

民生委員・児童委員調査活動業務委託
○期間：H20．4．1～H21．3．31

土地評価システム更新業務委託
○期間：H20．5．1～H21．3．31

佐賀市神野東2-2-1
（株）パスコ佐賀支店

地域包括支援センター運営支援業務委託
○期間：H20．4．1～H21．3．31

鹿島市大字高津原2643-1
社会福祉法人
鹿島市社会福祉協議会

休日こどもクリニック管理業務委託
○期間：H20．4．1～H21．3．31

鹿島市大字高津原813
（社）鹿島藤津地区医師会

庁舎清掃業務委託
鹿島市大字納富分2158番地3
株式会社 カシマ美装

鹿島市大字音成丙1611
鹿島市民生児童委員連絡協議
会

さくら通り商店街ポケットパーク用地取得

高齢者生きがいデイサービス事業委託
○期間：H20．4．1～H21．3．31

鹿島市大字高津原1193
特定非営利活動法人余暇センター
きたじま

H20.5.1

H20.4.28

庁舎宿日直業務委託
鹿島市大字納富分3209番地2
社団法人 シルバー人材センター

13

14

15

16

20

21

17

18

19



№
所　　管　　課
（費　目）

契約金額（円)
（落札率）

契　　約　　内　　容 契約の相手方契約年月日

○平成２０年度　契約金額　500万円以上の事業一覧【一般会計】

まちなみ建設課 10,500,000 (道整備)市道浅浦・仏谷線舗装工事 鹿島市大字高津原３７３５番地１

（道路新設改良費） (90.3%) 　L=820．0m　　 藤永建設㈱

まちなみ建設課 H21.1.13 5,533,500 (単独)市道鮒越堤線道路改良工事 鹿島市大字納富分４３５７番地１

（道路新設改良費） H21.2.9 (95.0%) 　L=30．0m　　 ㈱祐徳ガーデン 鹿島支店

まちなみ建設課 H20.8.25 7,455,000 急傾斜地崩壊防止工事（わしの巣地区） 鹿島市大字高津原３８２７番地２

（河川総務費） 変更 H21.1.15 (98.6%) 　L=24.0m　 (有)中村建設

まちなみ建設課 15,015,000 （辺地）丸木庭広場トイレ新築工事 鹿島市大字高津原４２１４番地１０

（水資源対策費） (63.2%) 　トイレ新築（建築主体工事） ㈱栗山組

まちなみ建設課 8,074,500 （辺地）丸木庭広場トイレ新築工事 鹿島市大字中村２０５３番地

（水資源対策費） (95.0%) 　トイレ新築（機械設備工事） (有)鹿島設備工業所

環境下水道課 H20.4.1 111,473,250

（廃棄物処理費） 随意契約

環境下水道課 H20.4.1 7,492,128

（廃棄物処理費） 随意契約

まちなみ建設課 6,856,500 鹿島市大字常広９３番地１

（まちなみ活性化事業費） （94.9%） ㈱中野建設 鹿島営業所

給食センター H20.7.23 12,539,310

学校給食費 変更 H20.8.22 （８５．９％）

教育総務課 H20.6.16 11,308,500

小学校監理費 （５５．０％）

教育総務課 H20.6.16 29,820,000

小学校監理費 （７１．６％）

教育総務課 H20.6.30 60,690,000

小学校監理費 （６３．０％）

教育総務課 H20.6.16 5,985,000

小学校監理費 （９４．６％）

教育総務課 H20.6.30 9,628,500

小学校監理費 （３７．１％）

教育総務課 H20.9.1 10,338,300

小学校管理費 （９４．３％）

教育総務課 H20.4.1 5,457,375

小学校管理費 随意契約

教育総務課 H20.9.1 10,382,400

中学校管理費 （９４．２％）

教育総務課 H20.10.1 6,993,000

中学校管理費 （８６．４％）

生涯学習課 H20.4.1 7,195,000

公民館費 随意契約

生涯学習課 H20.4.1 12,582,000

公民館費 随意契約

生涯学習課 H20.4.1 8,641,000

公民館費 随意契約

H20.12.15

H21.2.17

H20.11.25
肥前浜宿　街なみ環境整備事業（●明許繰
越）
道路美装化舗装工事　　L=244.8m

鹿島市学校給食センター検収室増築工事
鹿島市大字森７１番地５
有限会社　双葉建設

H21.2.17

ごみ収集・運搬業務委託
（ごみ収集及び運搬並び資源化・分別基準適合
物化、保管業務）

鹿島市古枝乙１２７７番地１
　（有）　鹿島環境整備社

市指定ごみ袋販売及び手数料収納委託
（ごみ袋及びステッカーの販売及び手数料収納
業務）

鹿島市大字納富分２６４３番地１
　鹿島市環境衛生推進協議会

能古見小学校校舎大規模改造工事
（２期）建築主体

鹿島市大字高津原４２１４－１０
（株）栗山組

北鹿島小学校合併浄化槽下水道接続工事
鹿島市大字高津原４００２
（株）兼茂

能古見小学校校舎大規模改造工事
（２期）電気設備

鹿島市大字高津原４１－３
（株）宮園電工

能古見小学校校舎大規模改造工事
（２期）機械設備

佐賀市兵庫南三丁目４番７号
栄城設備工業（株）

鹿島市立小学校学校用務員業務委託
鹿島市大字納富分３２０９－２
（社）鹿島市シルバー人材センター

東部中第一パソコン室パソコン機器リース料
H２０．９．１～H２５．８．３１

福岡市博多区博多駅前１－５－１
富士通リース（株）九州支社

鹿島小学校北校舎改築工事設計業務委託
佐賀市多布施四丁目３番５０号
（株）渋江建築設計事務所

明倫小学校パソコン機器リース料
H２０．９．１～H２５．８．３１

福岡市博多区博多駅前２－２－１
NTTファイナンス（株）九州支社

能古見公民館及びのごみふれあい楽修館
指定管理委託

鹿島市大字山浦甲２１５１
能古見地区振興会

古枝公民館指定管理委託
鹿島市古枝甲１４４８－１
古枝地区振興会

中学校公務用パソコン機器リース料
H２０．１０．１～H２６．９．３０

福岡市博多区博多駅前２－２－１
NTTファイナンス（株）九州支社

鹿島公民館指定管理委託
鹿島市大字納富分２６４３－１
鹿島公民館運営協議会
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№
所　　管　　課
（費　目）

契約金額（円)
（落札率）

契　　約　　内　　容 契約の相手方契約年月日

○平成２０年度　契約金額　500万円以上の事業一覧【一般会計】

生涯学習課 H20.4.1 9,408,000

公民館費 随意契約

生涯学習課 H20.4.1 8,683,000

公民館費 随意契約

生涯学習課 H20.4.1 8,744,000

公民館費 随意契約

生涯学習課 H20.4.1 27,800,000

生涯学習推進費 随意契約

(27,026,193)

精算額

生涯学習課 H20.4.1 8,190,000

生涯学習センター管理費 随意契約

生涯学習課 H20.4.1 50,152,000

体育施設管理費 随意契約

※表中の（●明許繰越）は、平成１９年度から、又は平成２１年度へ繰り越した事業である。

蟻尾山公園指定管理委託
鹿島市大字納富分５９００
（財）鹿島市体育協会

七浦公民館指定管理委託
鹿島市大字音成戊１９２２－１９
七浦地区振興会

かしま市民立楽修大学事業委託
鹿島市大字納富分２７００－１
かしま市民立楽修大学編成会議

生涯学習センター清掃業務委託
鹿島市大字納富分１７３６－１
（株）ダック

浜公民館及び臥竜ケ岡体育館
指定管理委託

鹿島市浜町甲４４０１－１
浜町振興会

北鹿島公民館指定管理委託
鹿島市大字常広１０１－１
北鹿島振興協議会
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№
所　　管　　課
（費　目）

契約金額（円)
（落札率）

契　　約　　内　　容 契約の相手方

環境下水道課 H19.11.27 37,800,000

（建設事業費） 変更 H20.3.17 （77.6％）

環境下水道課 H19.10.3 136,300,000

（建設事業費） 変更 H20.3.21
H20 5 20

年度協定

環境下水道課 H20.2.22 13,965,000

（建設事業費） 変更 H20.3.19 （69.3％）

環境下水道課 H20.2.25 20,580,000

（建設事業費） 変更 H20.3.19 （91.97％）

環境下水道課 H20.10.27 8,221,500

（建設事業費） 変更 H21.2.23 （94.0％）

環境下水道課 H20.5.20 38,950,000

（建設事業費） 変更
H20.8.25,
H20.11.7 年度協定

環境下水道課 H20.8.25 48,960,000

（建設事業費） 年度協定

環境下水道課 H20.4.17 95,844,000

（建設事業費） H20.11.12 （63.0％）

環境下水道課 H20.7.18 19,224,450

（建設事業費） 変更 H20.12.8
H21 1 14

（92.5％）

環境下水道課 H20.10.14 30,540,300

（建設事業費） 変更 H21.2.19 （69.7％）

環境下水道課 H20.11.25 11,865,000

（建設事業費） （92.6％）

環境下水道課 H20.11.25 35,196,000

（建設事業費） （75.2％）

環境下水道課 H20.12.15 27,195,000

（建設事業費） （71.8％）

環境下水道課 H20.4.28 22,396,500

（建設事業費） （99.7％）

環境下水道課 H20.6.16 70,350,000

（建設事業費） （63.1％）

環境下水道課 H20.10.27 57,750,000

（建設事業費） 変更 H21.3.12 （51.3％）

環境下水道課 H20.11.25 7,245,000

（建設事業費） （94.9％）

環境下水道課 H20.4.1 63,945,000

（浄化センター費） 随意契約

環境下水道課 H21.3.1 7,106,400

（総務管理費） （92.7％）

環境下水道課 H20.4.1 8,092,084

（総務管理費） 随意契約

※表中の（●明許繰越）は、平成１９年度から、又は平成２１年度へ繰り越した事業である。

福岡市博多区博多駅前2丁目2番1
号
　NTTファイナンス㈱ 九州支店

乙丸雨水ポンプ場場内整備工事
場内整備工　一式

鹿島市大字高津原３８２７番地２
　(有)中村建設

福岡市早良区百道浜２丁目４番２７号
　㈱日本管財環境サービス 九州支店鹿島市浄化センター等運転管理業務委託

鹿島市大字納富分２６４３番地１
　鹿島市水道事業者

鹿島市公共下水道使用料徴収事務委託
調定１件あたり５７２円　現年度分13,873
件、過年度分274件

下水道台帳システムリース
○期間；H21.3.1～H26.2.28（５年リース）

鹿島市大字納富分２８８４－１

（株）肥前建設 鹿島支店

浜新町汚水中継ポンプ場電気設備工事（●H21
へ明許繰越）　　　　受変電設備一式　運転操作
設備一式　監視制御設備一式　計装設備一式

○平成２０年度　契約金額　500万円以上の事業一覧【公共下水道事業特別会計】

祐徳汚水幹線（圧送管その2）管渠築造工
事
開削工　DCIP-NSφ300　L=447.2m

馬渡汚水枝線（398、399路線）管渠築造工事
開削工φ200L=178.0m　人孔設置工 1号組立N=4、
小口径塩ビN=3　公共桝設置工N=19　付帯工一式

鹿島市大字井手４０番地
　㈱岡田電機

納富分汚水幹線（137,145路線）管渠築造工事
推進工φ450  L=１８８．７６ｍ　φ500  L=１８８．１５ｍﾏ
ﾝﾎｰﾙ工1号組立N=1,2号組立N=2,3号組立N=1

鹿島市大字納富分１８９０番地
　（株）坂本建設

鹿島市浄化センター建設工事委託
水処理施設（H19年度協定分）

福岡市博多区東比恵３丁目２５番５
号
　（株）明興テクノス 福岡支店

浜新町汚水中継ポンプ場機械設備工事
主ポンプ設備　一式　　沈砂池設備　一式
脱臭設備　一式　　その他付属設備　一式

福岡市中央区薬院１丁目１３番
８号
　ドリコ（株） 福岡支店

納富分汚水幹線(128路線)及び枝線(213-3路線,外3路
線)管渠築造工事 　推進工φ400 L=41.2m　φ200
L=43.4m　φ150 L=154.3m　人孔設置工 1号組立N=5、
小口径塩ビN=6　公共桝設置工N=21　付帯工一式

鹿島市浜町乙２６８１番地２
　(有)なかの土木

納富分汚水枝線（111,121,122路線）及び井手分汚水枝
線（119,120路線）管渠築造工事
推進工HPφ300L=22.5m HPφ400L=60.4m    開削工VU
φ250L=7.5m VUφ300L=10.0m VUφ400L=48.2m

鹿島市大字高津原３７３５番地１
　藤永建設（株）

鹿島市大字音成丙１６５０番地３

　日高建設（株）

鹿島市大字高津原３５４１番地１
　（株）植松建設

乙丸雨水ポンプ場電気設備工事
運転設備工　一式　　計装設備工　一式
監視制御設備工　一式

祐徳汚水幹線（圧送管）管渠築造工事
開削工　DCIP-NSφ300　L=696.8m

乙丸雨水ポンプ場土木工事（●明許繰越）
切替ゲート２面場内整備

鹿島市大字森１５９８番地
　中尾建設　（株）

東京都新宿区四谷３丁目３番１
号
　日本下水道事業団

鹿島市浄化センター建設工事委託
水処理施設（H20年度協定分）

東京都新宿区四谷３丁目３番１
号
　日本下水道事業団

納富分及び西牟田汚水枝線測量･設計業
務委託

鹿島市大字納富分２４９２番地１
　(有)松尾総合設計

乙丸雨水ポンプ場切替ゲート機械工事（●
明許繰越）
切替ゲート　２面

佐賀市高木瀬西６丁目１０番１号

　（株）協和製作所

1

2

3

契約年月日

乙丸雨水ポンプ場機械設備工事３期工事
（●明許繰越）
主ポンプ設備一式　その他付属設備一式

福岡市東区箱崎４丁目１５－３７
　㈱菅原 福岡営業所

鹿島市浄化センター建設工事委託（●明
許繰越）
水処理施設

東京都新宿区四谷３丁目３番１
号
　日本下水道事業団

8

9

10

11

4

5

6

7

20

16

17

18

19

12

13

14

15



№
所　　管　　課
（費　目）

契約金額（円)
（落札率）

契　　約　　内　　容 契約の相手方

水道課 H20.5.27 22,837,500

（施設費） （93.95％）

水道課 H20.6.16 12,862,500

（建設改良費） （93.87％）

水道課 H20.6.30 10,206,000

（建設改良費） （93.77％）

水道課 H20.9.16 25,918,200

（建設改良費） 変更 H21.1.29 （89.60％）

契約年月日

第１号　水道庁舎監視装置更新工事
（テレメーター装置一式　３箇所）

鹿島市大字中村２０４５の３
(株)九電工　鹿島営業所

第３号　市道馬渡・辻線導水管及び配水管
布設替工事（配水管DCIPφ150 L=252m、
DCIPφ75 L=6.3m、仕切弁1基、導水管φ
100 L=232m、消火栓1基）

鹿島市大字納富分３１０８番地１
増田建設(株)鹿島支店

○平成２０年度　契約金額　500万円以上の事業一覧【水道事業会計】

※表中の（●明許繰越）は、平成１９年度から、又は平成２１年度へ繰り越した事業である。

1

2

3

4
第12号　浜町伝統的建造物群保存地区消
火栓設置工事（消火栓18基、配水管φ50
L=94.2m、排泥弁1基）

鹿島市浜町１２０５番地１
(有)鹿島防災具店

第８号　広域農道母ヶ浦地区取付道路送
水管布設替工事（送水管DCIPφ150
L=282m、仕切弁3基、排泥弁1基、電線管
φ40 L=283m 電気通信線 L=585m）

鹿島市大字高津原３５４１番地１
(株)植松建設


